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3. 設計飛来物の設定 

 

3.2.2 評価不要物品の抽出 

飛来物源のうち，過去の竜巻被害事例（添付資料 9 別紙 9-1）

を参考とし，設計飛来物候補である鋼製材の影響を下回ると判断

した物品については，設計飛来物にならないものとして，飛散評

価を不要とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.2 現地調査結果の整理 

 

 

現地調査により抽出した想定飛来物から，小型軽量

で竜巻影響評価対象施設に衝突した場合の影響が小さ

い物体及び損傷するが飛来物とならない物体を設計飛

来物の選定候補から除外した。 

その他の想定飛来物について，表3.3.1に基づき形

状，変形性状，サイズが同程度なものに分類し，グル

ープ分けした。 

 

表3.3.1 想定飛来物の分類基準 

 分 類 基 準 

形状 

棒状 ― 

板状 ― 

塊状 ― 

変形性状 

柔 
木製，ゴム製，中空状又は

複数の材からなる。 

剛 
コンクリート又は鋼製で密

実，単体からなる。 

サイズ 

極小 
概ね0.01m2未満 

概ね1kg未満 

小 
概ね0.01m2～0.5m2 

概ね1kg～20kg 

中 
概ね0.5m2～2.0m2 

概ね20kg～500kg 

大 
概ね2.0m2～10m2 

概ね500kg～2,000kg 

特大 
概ね10m2以上 

概ね2,000kg以上 

 

形状が棒状又は板状で変形性状が柔と分類されたも

のについては，評価対象施設に衝突した場合の影響が

軽微であり，同形状の変形性状が剛なものに包絡され

（柏崎 6/7 は「3.3 (1) 飛

来物調査」で記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・想定飛来物の分類方法

の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，抽出し

た想定飛来物を剛・柔の

観点でも分類している 
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ると考えられるため，設計飛来物の選定候補から除外

した。 

各グループにおいて，ガイドの設定例も参考にし，

発電所構内に存在するもののうち，運動エネルギ又は

貫通力が大きいと考えられるものを代表として選定し

た。想定飛来物の分類及び各グループを代表する想定

飛来物の選定結果を表3.3.2に示す。 
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表
3.
3.
2 
想
定
飛
来
物
の
分
類
結

果
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(2) 固定状況等を踏まえた抽出

(1)で抽出した結果を踏まえ，過去の被害事例等（別紙1）を参

考に，以下の観点のいずれにも当てはまらない物品を設計飛来物

候補として抽出した。（表3.3.3） 

①溶接やボルトにより頑健に固定されているか

②分解し小型軽量となる物品か

③竜巻の影響により転倒はするが，飛来物とはならない物品か

3.1 固定状況等を踏まえた飛来物源の抽出 

現地調査にて確認された物品のうち以下に示すもののうち，

過去の竜巻被害事例（【添付資料 9 別紙 9-1】）も参考とし，

以下の観点のいずれにも当てはまらない物品を飛来物源として

抽出した。 

(1) 溶接やボルト等により頑健に固定されている物品

(2) 竜巻の影響により損傷はするが，飛散しない物品

3.2 飛来物源の飛散評価 

3.2.1 設計飛来物候補の設定 

設計飛来物候補は，現場調査結果を踏まえ，飛来物防護対策

として設置する設備の規模と固縛等の飛来物発生防止対策を要

する物品の物量のバランスを考えて設定した。（第 3.2.1－1表 

参照） 

  発電所における現場調査結果，第 3.2.1－1表に示すような，

上記の竜巻防護対策（飛来物防護対策と飛来物発生防止対策）

のバランス，先行プラントにおける設定実績並びに竜巻飛来物

防護ネットの存在を踏まえ，「竜巻影響評価ガイド」に例示さ

れる鋼製材を，設計飛来物候補として設定した。 

（ 島 根 ２ 号 炉 は ，

「3.3.2.1(1)現地調査の

観点」及び「別紙-1 過去

の主な竜巻事例に基づく

飛来物の検討について」

に記載） 

（ 島 根 ２ 号 炉 は ，

「3.3.4.1 設計飛来物の

仮設定」に記載） 
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(3) 代表的な飛来物の飛散評価

(2)で抽出をした代表的な飛来物に対し，設計竜巻の最大風速

92m/s，風速場モデルとしてフジタモデルを適用した場合における

飛散評価を実施し，浮上する物品を抽出した結果を表3.3.3 に示

す。飛来物の初期高さは，プラントウォークダウンにて確認した

飛来物の設置場所と外部事象防護対象施設との高低差を踏まえ設

定した。 

第 3.2.1－1 表 設計飛来物候補と竜巻防護対策の関係 

3.2.2 評価不要物品の抽出 

飛来物源のうち，過去の竜巻被害事例（添付資料 9 別紙 9-1）

を参考とし，設計飛来物候補である鋼製材の影響を下回ると判

断した物品については，設計飛来物にならないものとして，飛

散評価を不要とした。 

3.2.3 飛来物源の飛散評価 

3.2.2 にて抽出された飛来物源に対し，設計竜巻の最大風速

100m／s，風速場モデルとしてフジタモデルを適用した場合にお

ける飛散評価を実施した。 

なお，発電所は，敷地近傍に一般道や隣接事業所が存在する

ことから，管理が困難な一般道（国道２４５号線）からの車両

の飛散の影響を現実的に評価することとし，保守性を確保した

上で，ランキン渦モデルに比べ物品の飛散挙動をより実現象に

近く捉えることができるフジタモデルを，飛散評価の風速場モ

デルとして適用する。 

3.3.3 飛来物の運動エネルギ及び貫通力の算出 

  前項にて代表として選定した想定飛来物について，解

析コード「TONBOS」を用いてフジタモデルの風速場にお

ける運動を解析することにより浮き上がりの有無及び最

大速度を求めた。 

（島根２号炉は，「別紙-1

過去の主な竜巻事例に基

づく飛来物の検討につい

て」に記載） 

・施設の相違

【東海第二】 

島根２号炉は敷地近傍

に隣接事業所はない 
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但し，仮設物のように設置場所の特定が困難な物品については，

外部事象防護対象施設に到達する可能性のある初期高さのうち，

最大の高さを飛来物の初期高さとして設定した。（別紙2） 

そのため，飛来物の飛散距離については，上記で設定した飛来

物の初期高さから外部事象防護対象施設の高さまでに飛散した距

離を設定した。（例えば，初期高さ30m における飛散評価であれ

ば，初期高さ30m から0m 迄の飛散距離となる） 

また，飛来物の速度については，ガイドに基づき，飛散評価に

より求まる飛散した際の最大水平速度及び最大鉛直速度を設定し

た。 

なお，浮上しないが横滑りにより外部事象防護対象施設に影響

を与え得る物品については，浮上する物品同様，(4)以降の結果を

踏まえ設計飛来物として選定する必要があるかを確認する。 

(4) 飛来物発生防止対策の可否を踏まえた抽出

(3)で抽出した結果を踏まえ，固縛，撤去等の飛来物発生防止対

策が可能かどうかを考慮し，設計飛来物の候補を抽出した。（表

3.3.3 右端欄参照） 

(1) 初期高さ

フジタモデルを使用した飛散評価においては，第 3.2.3－1

図に示すように，評価対象物品の配置位置と敷地高さとの高

低差を示す初期高さの設定が必要となる。評価対象物品の初

期高さは，現地調査結果等を踏まえて設定するものとするが，

仮設材のように設置場所が特定できず，高所に置かれる可能

性を有する飛来物源に対しては，使用場所が地表高さである

か高所であるかを考慮の上，適切な初期高さを設定する。 

第 3.2.3―1 図 初期高さのイメージ図 

(2) 空力パラメータ

飛散評価に用いる空力パラメータは，物品の形状及び重量

に応じて算出する。【添付資料 9 別紙 9-2】 

(3) 飛散速度の選定と横滑りの考慮

飛来物源の飛散速度については，「竜巻影響評価ガイド」

に基づき，飛散評価により算出される際の最大水平速度及び

最大鉛直速度を設定した。 

なお，浮上しないが横滑りにより評価対象施設等に影響を

与え得る物品については，浮上する物品同様，3.3 の結果を踏

まえ設計飛来物として選定する必要があるかを判断する。 

3.2.4 飛来物発生防止対策の可否を踏まえた飛来物源のスクリ

ーニング 

飛散評価の結果を踏まえ，設計飛来物候補である鋼製材に対

し，その影響（運動エネルギ又は貫通力）を上回るパラメータ

を有する飛来物源に対し，固縛あるいは離隔及び撤去等の飛来

飛来物の飛散速度については，「竜巻影響評価ガイド」

に基づき，飛散解析により算出される際の最大水平速度

及び最大鉛直速度を設定した。 

解析方法の詳細については別添2-2に示す。 

・初期高さの設定対象の

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は足場パイ

プ，足場板に対して初期

高さを設定して飛散解析

を実施している 

（ 島 根 ２ 号 炉 は ，

「3.3.4.1 設計飛来物の

仮設定」に記載） 

（ 島 根 ２ 号 炉 は ，

「 3.3.4.2 横滑りの考

慮」に記載） 

（ 島 根 ２ 号 炉 は ，

「3.3.4.3 飛来物発生防

止対策の実施」に記載） 

595



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

(5) 評価パラメータの代表性の確認 

(4)で抽出した結果に対し，竜巻及び飛来物により想定される評

価対象施設の損傷モードより設定した評価パラメータ（運動エネ

ルギー，貫通力，寸法）が，最大となる物品を（寸法については

最小），設計飛来物として選定する。（表3.3.3 黄色箇所参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物発生防止対策の可否を考慮し，新たに設計飛来物候補とする

必要の有無を評価した。 

 

(1) 運動エネルギ 

飛来物源の運動エネルギ  は下式によって算出する。 

2

2

1
VME ・  

M ：飛来物の重量(kg) 

V  ：飛来物の衝突速度(m／s) 

 

(2) コンクリートに対する貫通力 

コンクリートに対する貫通力は，飛来物の衝突に対する評

価として，ＮＥＩ07-13 及び米国ＮＲＣの基準類に算定式と

して記載されている修正ＮＤＲＣ式（①式）を用いて貫入深

さ を求め，Ｄｅｇｅｎ式（②式）により貫通限界厚さ を

算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また，現地調査の結果から代表として選定した飛来物

に加えて，ガイドに設定例として示されている飛来物を

考慮することとし，解析により求めた最大速度又はガイ

ドに示された最大速度を用いて，運動エネルギ及び貫通

力を算出した。貫通力については，BRL式を用いて鋼板に

対する貫通厚さTを，鉄筋コンクリート版に対する貫入深さ

cx を修正NDRC式で算出し，Degen式を用いて鉄筋コンクリート

版に対する貫通限界版厚 pt を算出した。コンクリートの評価

においては，kg/cm2単位系の値を使用する。 

 

【BRL式】（鋼板に対する貫通厚さT）： 

       𝑇3/2 =
0.5𝑀𝑉2

1.4396 × 109𝐾2𝐷3/2
 

 

   T:鋼板貫通厚さ（m） 

   M:ミサイル質量（kg） 

   V:ミサイル速度（m/s） 

   D:ミサイル直径（m） 

   K:鋼板の材質に関する係数（≒1） 

 

出典：ISES7607-3「軽水炉構造機器の衝撃荷重に関す
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る調査 その３ ミサイルの衝突による構造壁

の損傷に関する評価式の比較検討」（高温構造安

全技術研究組合） 

 

【修正 NDRC 式】（コンクリートに対する貫入深さ cx ）： 

5.0
8.1

1000

12145
4






































d

V
WNd

F
x

c

cc  ，但し， 2
d

x

c

c


 

【Degen 式】（コンクリートに対する貫通限界版厚 pt ）： 


































2

3.02.2
d

x

d

x
dt

c

c

c

c
pp


 ，但し， 52.1

d

x

c

c


 

 

pt ：貫通限界版厚（cm） 

cx ：貫入深さ（cm） 

d ：飛来物直径（cm） 

cF ：コンクリートの設計基準強度（kgf/cm2）（=240kgf/cm2） 

 

W ：飛来物重量（kgf） 

V ：衝突速度（m/s） 

N ：飛来物先端形状係数で，以下の値を使用する。 

・棒状の物体，板状の物体：1.14 

・塊状の物：0.72 

c ：貫入評価についての飛来物低減係数で，1.00 を使用

する。 

p ：貫通評価についての飛来物低減係数で，1.00 を使用

する。 

 

  なお，BRL式は「タービンミサイル評価について（昭和

52年7月20日 原子炉安全専門審査会）」の中で，鋼板に

対する貫通厚さの算出式として用いられているものであ

る。 

 

  最大風速92m/sの竜巻によるフジタモデル（地上からの

初期高さ0m）を用いた飛散解析による飛来物の浮き上がり

の有無及び運動エネルギ，貫通力の算出結果を表3.3.3に示す。 
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(4) 代表的な飛来物源の飛散評価結果及びスクリーニング

現場調査によって確認された飛来物源に対して，初期高さ

を設定し，飛散評価を実施する。飛散評価結果とスクリーニ

ングの結果の例として，第 3.2.4―1 表に示す。

なお，飛来物源の特徴を考慮し，仮設材等の建屋屋上に配

置されることが考えられる物品については，一例として初期

高さ 40m での結果も並列して記載している。 

第 3.2.4―1 表における飛来物源は，初期高さ 0m での運動

エネルギ及び貫通力の評価結果によって分類している。（表

中の No.のハッチング色） 

また，初期高さ 40m の飛散評価結果による分類は，表中の

飛来物発生要否の欄のハッチング色により示しており，初期

高さの設定により分類が変更となるものは，ハッチング色に

より判別できる。 
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第 3.2.4-1 表 代表的な飛来物源の飛散評価結果整理表の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.3.3 想定飛来物の飛散解析結果(フジタモデル(地上からの

初期高さ 0m),最大風速 92m/s) 

 

※1：修正 NDRC 式及び，Degen 式を用いて算出  

※2：BRL 式を用いて算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・想定飛来物の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

抽出した想定飛来物の

相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

形状 名称 
長さ 

（mm） 

幅 

（mm） 

高さ 

（mm） 

質量 

（kg） 

飛散の 

有無 

最大速

度 

(m/s) 

運動エ

ネルギ

（kJ） 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

の貫通

限界厚

さ※1

（cm） 

鋼板の 

貫通限

界厚さ
※2（mm） 

棒状 鋼製パイプ［ガイド] 2000  50  50  8.4  〇 7  1  3  2  

鋼製パイプ 1 4000  50  50  16.8  〇 7  1  3  2  

鋼製材［ガイド] 4200  300  200  135.0  〇 8  5 6  3  

鋼製材 1 5500  100  100  95.0  - - - - - 

鋼製材 2 5500  150  150  174.0  - - - - - 

電柱 10000  257  257  690.0  - - - - - 

板状 マンホール蓋（小） 650  650  50  33.5  〇 6  1 3  1  

マンホール蓋（大） 975  975  60 88.0  〇 4  1  3  1  

コンクリート板［ガイド] 1500 1000  150  540.0  - - - - - 

コンクリート板 1 2700  1000  200  1300.0  - - - - - 

敷き鉄板 1 3000  1400  12  400.0  - - - - - 

敷き鉄板 2 3000  1500  22  802.0  - - - - - 

敷き鉄板 3 6100  1500  25  1820.0  - - - - - 

仮設足場 4000  250  40  13.2  〇 40 11  10  4  

塊状 砂利 40  40  40  0.2  〇 14 1 1  1  

コンクリートブロック 390  190  150  14.3  〇 9  1  3  1  

コンクリート側溝 2100  380  340  132.0  〇 8  4  5  1 

コンクリート枡 1200  1200  1200  1300.0  - - - - - 

鋼製ドラム 3000  3000  2000  6000.0  - - - - - 

ドラム缶 600  600  900  24.0  〇 65  50  10  2  

ガスボンベ 1500  230  230  57.0  〇 5  1  3  1  

空調室外機（家庭用） 800  250  300  10.0  〇 48  12  7  2  

空調室外機（ビル用） 1400  940 320  134.0  〇 21  29  9  2  

自動販売機 740  1362  1830  365.0  〇 46  372  24  4  

コンテナボックス［ガイド] 6000  2400  2600  2300.0  〇 50  2810 44  6  

プレハブ小屋 1 3700  2000  2600  800.0  〇 58  1304 31  4  

プレハブ小屋 2 7300  2300  2600  1400.0  〇 58  2350  40  6  

プレハブ小屋 3 7300  6900  2600  4200.0  〇 54  5927  52  6  

プレハブ小屋 4 27000  7200  3400  7500.0  〇 63  14496  74  9  

小型発電機 1330  630  1650  354.0  〇 39  262  21  4  

中型発電機 2550  1080  1500  1770.0  〇 3  5  3  1  

大型発電機 5380  1650  2100  7220.0  - - - - - 

小型自動二輪車 1855  725  1045  89.0  〇 61  166  16  3  

乗用車 1 3395  1475  1610  840.0  〇 47  899  31  5  

乗用車 2 4360  1695  1460  1140.0  〇 44  1074  33  5  

乗用車 3 4790  1780  1535  1510.0  〇 40  1192  35  5  

乗用車 4 5230  1880  2285  1890.0  〇 48  2089  41  6  

トラック［ガイド] 5000  1900  1300  4750.0  - - - - - 

トラック 1 8445  2230  2465  3790.0  〇 46  3869  53  8  

バス 1 6990  2010  2645  3880.0  〇 43  3462  51  7  

バス 2 11990  2490  3750  12100.0  〇 38  8537  72  10  

高圧発電機車 6825  2150  3260  7680.0  〇 27 2759  45  6  

フォークリフト 3200  1520  2240  6920.0  - - - - - 

ホイールローダー 6130  2250  3035  9350.0  〇 10  433  20  2  

ショベルカー 9425  2800  3040  19500.0  - - - - - 

ラフタークレーン 11000  2600  3500  26500.0  - - - - - 
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3.3.4 設計飛来物の設定 

3.3.4.1 設計飛来物候補 Aの設定 

フジタモデルによる飛散解析においては，物体の地上からの

初期高さを高く設定したほうが地表面から解析した場合に比べ

て最大水平速度は高くなり，最大水平速度に依存するパラメー

タである運動エネルギ及び貫通力も大きくなる。

よって， 前項にて算出した想定飛来物の飛散解析結果に加

え，工事に伴い組み上げた仮設足場から鋼製パイプ（足場パイ

プ），足場板が飛散する可能性を考慮し，鋼製パイプ等が地上か

らの初期高さ 40m から飛散した場合を想定し，フジタモデルに

より最大水平速度を求め，運動エネルギ及び貫通力を算出した。

算出結果を表 3.3.4 に示す。 

また，ガイドにおいて例示されている棒状飛来物の最大水平

速度を参照し，運動エネルギ及び貫通力を算出した。算出結

果を表 3.3.5 に示す。 

表 3.3.3～3.3.5 の結果を踏まえ，運動エネルギおよび貫

通力の観点から表 3.3.4 の算出結果に対して保守性を

考慮し，表 3.3.5 の鋼製材[ガイド]を設計飛来物候補 A

として設定した。 

 ＜鋼製材を選定した理由＞ 

・鋼製材は，想定飛来物の中で大きな運動エネルギを有し

ているコンテナボックスやプレハブ小屋，車両等に

固定・固縛が容易なものを除き，比較的大きな運動

エネルギおよび最大の貫通力を有している。

・コンテナボックス，プレハブ小屋等は鋼製材を超える運

動エネルギを有しているが，固定・固縛対策が容易であ

る。車両等については，避難が可能である。 

表 3.3.4 想定飛来物の飛散解析結果（フジタモデル（地上からの

初期高さ 40m），最大風速 92m/s） 

※１：修正 NDRC 式及び，Degen 式を用いて算出
※２：BRL 式を用いて算出

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設計飛来物選定にかか

る条件の相違 
形状 名称 

長さ 
（mm） 

幅 
（mm） 

高さ 
（mm） 

質量 

（kg） 

飛散の 

有無 
最大速度 
（m/s） 

運動 

エネルギ

（kJ）

ｺﾝｸﾘｰﾄの

貫通限界

厚さ※1

（cm）

鋼板の 

貫通限界 

厚さ※2

（mm） 

棒状 

鋼製パイプ 

［ガイド] 
2000 50 50 8.4 〇 45 9 11 14 

鋼製パイプ 1 4000 50 50 16.8 〇 45 17 14 22 

板状 仮設足場 4000 250 40 13.2 〇 62 25 14 6 
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(6) 設計飛来物の選定結果 

(1)～(5)より，柏崎刈羽原子力発電所における設計飛来物は，

表3.3.4 のとおりとする。 

仮設足場材（足場パイプ，鋼製足場板）については，設計飛来

物候補の中で，足場パイプがコンクリートに対する貫通力（鉛直）

及び鋼板に対する貫通力が最大であり，鋼製足場板が，運動エネ

ルギー及びコンクリートに対する貫通力（水平）が最大であるが，

仮設足場に飛散防止対策を講じた場合を考慮し，運動エネルギー，

貫通力が仮設足場材（足場パイプ，鋼製足場板）に次ぐ飛来物に

ついても抽出する。 

仮設足場材（足場パイプ，鋼製足場板）に次ぐ飛来物として，

鋼製材については，設計飛来物候補の中で，運動エネルギー，コ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 設計飛来物の設定 

3.2 におけるスクリーニングの結果，鋼製材の影響を上回る飛

来物源については，飛来物発生防止対策を施すことが可能であ

ると判断したため，鋼製材を設計飛来物として決定した。 

また，設計飛来物に対する竜巻飛来物防護対策設備として設

置する防護ネットを通過する可能性があり，鋼製材にて包含で

きないものとして，砂利も設計飛来物に設定した。 

第 3.3－1表に，発電所における設計飛来物の仕様を示す。 

 

 

 

 

表 3.3.5 想定飛来物の飛散解析結果（ガイド） 

 

※１：ガイドの飛散速度から算出  
※２：ガイドの飛散速度から修正 NDRC 式及び，Degen 式を用

いて算出  
※３：ガイドの飛散速度から BRL 式を用いて算出 

 

3.3.4.2 横滑りの考慮 

 浮上しないが横滑りにより評価対象施設等に影響を与え

得る物品については，浮上する物品同様，3.3.4.3 以降の

結果を踏まえ設計飛来物として選定する必要があるかを判

断する。 

 

3.3.4.3 飛来物発生防止対策の実施 

竜巻影響評価対象施設への影響の大きさが設計飛来物として

仮設定した鋼製材を超過する想定飛来物については，風荷重を

考慮した固定・固縛等の飛来物発生防止対策を実施することか

ら設計飛来物としない。また，鋼製材は地上からの初期高さ 40m

から飛散した場合を想定していることから，仮設足場の飛散の

影響を包絡できていると考え，仮設足場に対する固縛・固定等

は実施しない。 

 

3.3.4.4 設計飛来物の設定結果 

前項の飛来物発生防止対策を実施する想定飛来物を除外した

上で，運動エネルギおよび貫通力が最大である「鋼製材」を設

計飛来物Ⅰとする。 

また，設計飛来物に対する竜巻防護対策設備として設置する

竜巻防護ネットを通過する可能性があり，鋼製材にて包含でき

ないものとして，砂利も設計飛来物に設定した。砂利等の極小

飛来物が外部事象防護対象施設に与える影響について，別紙-2

に示す。 

以上の結果により設定した設計飛来物を表 3.3.6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（柏崎6/7は「(3) 代表的

な飛来物の飛散評価」で

記載） 

（東海第二は「3.2.3 (3)

飛散速度の選定と横滑り

の考慮」で記載） 

 

 

 

 

・条件及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設計飛来物設定時に考

慮する条件及び運用の

相違 

 

・設計飛来物の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，設計飛

来物をガイド記載の鋼

製材としていることか

ら，柏崎 6/7 の足場パ

イプ，鋼製足場板等は

鋼製材に包含されてい

る 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

形状 名称 
長さ 

(mm) 

幅 

(mm) 

高さ 

(mm) 

質量 

（kg） 

飛散の 

有無 

最大 

速度 

(m/s) 

運動 

ｴﾈﾙｷﾞ※1 

（kJ） 

ｺﾝｸﾘｰﾄの貫通

限界厚さ※ 2 

(cm) 

鋼板の貫通

限界厚さ※ 3 

(mm) 

棒状 

鋼製パイプ 

[ガイド] 
2000  50  50  8.4  ○ 49 11 11 18 

鋼製材 

[ガイド] 
4200  300  200  135  ○ 51 176 27 34 
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ンクリートに対する貫通力が最大であり，角型鋼管（大）につい

ては，鋼板に対する貫通力が最大である。 

また，砂利については，非常用換気空調系ルーバへの防護対策

として設置する竜巻防護ネットを通過する可能性があり，鋼製材，

角型鋼管（大），足場パイプ及び鋼製足場板にて包含できないこ

とから，設計飛来物として選定する。 

 

表 3.3.4 柏崎刈羽原子力発電所における設計飛来物選定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3－1表 発電所における設計飛来物 

 

鋼製材の水平，鉛直速度については，竜巻風速場をＬＥＳ（非

定常乱流渦モデル）による乱流場とし飛来物速度を求めた「竜

巻影響評価ガイド」の値を用いる。 

また，砂利については，「竜巻影響評価ガイド」に記載がな

いことから，竜巻風速場をランキン渦モデルとした場合の水平

速度を求め，鉛直速度については「竜巻影響評価ガイド」に基

づき水平速度の 2／3 とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.3.6 設計飛来物 

飛来物 砂利 鋼製材 

寸法(m) 
長さ×幅×奥行 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×奥行 

4.2×0.3×0.2 

質量 

(kg) 
0.2 135 

最大水平速度

(m/s) 
54 51 

最大鉛直速度

(m/s) ※１ 
36 34 

※１：ここではガイドに基づき最大水平速度の２／３の値

を記載。施設の構造健全性評価等では最大水平速度の２

／３の値又はフジタモデルによる飛散解析結果による

値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 島根２号炉は砂利等の

極小飛来物の衝突に対す

る影響を記載 

（砂利の影響について再

掲） 

 

 

・設計飛来物の相違 

【柏崎 6/7】 

（同上） 
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3.3.5 二次飛来物の確認 

竜巻による風圧力や飛来物によって破損して飛来物となり得

る物体（以下「二次飛来物」という。）について，過去の竜巻事

例（別紙－１）に基づき，平成 26 年 8 月に現地調査を実施した。 

（１）現地調査の観点 

風圧力や飛来物による被害を受けると考えられる設備及び建

物・構築部（固定状況等含む）を調査し，二次飛来物となり得

る部位を抽出した。 

（２）現地調査結果 

現地調査の結果，建物の金属製屋根・外壁，シャッター，ガ

ラス窓及び給排気用格子を二次飛来物として抽出した。これら

の二次飛来物について，設計飛来物の影響を超過するものはな

いことを確認した。 

詳細は別紙－２「二次飛来物の現地調査について」に示す。 

（柏崎6/7は「(1) 飛来物

調査」及び「別紙1(2) 固

定状況等を踏まえた抽

出」で記載） 

（東海第二は「2. 発電

所構内の物品調査」及び

「3.1 固定状況等を踏

まえた飛来物源の抽出」

で記載） 
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別紙１ 

 

分解され小型軽量となる物品及び倒壊するが飛来物とならない物

品等について 

 

設計飛来物の選定フローにおいて，「分解し小型軽量となる物

品」及び「倒壊するが飛来物とはならない物品」は設計飛来物と

して選定しないこととしている。これは，過去の主な竜巻の被害

概要の調査結果から，分解され小型軽量となる物品及び倒壊する

が飛来物とならない物品について検討を行った結果より確認をし

ている。 

以下に平成2 年以降の主な竜巻による被害概要を調査した文献

から検討を行った結果を示す。「分解し小型軽量となる物品」，

「倒壊するが飛来物とはならない物品」は柏崎刈羽原子力発電所

における調査結果を念頭に被害状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 9-1 

 

分解され小型軽量となる物品 

及び損傷するが飛来物とならない物品について 

 

設計飛来物の抽出フローにおいて，「分解され小型軽量とな

る物品」は設計飛来物のうち鋼製材に包絡されること，また「損

傷するが飛散しない物品」は飛散しないことから，いずれも設

計飛来物として選定しないとしている。これは，過去の主な竜

巻の被害概要の調査結果等から，このような物品の状況につい

て検討を行った結果より判断した。 

以下に，平成 2年以降の主な竜巻による被害概要の調査結果

等に基づく検討結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－１ 

 

過去の主な竜巻事例に基づく飛来物の検討について 

 

 

島根原子力発電所における設計飛来物の設定にあたり，「損傷す

るが飛来物とならない物品」及び「分解して小型軽量となる物体」

について，過去の主な竜巻による被害概要を調査した文献を用い

て検討を行った。検討の結果，「樹木，フェンスについては，竜巻

時に損傷するが飛来物とならない」，「建物の金属製屋根・外壁，

シャッター，ガラス窓等については，竜巻時に飛散するが，分解

され小型軽量となるため，設計飛来物に包含される」と判断した。

検討内容を以下に示す。 

 

 

 

（１）損傷するが飛来物とならない物体 

①樹木 

樹木の被害状況を図１～７に示す。 

樹木については，被害状況より幹の折損，根の引き抜き等が

見られるが，折損した場合，引き抜かれた場合どちらにおいて

もその場で損傷しているのみであることが確認できる。これは

竜巻の風荷重により，樹木が損傷した後，竜巻が既に通過して

いるためであると考えられ，樹木が折損，引き抜かれた後，さ

らに竜巻により巻き上げられ，飛来物となることは考え難い。 

 

 

図１ 平成 14年 7月 10日群馬県境町にて発生した F2竜巻による

樹木の被害状況※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（柏崎6/7は「(3) 倒壊す

るが飛来物とならない物

品（確認対象：樹木，フェ

ンス）」で記載） 

（東海第二は「(3) 損傷

するが飛散しない物品（樹

木，フェンス及び原子炉建

屋原子炉棟外壁の原子炉

建屋外側ブローアウトパ

ネル）」で記載） 
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図２ 平成 18年 9月 17日宮崎県延岡市にて発生した F2竜巻によ

る樹木の被害状況※２ 

 

 

図３ 平成 20年 5月 25 日米国アイオワ州にて発生した EF5 竜巻 

による樹木の被害状況※３ 

 

 

図４ 平成 21年 7月 19日岡山県美作市にて発生した F2竜巻によ

る樹木の被害状況※４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

616



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図５ 平成 21年 10月 8日茨城県土浦市にて発生した F1竜巻によ

る樹木の被害状況※５ 

図６ 平成 24年 5月 6日茨城県つくば市にて発生した F3 竜巻に

よる樹木の被害状況※6
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図７ 平成 25年 9月 2日埼玉県にて発生した F2竜巻による樹木

の被害状況※7 

 

②フェンス 

フェンスの被害状況を図８～10 に示す。 

フェンスについては，被害状況より，傾き，損傷等が見られ

るが樹木と同様にその場で損傷しているのみであり，損傷した

後，竜巻はすでに通過していると考えられ，竜巻により巻き上

げられ，飛来物となることは考え難い。 
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図８ 平成 21年 7月 27 日群馬県館林市にて発生した F1(F2)竜巻

によるフェンスの被害状況※８ 

 

 

図９ 平成 24年 5月 6日茨城県つくば市にて発生した F3 竜巻に

よるフェンスの被害状況※６ 
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図 10 平成 25年 9月 2日埼玉県にて発生した F2竜巻によるフェ

ンスの被害状況※7

③原子炉建物外側ブローアウトパネル

原子炉建物外側ブローアウトパネルには開放時の落下を防止

する機構が付けられており，竜巻によって外れた場合でも，落

下時の挙動は通常の開放時と変わりないと考えられることか

ら，落下防止機構が破断して飛来物となることはないと考えら

れる。また，原子炉建物外側ブローアウトパネルの開放後には

竜巻は速やかに遠ざかっていくと考えられることから，開放し

た原子炉建物外側ブローアウトパネルが強風に煽られ，落下防

止機構が破断し飛来物化する可能性も小さいと考えられる。 

（東海第二は「（3）ｄ．

原子炉建屋原子炉棟外壁

の原子炉建屋外側ブロー

アウトパネル」で記載）

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はブローア

ウトパネルの飛来物化に

ついて検討している 
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(1) 分解し小型軽量となる物品（確認対象：屋外屋根，シャッタ

ー，ガラス窓，仮設足場） 

 

竜巻の被害概要調査結果において分解し小型軽量となる物品と

して，柏崎刈羽原子力発電所に設置の類似品として屋外屋根，シ

ャッター，ガラス窓，仮設足場を確認した。屋外屋根，シャッタ

ー，ガラス窓，仮設足場の被害状況は以下のとおり。 

 

a．屋外屋根の被害状況 

図1～5 に屋外屋根の被害状況を示す。これらより，屋外屋根に

ついては，F0～F3 の被害状況において形を保ったままではなく，

分解された状態で飛来していることが分かる。また，厚みが薄く，

受風面積が大きいため風の影響を受けやすいことから形状が変形

（柔飛来物）しており，剛飛来物に比べ，貫通等の影響が小さく

はなるが，外部事象防護対象施設への影響が考えられる屋根につ

いては，飛散防止対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 分解され小型軽量となる物品（屋外屋根及びガラス窓） 

 

 

竜巻の被害概要調査結果において，分解され小型軽量とな

る物品として屋外屋根及びガラス窓が確認できた。これらの

被害状況を以下に示す。 

 

 

ａ．屋外屋根 

別図 1－1～5に屋外屋根の被害状況を示す。これらより，

屋外屋根については，Ｆ０～Ｆ３の竜巻において，形を保

ったままではなく，分解された状態で飛来していることが

分かる。また，厚みが薄いことから形状が変形しており柔

飛来物と見なせると考えられることから，衝突の際に与え

る衝撃荷重及び貫通力については，設計飛来物である鋼製

材の評価に包絡されると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）分解され小型軽量となる物体 

 

 

 

 

 

 

 

 ①建物の金属製屋根・外壁 

  建物の金属製屋根・外壁の被害状況を図 11～15 に示す。 

建物の金属製屋根・外壁については， F0～F3 の被害状況にお

いて形を保ったままではなく，分解された状態で飛来しており，

また，厚さが極めて薄い柔飛来物であるため，飛散した場合大

きく形状が変形していることが分かる。 

発電所構内の資機材等のうち，運動エネルギ及び貫通力が設

計飛来物を超過するものは飛散防止対策を実施することとして

いるが，建物の金属製屋根・外壁は柔飛来物であり，設計飛来

物に比べ貫通の影響は小さい。発電所構内の建物の金属製屋

根・外壁が飛散した場合，運動エネルギは表１に示すとおり最

大でも 103kJ であり，設計飛来物（鋼製材）の運動エネルギよ

りも十分に小さいことから，発電所構内の建物の金属製屋根・

外壁については飛散防止対策の対象としない。 

 

 

表１ 設計飛来物（鋼製材）と金属製屋根の飛散速度と運動エネ

ルギ 

 寸法 重量 飛散速度 
運動 

エネルギ 

金属製屋根 5,000×700×1.0t 42kg 70m/s 103kJ 

設計飛来物 

（鋼製材） 
4,200×300×200×4.2t 135kg 51m/s 176kJ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対策方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は設計飛来

物をガイド記載の鋼製

材にしており，金属製屋

根・外壁が飛散した場合

の運動エネルギを包絡

していることから，金属

製屋根・外壁に飛散防止

対策は実施しない 
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図 1 平成 16 年 6 月 27 日佐賀県にて発生した F2 竜巻による野

外屋根の被害状況(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 1－1 平成 16年 6月 27 日佐賀県で発生したＦ２竜巻による 

屋外屋根の被害状況(１)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 平成16 年6 月27 日佐賀県にて発生したF2 竜巻によ

る野外屋根の被害状況※９ 
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図2 平成18 年9 月17 日宮崎県延岡市で発生したF2 竜巻による

屋外屋根の被害状況(2) 

図3 平成21 年10 月8 日茨城県土浦市で発生したF1 竜巻による

屋外屋根の被害状況(3) 

図 4 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市にて発生した F0 竜巻によ

る屋外屋根の被害状況(4) 

別図 1－2 平成 18年 9月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻

による屋外屋根の被害状況(２)

別図 1－3 平成 21年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻

による屋外屋根の被害状況(３)

別図1－4 平成24年2月1日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻に

よる屋外屋根の被害状況(４)

図 12 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生した F2竜巻によ

る屋外屋根の被害状況※２ 

図 13 平成21年 10月 8日茨城県土浦市で発生したF1竜巻による

屋外屋根の被害状況※５

周囲の田に散乱した屋根ふき材 

図 14 平成 24年 2月 1日島根県出雲市にて発生した F0 竜巻によ

る屋外屋根の被害状況※10
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図 5 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生した F3 竜巻によ

る屋外屋根の被害状況(5) 

 

 

b. シャッター 

図 6～10 にシャッターの被害状況を示す。これらより，シャッ

ターについては，F1～F3，EF5 の竜巻において形状は変形してい

るが，固定部が外れていないことが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

別図1－5 平成24年5月6日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻

による屋外屋根の被害状況(５) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生した F3 竜巻に

よる屋外屋根の被害状況※６ 

 

 

②シャッター 

シャッターの被害状況を図 16～20 に示す。 

シャッターについては，被害状況より，F1(F2)，F3，EF5 の竜巻

において形状は変形しているが，固定部が外れていないことが確

認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東海第二は「(3) 損傷

するが飛散しない物品（樹

木，フェンス及び原子炉建

屋原子炉棟外壁の原子炉

建屋外側ブローアウトパ

ネル）」で記載） 
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図 6 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州にて発生した EF5 竜巻

によるシャッター被害状況(6) 

 

図7 平成21 年10 月8 日茨城県土浦市にて発生したF1 竜巻によ

るシャッターの被害状況(3) 

 

図 8 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生した F1(F2)竜巻に

よるシャッターの被害状況(7) 

 

 

図 9 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市にて発生した F3 竜巻に

よるシャッターの被害状況(5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.4-37 消防団施設のシャッターの被害状況 

図 16 平成 20年 5月 25 日米国アイオワ州にて発生した EF5

竜巻によるシャッターの被害状況※３ 

図 17 平成 21年 10月 8日茨城県土浦市にて発生した F1竜巻

によるシャッターの被害状況※５ 

図 18 平成 21年 7月 27 日群馬県館林市にて発生した F1(F2)

竜巻によるシャッターの被害状況※８ 

図 19 平成 24年 5月 6日茨城県つくば市にて発生した F3竜

巻によるシャッターの被害状況※６ 
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図10 平成25 年9 月2 日埼玉県発生したF2 竜巻によるシャッタ

ーの被害状況(8) 

c．ガラス窓 

図 11～16 にはガラス窓の被害状況を示す。これらより，ガラ

ス窓については，F0～F3，EF5 の竜巻において損壊し，分解され

ていることが確認できる。分解された状態では，小型軽量となっ

ており，設計飛来物である鋼製材若しくは砂利等に包含されると

考えられる。 

図 11 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生した F2 竜巻によ

るガラス窓の被害状況(2) 

図12 平成20 年5 月25 日米国アイオワ州で発生したEF5 竜巻に

よるガラス窓の被害状況(6) 

ｂ．ガラス窓 

別図1－6～11にガラス窓の被害状況を示す。これらより，

ガラス窓については，Ｆ０～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻におい

て損壊し，分解されていることが確認できる。分解された

状態では小型軽量となっており，その影響は設計飛来物で

ある鋼製材若しくは砂利に包絡されると考えられる。 

別図 1－6 平成 18年 9月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻

によるガラス窓の被害状況(２)

別図 1－7 平成 20年 5月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５

竜巻によるガラス窓の被害状況(６)

③ガラス窓

ガラス窓の被害状況を図 21～26 に示す。 

ガラス窓については，被害状況より，F0～F3，EF5 の竜巻にお

いて損壊し，分解されていることが確認できる。分解された状

態では小型軽量となっており，設計飛来物に包含されると考え

る。 

図 21 平成 18年 9月 17日宮崎県延岡市にて発生した F2竜巻

によるガラス窓の被害状況※２ 

図 22 平成 20年 5月 25 日米国アイオワ州にて発生した EF5

竜巻によるガラス窓の被害状況※３ 

写真 4.1.30 シャッターの変形

図 20 平成 25年 9月 2日埼玉県にて発生した F2竜巻による

シャッターの被害状況※7
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図13 平成21 年7 月27 日群馬県館林市でのF1(F2)竜巻によるガ

ラス窓の被害状況(7) 

 

 

図 14 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市にて発生した F1 竜巻に

よるガラス窓の被害状況(3) 

 

 

図 15 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市にて発生した F0 竜巻に

よるガラス窓の被害状況(4) 

 

別図 1－8 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市でのＦ１（Ｆ２）竜

巻によるガラス窓の被害状況(７) 

 

 

別図 1－9 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻

によるガラス窓の被害状況(３) 

 

 

別図 1－10 平成 24 年 2 月 1日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻

によるガラス窓の被害状況(４) 

 

 

図 24 平成21年 10月 8日茨城県土浦市にて発生したF1竜巻によ

るガラス窓の被害状況※５ 

 

 

図 25 平成 24 年 2 月 1日島根県出雲市にて発生した F0 竜巻によ

るガラス窓の被害状況※９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市にて発生した F1(F2)

竜巻によるガラス窓の被害状況※８ 
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図16 平成24 年5 月6 日茨城県つくば市で発生したF3 竜巻によ

るガラス窓の被害状況(5) 

ｄ．仮設足場 

図 17 には仮設足場の被害状況を示す。これらより，仮設足場

については，F2 の竜巻において倒壊していることが確認できる。

仮設足場材が飛散した場合を想定し，設計飛来物に選定する。た

だし，飛散防止対策を講じた場合を除く。 

図 17 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生した F2 竜巻によ

る仮設足場の被害状況(9)

別図 1－11 平成 24 年 5月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜

巻によるガラス窓の被害状況(５)

・設計飛来物の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は仮設足場

を包絡する飛来物とし

てガイドの鋼製材を設

計飛来物としている 

図 26 平成 24年 5月 6日茨城県つくば市にて発生した F3竜

巻によるガラス窓の被害状況※６ 
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(2) 柏崎刈羽原子力発電所の屋外屋根，シャッター，ガラス窓，

仮設足場の状況 

柏崎刈羽原子力発電所における屋外屋根の状況を図18，シャッ

ターの状況を図19，ガラス窓の状況を図20，仮設足場の状況を図

21 に示す。柏崎刈羽原子力発電所におけるこれらの物品の構造に

ついては，上記の被害にあった物品の構造と大きく変わらないこ

とから，竜巻通過時には，同様の被害状況になると考えられる。 

そのため，上記の被害状況からこれらの物品については，飛散

をしていないシャッターを除き，二次飛来物となる可能性がある。

仮設足場材については，飛散を想定し，設計飛来物に選定する。

ただし，飛散防止対策を講じた場合を除く。また，ガラス窓につ

いては設計飛来物に包含されるが，屋外屋根については設計飛来

物に包含されないことから，飛散防止対策を実施する。 

図 18  柏崎刈羽原子力発電所における屋外屋根の状況 

(2) 発電所の屋外屋根及びガラス窓の状況

発電所における屋外屋根の状況を別図 1－12，ガラス窓の状

況を別図 1－13 に示す。発電所におけるこれらの物品の構造

については，上記の被害にあった物品の構造と大きく変わら

ないことから，竜巻通過時には同様の被害状況になると考え

られ，飛来物としては設計飛来物の影響に包絡されると考え

られる。 

別図 1－12 発電所における屋外屋根の状況 

（島根２号炉は「別紙-3

二次飛来物の現地調査に

ついて」で記載） 
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図 19 柏崎刈羽原子力発電所におけるシャッターの状況 

図 20 柏崎刈羽原子力発電所におけるガラス窓の状況 

図 21 柏崎刈羽原子力発電所における仮設足場の状況 

別図 1－13 発電所におけるガラス窓の状況 
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(3) 倒壊するが飛来物とならない物品（確認対象：樹木，フェン

ス） 

竜巻の被害概要調査結果において倒壊するが飛来物とならない

物品で，柏崎刈羽原子力発電所に存在する類似品として樹木，フ

ェンスを確認した。樹木，フェンスの被害状況は以下のとおり。 

(3) 損傷するが飛散しない物品（樹木，フェンス及び原子炉建

屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウトパネル）

竜巻の被害概要調査結果等における「損傷するが飛散しな

い物品」に関し，発電所に存在する物品としてシャッター，

樹木，フェンス及び原子炉建屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外

側ブローアウトパネルが確認できた。これらの被害状況を以

下に示す。 

ａ．シャッター 

別図 1－14～18 にシャッターの被害状況を示す。これら

より，シャッターについては，Ｆ１～Ｆ３及びＥＦ５の竜

巻において形状は変形しているが，固定部は外れていない

ことが確認できる。なお，外れて飛来物となったとしても，

衝突の際に与える衝撃荷重及び貫通力については，上記の

屋外屋根と同様，設計飛来物である鋼製材の評価で包絡さ

れると考えられる。

別図1－14 平成20年5月25日米国アイオワ州で発生したＥＦ５

竜巻によるシャッター被害状況(６) 

別図1－15 平成21年10月8日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻

によるシャッターの被害状況(３) 

（島根２号炉は「別紙-1 

(1) 損傷するが飛来物と

ならない物体」で記載） 
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別図 1－16 平成 21 年 7月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ

２）竜巻によるシャッターの被害状況(７)

別図 1－17 平成 24 年 5月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜

巻によるシャッターの被害状況(５)

別図 1－18 平成 25 年 9月 2 日埼玉県発生した F2竜巻による 

シャッターの被害状況(８)
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a．樹木 

図22～28 には樹木の被害状況を示す。これらより，樹木につ

いては，F1～F3 及びEF5の被害状況において幹の折損，根の引き

抜き等が見られるが折れた場合，引き抜かれた場合どちらにおい

てもその場で倒壊しているのみであることが確認できる。これは

竜巻の風荷重により，樹木が損壊を受けたあと，竜巻がすでに通

り過ぎているためであると考えられ，樹木が折損，引き抜かれた

後，更に竜巻により巻き上げられ，飛来物となることは考え難い。 

 

 

 

 

図 22 平成14 年7 月 10 日群馬県境町で発生したF2 竜巻による

樹木被害状況(10) 

 

 

図 23 平成18 年9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したF2 竜巻によ

る樹木被害状況(2) 

 

ｂ．樹木 

別図 1－19～25 に樹木の被害状況を示す。これらより，

樹木については，Ｆ１～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において幹

の折損，根の引き抜き等が見られるが，折れた場合若しく

は引き抜かれた場合のいずれにおいても，その場で倒壊し

ているのみであることが確認できる。これは，竜巻の風荷

重により樹木が損壊を受けた後では，竜巻が既に通り過ぎ

ているためと考えられ，樹木が折損若しくは引き抜かれた

後，さらに竜巻により巻き上げられ，飛来物となることは

考えにくい。 

 

 

別図1－19 平成14年7月26日群馬県境町で発生したＦ２竜巻に

よる樹木被害状況(９) 

 

 

別図1－20 平成18年9月17日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻

による樹木被害状況(２) 
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図 24 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州にて発生した EF5 竜

巻による樹木被害状況(6) 

図 25 平成21 年7 月 19 日岡山県美作市にて発生したF2 竜巻に

よる樹木被害状況(11) 

図 26 平成21 年10 月8 日茨城県土浦市にて発生したF1 竜巻に

よる樹木被害状況(3) 

別図1－21 平成20年5月25日米国アイオワ州で発生したＥＦ５

竜巻による樹木被害状況(６)

別図1－22 平成21年7月19日岡山県美作市で発生したＦ２竜巻

による樹木被害状況(１０)

別図1－23 平成21年10月8日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻

による樹木被害状況(３)
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図 27 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市にて発生した F3 竜巻

による樹木被害状況(5) 

別図 1－24 平成 24 年 5月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜

巻による樹木被害状況(５)
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図 28 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県発生した F2 竜巻による樹木被

害状況(8) 

別図 1－25 平成 25 年 9月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻による 

樹木被害状況(８)
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b．フェンス 

図29～31 にはフェンスの被害状況を示す。これらよりフェンス

については，F1～F3 の被 

害状況において傾き，倒壊等が見られるが樹木と同様にその場で

倒壊しているのみであり， 

倒壊した後，竜巻はすでに通り過ぎていると考えられ，竜巻によ

り巻き上げられ，飛来物と 

なることは考え難い。 

 

図 29 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生した F1(F2)竜巻

によるフェンスの被害状況(7) 

 

 

 

図 30 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市にて発生した F3 竜巻

によるフェンスの被害状況(5) 

 

 

 

ｃ．フェンス 

別図 1－26～28 にフェンスの被害状況を示す。これらよ

り，フェンス類については，Ｆ１～Ｆ３の竜巻において傾

き，倒壊等が見られるが，樹木と同様にその場で倒壊して

いるのみであり，倒壊した後では，竜巻は既に通り過ぎて

いると考えられることから，竜巻により巻き上げられ，飛

来物となることは考えにくい。 

 

 

別図 1－26 平成 21 年 7月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ

２）竜巻によるフェンスの被害状況(７) 

 

 

 

別図 1－27 平成 24 年 5月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜

巻によるフェンス類の被害状況(５)  
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図 31 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県発生した F2 竜巻によるフェン

スの被害状況(8)

別図 1－28 平成 25 年 9月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻による 

フェンス類の被害状況(８)
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(4) 柏崎刈羽原子力発電所の樹木，フェンスの状況

a.樹木

柏崎刈羽原子力発電所における樹木の状況を図32 に示す。上記

にて示した被害にあった 

樹木と大きく変わらないことから，竜巻通過時には，同様の被害

状況になり，幹の折損，根 

の引き抜きによりその場で倒壊すると考えられる。 

ｄ．原子炉建屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウト

パネル 

原子炉建屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウト

パネルには開放時の落下を防止する機構が付けられており，

竜巻によって外れた場合でも，落下時の挙動は通常の開放時

と変わりないと考えられることから，落下防止機構が破断し

て飛来物となることはないと考えられる。また，原子炉建屋

外側ブローアウトパネルの開放後には竜巻は速やかに遠ざか

っていくと考えられることから，開放した原子炉建屋外側ブ

ローアウトパネルが強風に煽られ，落下防止機構が破断し飛

来物化する可能性も小さいと考えられる。 

(4) 発電所のシャッター，樹木，フェンス及び原子炉建屋原子

炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状況

発電所におけるシャッターの状況を別図 1－29 に，樹木の

状況を別図 1－30 に示す。上記の被害実績に示された樹木と

大きく変わらないと考えられることから，竜巻通過時には，

同様の被害状況になり，幹の折損若しくは根の引き抜きによ

りその場で倒壊するのみと考えられる。 

別図 1－29 発電所におけるシャッターの状況

（島根２号炉は「（１）

③原子炉建物外側ブロー

アウトパネル」で記載）
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図 32 柏崎刈羽原子力発電所における樹木の状況 

b.フェンス

柏崎刈羽原子力発電所におけるフェンスの状況を図33 に示す。

上記にて示した被害にあったフェンスの構造と大きく変わらない

ことから，竜巻通過時には，同様の被害状況になり変形若しくは

倒壊すると考えられる。 

図 33 柏崎刈羽原子力発電所におけるフェンスの状況 

以上より，樹木及びフェンスは，竜巻により倒壊するが，飛来し

ないことから，設計飛来物 

として選定しない。 

別図 1－30 発電所における樹木の状況 

発電所におけるフェンスの状況を別図 1－31に示す。上記

にて示した被害にあったフェンスの構造と大きく変わらない

ことから，竜巻通過時には，同様の被害状況になり変形若し

くは倒壊すると考えられる。 

別図 1－31 発電所におけるフェンスの状況 

発電所における原子炉建屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外側

ブローアウトパネルの設置状況を別図 1－32に示す。原子炉

建屋外側ブローアウトパネルには 4本のチェーンが落下防止

機構として取り付けられており，これらは落下時の衝撃荷重

に対して破断しないと考えられる。また，竜巻が遠ざかるま

での短時間に 4本のチェーンが全て破断する可能性も小さい

と考えられる。
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別図 1－32 発電所における原子炉建屋原子炉棟外壁の 

原子炉建屋外側ブローアウトパネルの設置状況 

 

以上より，シャッター，樹木，フェンス及び原子炉建屋原

子炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウトパネルは，竜巻に

より損傷若しくは脱落するが，飛散せず設計飛来物として選

定が不要と判断した。 
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別紙－2 

極小飛来物の衝突に対する施設への影響について 

砂利等の極小飛来物及び砂等の粒子状の極小飛来物について、

外部事象防護対象施設への影響の有無を確認する。 

砂利及び砂等の飛来物による外部事象防護対象施設への影響と

しては、 

（１）砂利，ひょう等の極小飛来物による貫通及び衝突 

（２）砂等の粒子状の極小飛来物による目詰まり、閉塞及び噛

込み

が考えられることから、これらについて評価する。 

（１）砂利，ひょう等の極小飛来物による施設への影響につい

ては，衝撃荷重 WM及び鋼板に対する貫通力のいずれの観点におい

ても無視し得ると考えられる。この理由を以下に示す。 

a．極小飛来物による衝撃荷重 WM 

  砂利，ひょう等の極小飛来物の衝突は瞬間的で衝突時間が極

めて短いため，施設は振動しにくく破壊は生じないと考えられ

る。これは，高速の極小飛来物が施設に衝突した場合，施設に

生じる荷重は衝突時間の極めて短い片振幅波形となるため，施

設に有意な変位（応力）が生じないためである。 

このような衝撃により伝達される荷重については，機械工学

便覧の「過渡振動・衝撃」に，図１のとおり示されている。 

図１は，横軸には衝突時間(tr)と衝突される施設の固有周期

(T)との比である tr/T，縦軸は応答加速度 ̈   （施設に伝わっ

た加速度）と入力加速度 ̈ （施設へ伝えようとした加速度）

の応答加速度比として， ̈  ̈    ⁄ の関係としてまとめられて

いる。 

図１より，衝撃パルスの形状によって関数形は異なるものの，

衝突物の入力加速度 ̈    と被衝突構造物の応答加速度 ̈   の比

（ ̈   ／ ̈    ）が，衝突時間 tr と被衝突構造物の固有周期 T の

比（tr／T）に依存していることを示している。衝突時間 tr が

被衝突構造物の固有周期 T より小さいときには，衝撃パルスの

形状によらず応答加速度 は入力加速度 を下回っており，特に

・資料構成の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は砂利等の

極小飛来物の衝突に対

する影響を記載 
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衝突時間が非常に短く衝突時間と被衝突構造物の固有周期の比

（tr／T）が非常に小さい場合，入力加速度と被衝突構造物の応

答加速度の比（ ̈   ／ ̈    ）は非常に小さい値となる。これは衝

突時間が被衝突構造物の固有周期に比べて小さい値をとる場合

には，衝突物から非衝突物に伝達されるエネルギが小さく，施

設に有意な変位（応力）が生じないことを示している。 

図１ 代表的理想衝撃パルスによる加速度衝撃スペクトル 

（機械工学便覧より） 

  図１より，飛来物の速度が速くて，衝撃パルスの作用時間(tr)

が施設の固有周波数より短い場合（横軸が 1 より小さい場合）

には，入力加速度と応答加速度の比は 1 を下回り，エネルギの

伝達は小さくなることがわかる。 

  砂利やひょう等の極小飛来物による荷重は，このような短時

間の衝突となるため，施設全体に影響を及ぼす荷重はごくわず

かしか発生しないため，衝撃による影響はない。 

b．極小飛来物の貫通力 

砂利，ひょう等の極小飛来物の鋼板に対する貫通力について，

以下に示す BRL 式を用いて算出し，極小飛来物の貫通力が無視

し得ることを確認した。なお，砂利の寸法は竜巻防護ネットの

網目の寸法（40mm 目合い）を考慮して設定する。 
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  極小飛来物として砂利及び大型のひょう（直径 5cm，10cm）を

対象に，鋼板に対する貫通力を BRL 式により算出した結果を表

１に示す。いずれも貫通力は 1mm 未満であり，鋼板への影響は

無視し得るものである。  

表１ 極小飛来物の鋼板貫通力 

飛来物 
サイズ

（m）

重量 

（kg） 

速度 

(m/s) 

鋼板貫通厚さ 

(mm) 

砂利 

（設計飛来物） 
 . 4× . 4× . 4 0.2 54 0.8 

ひょう 
直径 0.05 0.06 33※ 0.2 

直径 0.1 0.5 59※ 0.8 

※ ひょうの速度は直径に対応した終端速度に基づいて設定し

た。（別紙－4参照。） 

（２）砂等の粒子状の極小飛来物による目詰まり、閉塞及び噛込

み 

砂等の粒子状の極小飛来物による目詰まり、閉塞及び噛込み

の影響を受ける可能性がある施設として、軸受け等の狭隘部を

有する屋外施設，水循環系や換気系の流路を有する屋外施設・

外気との接続がある施設・屋外にある外部事象防護対象施設の

付属施設について評価する。評価施設を表２に示す。 

表２ 目詰まり、閉塞、噛込みに対する評価施設 
分類 評価施設 分類 

屋外施設 ・海水ポンプ 噛込み 

閉塞 

・海水ポンプ電動機 閉塞 

・海水ストレーナ 目詰まり 

・ディーゼル燃料移送ポンプ 噛込み 

閉塞 

・排気筒（非常用ガス処理系用排気筒含む） 閉塞 

外気との接続

がある施設 

・空調換気設備（中央制御室換気系，原子炉棟空調換

気系，原子炉建物付属棟空調換気系）

目詰まり 

屋外にある外

部事象防護対

象施設の付属

施設 

・給気消音器（非常用ディーゼル発電機の付属施設） 閉塞 

・排気消音器（排気管含む）（非常用ディーゼル発電

機の付属施設）

閉塞 

・ベント管（ディーゼル燃料貯蔵タンク，ディーゼル

燃料デイタンク，潤滑油サンプタンクの付属施設） 

閉塞 
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[屋外施設] 

a. 海水ポンプ

(a)水循環系の閉塞

①流水部の閉塞

海水ポンプ流水部の狭隘部は，以下に示すとおりであり，砂

等の粒子状の極小飛来物より十分大きいため，閉塞には至らな

い。 

・原子炉補機海水ポンプ 約 60mm

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 約 30mm

②軸受部の噛込み

海水ポンプの軸受の隙間は，約 1.38mm～1.58mm で管理してい

る。一部の砂等の粒子状の極小飛来物は軸受の隙間より，軸受

内部に入り込む可能性があるが，図２及び図３のとおり，異物

逃がし溝（約 3.5mm～5.5mm）が設けられており，軸受部の閉塞

には至らない。 

図２ 原子炉補機海水ポンプ軸受構造 

・原子炉補機海水ポンプ

軸受部（異物逃がし溝）： 

  軸受①：3.5mm

  軸受②，③，⑤：4.5mm 

軸受④：5.5mm 
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図３ 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ軸受構造 

b. 海水ポンプ電動機の閉塞

(a)原子炉補機海水ポンプ電動機

原子炉補機海水ポンプ電動機は，全閉外扇形構造の電動機に

取替を行うことから，砂等の粒子状の極小飛来物が侵入するこ

とはない。 

(b)高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ電動機

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ電動機は，図４のとおり電

動機本体が全閉外扇形構造となっており，電動機内部の熱は電

動機の外筒に伝達され，外気を外扇により冷却フィンへ送風し

て放熱している。全閉外扇形の冷却方式であり砂等の粒子状の

極小飛来物が侵入することはない。 

また，砂等の粒子状の極小飛来物の粒径は冷却フィンの冷却

経路の最小径（約 11mm）に対して小さく，運転中はファンから

の通風により外部に排出されることから，閉塞に至らないため

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

軸受部（異物逃がし溝）： 

軸受①～⑤：3.5mm 
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影響はない。 

図４ 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ電動機冷却方式 

c. 海水ストレーナの目詰まり

各海水ストレーナのフィルタ穴径を以下に示す。

・原子炉補機海水系 7mm

・高圧炉心スプレイ補機海水系 7mm

砂等の粒子状の極小飛来物は，海水ストレーナのエレメント

のメッシュサイズより小さく，また，取水口からポンプ取水箇

所までの距離が約 120m あるため，海水ストレーナは閉塞する可

能性は低い。なお，海水ストレーナは２系統設けており，フィ

ルタが閉塞することがないよう差圧管理されており，一定の差

圧（原子炉補機海水系：0.13MPa，高圧炉心スプレイ補機海水系：

0.05MPa）になると切替えて，清掃を行うことも可能である。 

d.ディーゼル燃料移送ポンプの噛込み・閉塞

燃料移送ポンプ本体への異物混入経路としては，軸貫通部が

あるが，当該部はメカニカルシール等を用いて潤滑剤や内部流

体の漏えいのないよう適切に管理されていることから，砂等の

粒子状の極小飛来物がポンプ本体へ侵入することはなく噛込み

や摩耗による影響はない。 

ディーゼル燃料移送ポンプの概略構造図を図５に示す。 
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  動力源となる電動機については「全閉外扇屋外型」であり，

ケーシングの放熱フィン等に砂等の粒子状の極小飛来物が冷却

ファン側から吸入された場合でも，電動機内部に砂等の粒子状

の極小飛来物が侵入することはない。 

図５ ディーゼル燃料移送ポンプ概略構造図 

e. 排気筒（非常用ガス処理系用排気筒含む）の閉塞

(a)排気筒

排気筒の径はφ3,300mm あり、短期間の竜巻による砂等の粒子

状の極小飛来物により閉塞することはないと考える。 

(b)非常用ガス処理系用排気筒

非常用ガス処理系用排気筒は図６に示すとおり，横方向を向

いており砂等の粒子状の極小飛来物が侵入しにくい構造となっ

ている。また、竜巻の通過に要する時間は短時間であるため、

閉塞する量の飛来物は侵入し難い。 

図６ 排気筒周辺の概要 
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［外気との接続がある施設］ 

a.空調換気設備（外気取入口）の目詰まり

各評価対象設備の外気取入口には，図７に示すとおりルーバ

が取り付けられており，砂等の粒子状の極小飛来物が侵入しに

くい構造となっている。 

また，外気取入口には平型フィルタ（粒径２μmに対して 76％

以上を捕獲する性能）や袋型フィルタ（粒径２μmに対して 80％

以上を捕獲する性能）が設置されており，想定する砂等の粒子

状の極小飛来物は十分除去されることから，給気を供給する系

統及び機器に対して砂等の粒子状の極小飛来物が与える影響は

少ない。また，フィルタには差圧計が設置されており，必要に

応じて取替え又は清掃をすることが可能である。 

図７ 外気取入口の空気の流れ概要 

［屋外にある外部事象防護対象施設の付属施設］ 

a. 給気消音器，排気消音器（非常用ディーゼル発電機の付属施設）

の閉塞

(a)給気消音器

非常用ディーゼル発電機の吸入空気は図８のとおり，外気取

入口は下に向いており，砂等の粒子状の極小飛来物が侵入しに

くい構造である。 

機関給気口の給気消音器にはフィルタ（粒径１μm以上の砂等
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の粒子状の極小飛来物は 80％以上捕集）が設置されており，砂

等の粒子状の極小飛来物の侵入を防止している。 

図８ 非常用ディーゼル発電機の給気空気の流れ 

(b) 排気消音器（排気管含む）

排気消音器及び排気管は図９に示すとおり，横方向を向いて

おり砂等の粒子状の極小飛来物が侵入しにくい構造となってい

る。また，運転中は排気していること，待機中であっても外気

を吸い込む構造ではないため，砂等の粒子状の極小飛来物が侵

入することはない。また、竜巻の通過に要する時間は短時間で

あるため、閉塞する量の飛来物は侵入し難い。 

図９ 非常用ディーゼル発電機排気消音器及び排気管 
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b. ベント管（ディーゼル燃料貯蔵タンク，ディーゼル燃料デイタ

ンク，潤滑油サンプタンクの付属施設）の閉塞

（a）ディーゼル燃料貯蔵タンク 

  ディーゼル燃料貯蔵タンク本体は，ディーゼル燃料貯蔵タン

ク室内（地下埋設式）であり，砂等の粒子状の極小飛来物から

の影響は受けないが，ディーゼル燃料貯蔵タンクのベント管は

屋外に設置していることから影響について確認する。 

  ディーゼル燃料貯蔵タンクのベント管先端には図 10 のとお

り，カバーが取り付けられており，開口部の閉塞には至らない。

図 10 ディーゼル燃料貯蔵タンク及びベント管の概要 

(b) ディーゼル燃料デイタンク，潤滑油サンプタンク

ディーゼル燃料デイタンク，潤滑油サンプタンクのベント管

は，下方向を向いており砂等の粒子状の極小飛来物が侵入しに

くい構造となっている。また、竜巻の通過に要する時間は短時

間であるため、閉塞する量の飛来物は侵入し難い。 
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別紙-3 

二次飛来物の現地調査について 

１．現地調査の概要 

 竜巻による二次飛来物を抽出するため，発電所構内において

平成 26 年 8 月に現地調査を実施した。現地調査では，風圧力や

飛来物による被害を受けると考えられる設備及び建物・構築物

を確認した。 

 二次飛来物の発生を考慮する建物・構築物として，以下を調

査対象施設とした。調査対象施設の配置を図１に示す。 

ａ） 原子炉建物 

ｂ） 廃棄物処理建物 

ｃ） タービン建物

ｄ） サービス建物

ｅ） サイトバンカ建物

ｆ） 制御室建物 

ｇ） 補助ボイラ 

ｈ） 固体廃棄物貯蔵所 

ｉ） 開閉所 

ｊ） 管理事務所 

ｋ） 協力会社事務所 

ｌ） 送電鉄塔 

ｍ） 技術訓練棟 

ｎ） 免震重要棟 

ｏ） 純水装置建物 

ｐ） 排気筒 

（柏崎 6/7 は「添付資料

3.3 3.3(1) 飛来物調査」

及び「添付資料 3.3 別紙

1(2) 柏崎刈羽原子力発電

所の屋外屋根，シャッタ

ー，ガラス窓，仮設足場の

状況」で記載） 

（東海第二は「添付資料 9 

2. 発電所構内の物品調

査」及び「別紙 9-1 (2) 

発電所の屋外屋根及びガ

ラス窓の状況」で記載）

653



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図１ 調査対象施設の配置 

２．現地調査結果 

二次飛来物の発生を考慮する設備及び建物・構築物を調査し

た結果，建物の金属製屋根・外壁，シャッター，ガラス窓及び

給排気用格子が飛散物となり得ると判断した。なお，地面に固

定されていたり，複数のボルト等で締結されているものについ

ては二次飛来物となり難いことから除外した。二次飛来物とな

り得る部位の抽出結果を表１に，二次飛来物になり得る部位の

写真を図２に示す。 

建物の金属製屋根・外壁，シャッター，ガラス窓及び給排気

用格子については，「過去の竜巻事例に基づく飛来物の検討（別

紙－１）」により，二次飛来物となった場合でも，分解され小型

軽量な物品となるため，その影響は設計飛来物に包含されると

考えられる。 
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表１ 二次飛来物の発生を考慮する設備及び建物・構築物におけ

る二次飛来物となり得る部位の抽出結果（１／４） 

飛来物に対して影響を受ける可能性のある部位 

二次飛来物

になり得る

部位の有無 

二次飛来物にな

り得る部位 

１ １号Ｔ／Ｂ北側ＤＥＧ給気口 ― 

２ 鉄イオン溶解槽，電解液受槽（取水槽） ― 

３ 北側出入管理建物ガラス窓 〇 ガラス窓 

４ １号Ｒｗ／Ｂ南側シャッター（１ＦＬ） 〇 シャッター 

５ １号Ｒｗ／Ｂ南西側シャッター（１ＦＬ） 〇 シャッター 

６ １号Ｒｗ／Ｂ南側シャッター（２ＦＬ） 〇 シャッター 

７ １号Ｔ／Ｂ空調換気系給気用格子（屋上） 〇 給排気用格子 

８ １号Ｔ／Ｂ空調換気系給気用格子（水平） 〇 給排気用格子 

９ １号中央制御室空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

10 １号Ｒ／Ｂ空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

11 ２号Ｔ／Ｂ北東側水素ガスボンベ室シャッター 〇 シャッター 

12 ２号鉄イオン溶解タンク（取水槽） ― 

13 ２号鉄イオン保管建物シャッター（取水槽） 〇 シャッター 

14 ２号Ｔ／Ｂシャッター 〇 シャッター 

15 補機メンテナンス建物東側シャッター 〇 シャッター 

16 
補機メンテナンス建物西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

17 
補機メンテナンス建物南側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

18 補機メンテナンス建物北側シャッター 〇 シャッター 

19 
補機メンテナンス建物東側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

20 
補機メンテナンス建物西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

21 Ｒ／Ｂ西側液化酸素タンク ― 

22 水素ガストレーラ庫 ― 

23 ＨＰＣＳ－ＤＥＧ室排気用格子 〇 給排気用格子 

24 Ｒ／Ｂ空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

25 ＨＰＣＳ－ＤＥＧ室給気用格子 〇 給排気用格子 

26 Ａ，Ｂ－ＤＥＧ室給気用格子 〇 給排気用格子 

27 ＨＰＣＳ電気室空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

28 ＨＰＣＳ電気室空調換気系排気口 ― 

29 Ａ，Ｂ非常用電気室空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

30 Ｔ／Ｂ空調換気系給気用格子 

常用電気室空調換気系給気用格子 
〇 

給排気用格子
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表１ 二次飛来物の発生を考慮する設備及び建物・構築物におけ

る二次飛来物となり得る部位の抽出結果（２／４） 

飛来物に対して影響を受ける可能性のある部位 
二次飛来物になり

得る部位の有無 

二次飛来物にな

り得る部位 

31 Ｒｗ／Ｂ空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

32 中央制御室空調換気系給気用格子 〇 給排気用格子 

33 エスカレータガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

34 上水タンク（５０ｍ盤，７７ｍ盤） ― 

35 日立６号棟シャッター（４４ｍ盤） 〇 シャッター 

36 日立６号棟ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

37 日立５号棟ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

38 ＣＰＣ事務所ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

39 日立２号棟ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

40 日立１号棟ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

41 日立３，４号棟ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

42 協力会社事務所南側ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

43 協力会社事務所北側ガラス窓（４４ｍ盤） 〇 ガラス窓 

44 第２防護本部シャッター（４４ｍ盤） 〇 シャッター 

45 免震重要棟 ― 窓等なし 

46 事務所２号館西側給排気用格子 〇 給排気用格子 

47 事務所２号館北側給排気用格子 〇 給排気用格子 

48 事務所２号館北側シャッター 〇 シャッター 

49 事務所１号館ガラス窓 〇 ガラス窓 

50 事務所３号館シャッター 〇 シャッター 

51 事務所３号館シャッター 〇 シャッター 

52 事務者３号館ガラス窓 〇 ガラス窓 

53 純水処理建物給気用格子 〇 給排気用格子 

54 補助ボイラー室北側シャッター（１） 〇 シャッター 

55 補助ボイラー室北側シャッター（２） 〇 シャッター 

56 純水タンク（Ａ） ― 

57 純水タンク（Ｂ） ― 

58 
３号倉庫東側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

59 
３号倉庫北側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

60 
２号倉庫西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

61 
２号倉庫南西側シャッターガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

62 ２号倉庫南東側シャッター 〇 シャッター 

63 ２号倉庫東側シャッター 〇 シャッター 

64 ２号倉庫ガラス窓 〇 ガラス窓 

65 サイトバンカ建物西側シャッター 〇 シャッター 

66 サイトバンカ建物南側シャッター 〇 シャッター 

67 サイトバンカ建物給気口 ― 

68 サイトバンカ建物ガラス窓（１） 〇 ガラス窓 

69 サイトバンカ建物ガラス窓（２） 〇 ガラス窓 

70 危険物屋内貯蔵所東側シャッター 〇 シャッター 

71 ブロワ室ガラス窓 〇 ガラス窓 

72 汚水処理施設ガラス窓 〇 ガラス窓 

73 固体廃棄物貯蔵庫Ａ棟西側シャッター 〇 シャッター 

74 空コンテナ保管庫西側に面するシャッター 〇 シャッター 

75 技術訓練棟１号館ガラス窓 〇 ガラス窓 

76 
技術訓練棟１号館北側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

77 
技術訓練棟２号館西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

78 
１号ろ過水装置建物の西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

79 １号ろ過水装置タンク（１） ― 

80 １号ろ過水装置タンク（２） ― 
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表１ 二次飛来物の発生を考慮する設備及び建物・構築物におけ

る二次飛来物となり得る部位の抽出結果（３／４） 

飛来物に対して影響を受ける可能性のある部位 

二次飛来物

になり得る

部位の有無 

二次飛来物にな

り得る部位 

81 
２号ろ過水装置建物シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

82 ２号ろ過水装置建物ガラス窓 〇 ガラス窓 

83 ２号ろ過水装置タンク（１） ―  

84 ２号ろ過水装置タンク（２） ―  

85 ２号ろ過水タンク ―  

86 固体廃棄物貯蔵庫Ｂ棟南西側シャッター（１） 〇 シャッター 

87 固体廃棄物貯蔵庫Ｂ棟南西側シャッター（２） 〇 シャッター 

88 高圧ガス貯蔵所南側フェンス扉 ―  

89 
５号倉庫給気用格子，ガラス窓 〇 

給排気用格子 

ガラス窓 

90 ５号倉庫南側シャッター 〇 シャッター 

91 ５号倉庫西側シャッター 〇 シャッター 

92 ４４ｍ版事務所東側シャッター 〇 シャッター 

93 固体廃棄物貯蔵庫Ｃ棟西側シャッター 〇 シャッター 

94 １号開閉所ガラス窓 〇 ガラス窓 

95 １号開閉所西側シャッター 〇 シャッター 

96 １号開閉所南側シャッター 〇 シャッター 

97 ２号開閉所ガラス窓 〇 ガラス窓 

98 
２号炉Ｔ／Ｂ北側事務所西側シャッター，ガラス窓 〇 

シャッター 

ガラス窓 

99 鉄イオン貯蔵建物南側シャッター 〇 シャッター 

100 エスカレータ南側シャッター（４４ｍ盤） 〇 シャッター 

101 ２号Ｎｏ．１鉄塔 ―  

102 ２号Ｎｏ．２鉄塔 ―  

103 ３号Ｎｏ．３鉄塔 ―  

104 ガスタービン発電機資材倉庫南側シャッター 〇 シャッター 

105 資材倉庫シャッター 〇 シャッター 

106 緊急用電気室入口 ―  

107 危険物屋内貯蔵建物給気用格子 〇 給排気用格子 

108 危険物屋内貯蔵倉庫給気用格子 〇 給排気用格子 

109 Ｒ／Ｂ東側給気口 ―  

110 Ｔ／Ｂ東側給気口 ―  

111 Ｒ／Ｂ南側給気口 ―  

112 Ｓ／Ｂ屋上階東側給気口 ―  

113 Ｓ／Ｂ南側ガラス窓 〇 ガラス窓 

114 出入管理棟南側ガラス窓 〇 ガラス窓 

115 Ｓ／Ｂ屋上階西側給気口 ―  

116 Ｓ／Ｂ西側ガラス窓 〇 ガラス窓 

117 Ｓ／Ｂ西側給気口 ―  

118 補助ボイラー建物北側給気口 ―  

119 補助ボイラー建物北側重油サービスタンク ―  

120 
補助ボイラー建物東側シャッター，ガラス窓 

〇 シャッター 

ガラス窓 

121 固体廃棄物貯蔵所Ｄ棟南東側シャッター 〇 シャッター 

122 Ｄ棟南西側シャッター 〇 シャッター 

123 固体廃棄物貯蔵所Ｄ棟付属建物西側ガラス窓 〇 ガラス窓 

124 ３号開閉所 ―  

125 倉庫西，東側シャッター 〇 シャッター 

126 倉庫北，南側ガラス窓 〇 ガラス窓 

127 除じん機メンテナンス建物北，南側シャッター 〇 シャッター 

128 除じん機建物東，西側ガラス窓 〇 ガラス窓 

129 補機海水系ポンプメンテナンス建物北，東，南側シャッター 〇 シャッター 

130 補機海水系ポンプメンテナンス建物東，西側ガラス窓 〇 ガラス窓 
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表１ 二次飛来物の発生を考慮する設備及び建物・構築物におけ

る二次飛来物となり得る部位の抽出結果（４／４） 

飛来物に対して影響を受ける可能性のある部位 
二次飛来物になり得る

部位の有無 

二次飛来物になり得る部

位 

131 ガスボンベ庫東側給気口 ― 

132 ガスボンベ庫西側給気口 ― 

133 第 3 危険物倉庫東側シャッター 〇 シャッター 

134 ボーリングコア倉庫東側シャッター 〇 シャッター 

135 ボーリングコア倉庫南，北側ガラス窓 〇 ガラス窓 

136 島根原子力幹線送電鉄塔(No.1,2) ― 

137 島根原子力幹線送電鉄塔(No.3) ― 

138 給水設備建物東側シャッター 〇 シャッター 

139 給水設備建物東，北側ガラス窓 〇 ガラス窓 

140 給水設備建物西側ガラス窓 〇 ガラス窓 

141 純水タンク，ろ過水タンク，消火用水タンク ― 

142 排気筒 ― 

143 重油タンク移送ポンプ室南側ガラス窓 〇 ガラス窓 

144 ２号炉放水路モニタ室東，南側に面するガラス窓 〇 ガラス窓 

145 海水電解装置設備周囲のアクリルケース ― 

146 東口建物北側ガラス窓 〇 ガラス窓 

147 東口建物東，西側アクリル扉 ― 

148 北口建物西側ガラス窓 〇 ガラス窓 

149 北口建物南，北側アクリル扉 ― 

150 １号炉原子炉建物 ○ 金属製外壁 

151 １号炉タービン建物 ○ 金属製屋根 

152 １号炉廃棄物処理建物 ― 

153 １号炉排気筒 ― 

154 ２号炉原子炉建物 ― 

155 ２号炉タービン建物 ― 

156 ２号炉廃棄物処理建物 ― 

157 ２号炉排気筒 ― 

158 制御室建物 ― 

159 ３号炉原子炉建物 ― 

160 ３号炉タービン建物 ― 

161 ３号炉廃棄物処理建物 ― 

162 ３号炉排気筒 ― 

163 ３号炉制御室建物 ― 

164 ３号炉サービス建物 ― 

165 ３号炉補助ボイラ ○ 金属製屋根・外壁 

166 ３号出入管理棟 ○ 金属製屋根・外壁 

167 固体廃棄物貯蔵所（A 棟） ― 

168 固体廃棄物貯蔵所（B 棟） ― 

169 固体廃棄物貯蔵所（C 棟） ― 

170 固体廃棄物貯蔵所（D 棟） ― 

171 ６６ｋV 開閉所（1 号機屋内開閉所） ○ 金属製屋根・外壁 

172 ２２０ｋV 開閉所（2 号機開閉所電気室） ― 

173 ５００ｋV 開閉所（開閉所電気品室） ― 

174 管理事務所１号館 ○ 金属製屋根・外壁 

175 管理事務所２号館 ― 

176 管理事務所３号館 ○ 金属製屋根 

177 管理事務所４号館 ○ 金属製屋根 

178 サイトバンカ建物 ―

179 サイトバンカ付属倉庫 ○ 金属製屋根 

180 純水装置建物 ○ 金属製屋根・外壁 

181 免震重要棟 ○ 金属製屋根 

182 技術訓練棟 ―

658



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(２／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(３／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(４／２０) 

24 Ｒ／Ｂ空調換気系給気用格子 25 ＨＰＣＳ－ＤＥＧ室給気用格子 

26 Ａ，Ｂ－ＤＥＧ室給気用格子 27 ＨＰＣＳ電気室空調換気系給気用格子 

29 Ａ，Ｂ非常用電気室空調換気系給気用格子 
30 Ｔ／Ｂ空調換気系給気用格子 

常用電気室空調換気系給排気用格子 

662



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(５／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(６／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(７／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(８／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(９／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１０／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１１／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１２／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１３／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１４／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１５／２０) 

673



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１６／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１７／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１８／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(１９／２０) 
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図２ 二次飛来物になり得る施設の写真(２０／２０) 
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図 1 各代表飛来物の設置場所を踏まえた初期高さ 

（島根２号炉は「添付資料

3.2 竜巻影響評価及び竜巻

対策の概要」で記載） 
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別紙３ 

竜巻時に発生するひょうの影響について 

竜巻時はひょうを伴うこともあるため，ひょうに関する文献を

参考にひょうの影響について検討を行った。 

ひょうはあられが大きく成長したもので，直径5mm 以上の氷の

粒子である。ひょうの大きさは，通常は直径が5～50mm である※1。

このことから，直径50mm のひょうを対象に影響評価を行う。なお，

ひょうの大きさの変化に対する影響度を確認するため，比較対象

として，参考文献※2に記載の雹で最大である10cm のひょうにて評

価を実施したとしても設計飛来物に包含されることも確認した。 

空気中を落下する物体は空気抵抗を受けるので，時間を経れば

空気抵抗と重力が釣り合い等速運動となり，一定の速度（終端速

度）となる。空気中を落下するひょうもこの終端速度で落下する。

ひょうの粒径ごとの終端速度を表1 に示す。 

表 1 ひょうの粒径ごとの終端速度※2 

ここで，ひょうの影響を評価するため，運動エネルギー，貫通

のしやすさを評価した結果を設計飛来物（鋼製材）と比較し表2 に

示す。ひょうの影響は設計飛来物（鋼製材）に包含できると言え

る。 

添付資料 10 

竜巻時に発生するひょうの影響について 

竜巻においてはひょうを伴うことがあるため，ひょうの影響に

ついて検討を行った。 

ひょうはあられが大きく成長したもので，直径 5mm 以上の氷の

粒子である。ひょうの粒径の上限は，文献（１）によれば通常は直

径が 5mm～50mm とされているが，ひょうの粒径の変化に対する影

響度を確認するため，別の文献（２）に記載のひょうのうち最大の

10cm のひょうまでを想定した評価を実施した。 

空気中を落下する物体は空気抵抗を受けるので，時間が経てば

空気抵抗と重力とが釣り合い等速運動となり，一定の速度（終端

速度）となる。空気中を落下するひょうもこの終端速度で落下す

る。ひょうの粒径ごとの終端速度を第 1－1表に示す。 

第 1－1表 ひょうの粒径ごとの終端速度（２） 

粒径（cm） 終端速度（m／s） 

1 9 

2 16 

5 33 

10 59 

ここで，ひょうの影響を評価するため，運動エネルギ，貫通力（貫

通限界厚さ）を評価した結果を設計飛来物（鋼製材）と比較し第 1

－2表に示す。 

その結果，ひょうの影響は設計飛来物（鋼製材）に十分包絡でき

ると言える。 

別紙-4 

竜巻時に発生するひょうの影響について 

竜巻時はひょうを伴うこともあるため，ひょうに関する文献

を参考にひょうの影響について検討を行った。 

ひょうはあられが大きく成長したもので，直径 5mm 以上の氷

の粒子である。ひょうの大きさは，通常は直径が 5～50mm であ

る※1。このことから，直径 50mm のひょうを対象に影響評価を行

う。 

空気中を落下する物体は空気抵抗を受けるので，時間が経て

ば空気抵抗と重力が釣り合い等速運動（終端速度）となる。空

気中を落下するひょうもこの終端速度で落下する。ひょうの粒

径毎の終端速度を表 1 に示す。 

表 1 ひょうの粒径毎の終端速度※２

粒径（cm） 終端速度（m/s） 

1 9 

2 16 

5 33 

10 59 

ひょうの大きさの変化に対する影響度を確認するため，比較

対象として，参考文献※２に記載のある最大 10cm のひょうに対し

て運動エネルギ，貫通のしやすさの評価を実施し，設計飛来物

（鋼製材）との比較した結果を表２に示す。ひょうの影響は設

計飛来物（鋼製材）に包含できる。 
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表 2 粒径 5cm 及び 10cm ひょうの影響評価 

※1 ：白木正規，百万人の天気教室，成山堂書店

※2 ：小倉義光， 一般気象学，東京大学出版会

第 1－2表 粒径 5cm 及び 10cm ひょうの影響評価 

及び設計飛来物との比較結果 

評価対象 運動エネルギ 

貫通限界厚さ（鉛直） 

コンクリート

（FＣ＝225kgf／cm

２） 

鋼板 

粒径 5cm ひょう 0.04kJ 0.8cm 0.2mm 

粒径 10cm ひょう 0.85kJ 2.9cm 0.8mm 

設計飛来物（鋼製

材） 
79kJ 18.8cm 19mm 

＜参考文献＞ 

(1) 白木正規，百万人の天気教室，成山堂書店

(2) 小倉義光，一般気象学，東京大学出版会

表 2 粒径 5cm 及び 10cm ひょうの影響評価 

粒径5cm

ひょう 

粒径10cm

ひょう 

設計飛来物 

（鋼製材） 

運動エネルギ 0.04kJ 0.91kJ 176kJ 

貫通限界 

厚さ 

（鉛直） 

コンクリー

ト

Fc=330kgf/c

m2

0.8cm 2.7cm 27cm 

鋼板 0.2mm 0.8 mm 34mm 

※1 ：白木正規，百万人の天気教室，成山堂書居

※2 ：小倉義光， 一般気象学，東京大学出版会

・設計飛来物の相違

【柏崎 6/7】 
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別紙 9-2 

空力パラメータについて 

物品の飛散解析に用いる空力パラメータは「竜巻影響評価ガイ

ド」の参考文献（１）及び米国ＮＲＣの竜巻設計のための飛来物特性

を与えるＮＵＲＥＧ-0800 (1996)（２）に引用されている文献（３）

を参照し，下式により算出する。 

別紙-5 

空力パラメータについて 

物体の飛散解析に用いる空力パラメータは「竜巻影響評価ガイ

ド」の参考文献（１）及び米国 NRC の竜巻設計のための飛来物特性を

与える NUREG-0800 (1996)（２）に引用されている文献（３）を参照し，

下式により算出する。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は空力パラ

メータについて記載

ここで， 

：空力パラメータ (m２／kg) 

：物体の質量     (kg) 

：係数（0.33） 

：直交 3 方向における物体の抗力係数(表１より選定) 

：   ～  を定義した各方向に対する見附面積 (m２) 

m

ACACAC
c

m

AC DDDD )( 332211 


m

ACD

m

c

321 DDD C,C,C

31 DD CC 　　321 A,A,A
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別表 2－1 空力パラメータ算出のための抗力係数

＜参考文献＞ 

(1) 東京工芸大学 (2011) : 平成 21～22 年度原子力安全基盤調査

研究（平成 22年度） 竜巻による原子力施設への影響に関す

る調査研究，独立行政法人原子力安全基盤機構

(2) US-NRC: “3.5.1.4 MISSILE GENERATED BY NATURAL PHENOMENA,” 

StandardReview Plan, NUREG-0800, 1996.

(3) E.Simiu, M. Cordes:“Tornado-Borne Missile Speeds,”

NBSIR76-1050,National Bureau of Standards, Washington

D.C.,1976.

表 1 空力パラメータ算出のための抗力係数

＜参考文献＞ 

(1) 東京工芸大学 (2011) : 平成 21～22 年度原子力安全基盤調査

研究（平成 22年度） 竜巻による原子力施設への影響に関す

る調査研究，独立行政法人原子力安全基盤機構

(2) US-NRC: “3.5.1.4 MISSILE GENERATED BY NATURAL PHENOMENA,” 

StandardReview Plan, NUREG-0800, 1996.

(3) E.Simiu, M. Cordes:“Tornado-Borne Missile Speeds,”

NBSIR76-1050,National Bureau of Standards, Washington

D.C.,1976.

物体の形状 CＤ1 CＤ2 CＤ3 

塊状 2.0 2.0 2.0 

板状 1.2 1.2 2.0 

棒状 2.0 
0.7（円形断面） 

1.2（矩形断面） 

0.7（円形断面） 

1.2（矩形断面） 

CＤ2:1.2 

A１ 

A３ 
A２ 

A１ 

A３ A２

A１ 

・円形断面の場合，A2,A3は

「見附面積（直径×長さ）」

CＤ1:2.0

CＤ2:2.0 

CＤ1:1.2 

CＤ3: 
2.0 

CＤ1:2.0

CＤ2:0.7（円形断面）

:1.2（矩形断面） 

・A３＞A２,A１

＞ 塊状物体 板状物体 棒状物体 

CＤ3

:0.7（円形断面） 

:1.2（矩形断面） 

A２ 

A３ 

CＤ3: 
2.0 
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別紙 9-3 

フジタモデル採用時に「竜巻影響評価ガイド」の鋼製材を

設計飛来物とすることの妥当性について 

発電所の竜巻影響評価に用いる設計飛来物である鋼製材は，「竜

巻影響評価ガイド」に示されている数値を採用しているが，その

最大水平速度（51m／s）は非定常乱流渦モデルによるシミュレー

ション（ＬＥＳ）にて導出されている。

一方，発電所の竜巻影響評価における物品の飛散解析にはフジ

タモデルを適用する方針としており，フジタモデルでは風速が地

表からの高さによって変化するため，飛来物源の地表面からの初

期高さにより飛散時の挙動が異なる。 

このため，任意の初期高さにある鋼製材をフジタモデルで飛散

させた場合でも，その最大水平速度が 51m／s を超えることがない

ことを確認した。結果を別図 3－1に示す。また，別図 3－1には

参考としてランキン渦モデルによる最大水平速度も記す。 

別図 3－1 各風速場モデルの初期高さ－最大水平速度 

別図 3－1から，いずれの高さから飛散した場合でも，その最大

水平速度は 51m／sを上回ることはないことが分かる。よって，フ

ジタモデルを採用する場合においても，設計飛来物の最大水平速

度には「竜巻影響評価ガイド」の数値である 51m／s を用いること

は問題なく，かつ保守性を有すると判断している。 

以 上 

別紙-6 

設計飛来物の最大水平速度の妥当性について 

1.鋼製材の最大水平速度の妥当性について

発電所の竜巻影響評価に用いる設計飛来物である鋼製材は，

「竜巻影響評価ガイド」に示されている数値を採用しているが，

その最大水平速度（51m/s）は非定常乱流渦モデルによるシミュ

レーション（ＬＥＳ）にて導出されている。

一方，発電所の竜巻影響評価における物体の飛散解析にはフ

ジタモデルを適用する方針としており，フジタモデルでは風速

が地上からの高さによって変化するため，飛来物源の地上から

の初期高さにより飛散時の挙動が異なる。 

このため，任意の地上からの初期高さにある鋼製材をフジタ

モデルで飛散させた場合でも，その最大水平速度が 51m/s を超

えることがないことを確認した。結果を図１に示す。また，図

１には参考としてランキン渦モデルによる最大水平速度も記

す。 

図１から，いずれの地上からの初期高さから飛散した場合で

も，その最大水平速度は 51m／sを上回ることはないことが分か

る。よって，フジタモデルを採用する場合においても，設計飛

来物の最大水平速度には「竜巻影響評価ガイド」の数値である

51m／s を用いることは問題なく，かつ保守性を有すると判断し

ている。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はフジタモ

デル採用時に「竜巻影響

評価ガイド」の鋼製材を

設計飛来物とすること

の妥当性について記載 
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図１ 各風速場モデルにおける鋼製材の飛散解析結果 

（鋼製材：300mm×200mm×4,200mm，135kg） 

 

 

2.砂利の最大水平速度の妥当性について 

「竜巻影響評価ガイド」に記載のない設計飛来物である砂利

の速度については，フジタモデルを適用した風速場の中で地上

付近の不確定性を考慮し，地上からの初期高さの感度解析の結

果から最大となる水平速度(54m/s)を算出した。 

結果を図２に示す。

 

図２ 砂利の飛散解析結果 

（砂利：40mm×40mm×40mm，0.2kg） 
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最大値：約54m/s【設計飛来物として適用】 

 

最大値（フジタモデル）：約 42m/s 

最大値（ガイド（ＬＥＳ））：51m/s【設計飛来物として適用】 

 
最大値（ランキン渦）：約 46m/s 
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補足１ 

 

フジタモデルによる飛散解析の特徴について 

 

1. はじめに 

フジタモデルを用いた飛散解析では，物体の地上からの初期

高さが飛散速度や飛散距離に影響する。ここでは，フジタモデ

ルの風速場の概要及びフジタモデルを用いた飛散解析の特徴に

ついて，設計飛来物（鋼製材）に対する飛散解析結果を例に説

明する。 

 

2. フジタモデルの風速場のモデル化 

 (1) 風速場の概要 

フジタモデルを用いた飛散評価における風速場は図１に示す

ように，半径方向に３つの領域（内部コア，外部コア，最外領

域）で構成され，鉛直方向は流入層と非流入層で構成される。

流入層では竜巻中心方向に向かう強い流れ（流入風）があり，

この空気の流れ込みが外部コア内での上昇風となる。流入風の

最大風速は流入層の上限で発生するようにモデル化されてお

り，地表面に近づくにつれて連続的に減衰する。水平風速は，

周方向の風速と流入風の風速を合成することで得られ，最大水

平方向風速は最大周方向風速に竜巻の移動速度を足したものと

一致する。フジタモデルの風速場における最大水平風速と地上

からの高さの関係を図２に示す。 

フジタモデルにおける最大水平風速は，地表面（0m）から流

入層高さ（15m）までは大きく上昇し，流入層高さにおいて最

大風速が発生する。流入層高さを超えると，地上からの高さが

高くなるにつれて最大水平風速は緩やかに減少するモデルとな

っている。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，フジタモ

デルを用いた飛散解析の

特徴について記載してい

る 
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図１ フジタモデルの風速場（イメージ） 

図２ フジタモデルの風速場における最大水平風速と地上からの

高さの関係（r=1） 

(2) 地面効果の影響

地表面付近の物体については，物体の形状に応じた揚力（地面

効果）を加えている。揚力は空力パラメータに応じて決定され，

物体高さの３倍までの範囲で連続的に減衰するように作用する。

（別添 2-2 5. 参照） 

0

10

20

30

40

50

60

0 20 40 60 80 100

地
上

か
ら

の
高

さ
[m

] 

竜巻の最大水平風速[m/s] 

687



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

3. フジタモデルによる飛散解析の特徴について

フジタモデルによる飛散解析の特徴的な傾向として，地上から

の初期高さが増加するに従い，約 10m までは飛来物の水平速度が

大きく増加し，その後の変化は緩やかとなる。（図３参照） 

①地上からの初期高さが増加するに従い（約 10m までの範囲（図

中の①）），風速場に滞空する時間が長くなり，飛来物の水平

速度は増加する傾向となる。 

②地上からの初期高さが高い場合（約 10m 以上の範囲（図３中の

②））は，図２に示す通り，地上からの初期高さが高くなるに

つれて竜巻の水平風速は緩やかに減少していくモデルとなって

いることから，飛来物の水平速度も同様に低下していく。 

図３ フジタモデルを用いた飛散解析における地上からの初期高

さと飛来物の水平速度の関係（鋼製材） 
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別紙 9-4 

車両の飛散範囲について 

車両管理エリアの設定に必要な離隔距離等を考慮するための車

両の飛散範囲（飛散距離及び浮上高さ）については，以下の方針

に基づきフジタモデルを用いて算出した。 

(1) 車両の飛散解析条件

ａ．飛散し易い形状を考慮し，代表的な寸法及び重量※を選定

する。 

※ 「箱状（表面積大）」かつ「密度が低い」物品が飛散

し易いことから，以下の車種を代表として選定した。 

・トラック（大型～小型のバン及び平型）

・バス（大型～マイクロバス）

・軽自動車（最大高（面積大），最軽量）

・軽トラック

・ＳＵＶ（パトロール車想定）

ｂ．車両は地表面に位置する（地面からの初期高さ０）と見

なす。 

ｃ．飛散距離に影響を与える飛散の出発点と到達点の高低差

は，評価対象施設等の配置状況を考慮し別表4－1のとおり

余裕をもって設定した。 

別紙-7 

飛来物発生防止対策エリアの設定について 

飛来物発生防止対策エリアは，ウォークダウン等で確認された

飛散した場合の影響が設計飛来物を超える「資機材・車両」及び

「軽量大型機材」の飛散解析結果より設定しており，飛散解析は

以下の方針に基づきフジタモデルを用いて実施した。 

なお，「軽量大型機材」は，プレハブ小屋，コンテナボックス

等の飛散しやすい傾向にある軽量で大型の物品とし，「資機材・

車両」は，「軽量大型機材」以外の物品とする。 

(1)飛散解析条件

ａ．物品は地表面（地上からの初期高さ0m）に配置されてい

ることとする。 

なお，フジタモデルの地表面付近の風速場の不確定性を

考慮し，地表面に設置された物品の飛散解析の妥当性を

確認するために，フジタモデルの風速場で約90m/sの風速

となる高さである地上からの初期高さを5mとした場合の

飛散解析も実施する。（フジタモデルの地表面付近の風

速場の不確定性に係る至近の研究報告等については，別

添2-2参照。） 

ｂ．竜巻の最大風速は，設計竜巻の最大風速92m/sを設定する。 

ｃ．飛散解析において考慮する敷地の高低差は，物品を設置

する敷地高さ（EL8.5～50m）と評価対象施設の設置高さ

（EL8.5,15m）を考慮し，表１のとおり余裕をもって設定

した。 

・対象車両の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，資機

材・車両の飛来物発生

防止対策エリアを資

機材・車両のうち最も

飛散距離が大きい乗

用車の飛散距離から

設定している（別添

2-1  添付資料 3.2

別紙-2） 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は飛来物

発生防止対策エリア

の設定過程について

記載している 

・解析条件の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉はフジタ

モデルの地表面付近

の風速場の不確定性

を考慮し，地上からの

初期高さを 5m とした

場合の飛散解析を実

施している 
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別表4－1 出発点と到達点の高低差 

 

※ 以下の評価対象施設を示す。 

残留熱除去系海水系ポンプ 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）用海水ポンプ 

残留熱除去系海水系ストレーナ 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ 

 

別表4－2に，車両の寸法，重量，空力パラメータ，最大

浮上高さ及び上記の2種類の高低差に対する最大飛散距離

を示す。 

 

 

この結果より，車両の最大浮上高さはおおむね20ｍ未満

に留まると考えられ，また高低差20m及び0mの最大飛散距離

から，車両管理エリアの設定に用いる必要離隔距離をそれ

ぞれ230m，190mとした。 

飛散解析においては上記の高低差の他にも保守的な取扱

いがなされており，上記数値は保守性を有したものとなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 飛散解析において考慮する敷地の高低差 

物品を設置する敷地高さ 

（発電所の敷地高さ） 
EL8.5～15m EL45～50m 

評価対象施設の設置高さ 

（EL8.5，15m）との高低差 
0m 41.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)飛散解析結果及び飛来物発生防止対策エリアの設定 

表２に，ウォークダウン等で確認された飛来物となり得る物

品の形状（棒状，板状，塊状），寸法，質量，空力パラメータ

及び表１に記載している２種類の飛散解析において考慮する敷

地の高低差に対する地上からの初期高さを0mとした場合の飛散

解析結果（最大飛散距離，最大水平速度，最大飛散高さ等）を

示す。 

表２の結果より，「資機材・車両」及び「軽量大型機材」の

飛来物発生防止対策エリアを，「資機材・車両」及び「軽量大

型機材」のうち飛散距離が最大となる「乗用車」及び「プレハ

ブ小屋」の飛散距離から，図１，２のとおり設定する。 

また，地上からの初期高さを5mとした場合の飛散解析結果を

表３に示す。表２，３より，以下の通りフジタモデルの地表面

付近の風速場の不確定性を考慮しても飛来物発生防止対策エリ

アの設定に影響はないことを確認した。 

・飛散した場合の影響が設計飛来物を超える物品は，地上か

らの初期高さを5mとした場合においても，飛来物発生防止

対策エリアの設定に用いた最大飛散距離を超えない 

・飛散した場合の影響が設計飛来物以下の物品は，地上から

の初期高さを5mとした場合においても，設計飛来物の影響

以下である 

・飛散しない物品は，地上からの初期高さを5mとした場合に
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おいても，飛散しない（初期位置から浮上しない） 

地上からの初期高さを5mとしたことで作用する初期風速が増

加し，飛散距離が増加した物品もあるが，飛来物発生防止対策

エリアの設定に用いた「乗用車」や「プレハブ小屋」について

は，地上からの初期高さを0mとした方が飛散距離が大きくなっ

た。これは，「資機材・車両」や「軽量大型機材」に分類され

るような表面積及び物品高さが大きい物品は，地面効果による

揚力の影響により高く浮上すること及び地上からの初期高さを

0mとした方が地上からの初期高さを5mとした場合より長時間設

計竜巻の最大風速程度の強い風を受けたことが要因と考えられ

る。 

「資機材・車両」及び「軽量大型機材」のうち，飛散距離が

最大となる「乗用車」及び「プレハブ小屋」の，地上からの初

期高さを0m及び5mとした場合における飛跡（飛散距離と飛散高

さの関係）を図３～６に示す。「乗用車」及び「プレハブ小屋」

共に，地上からの初期高さを0mとした方が地上からの初期高さ

を5mとした場合より，初期位置からの飛散高さは高くなってお

り，飛散距離が大きくなっている。地上からの初期高さを0mと

した場合の最大飛散高さは，「乗用車」は約8m，「プレハブ小

屋」は約30mとなっており，地上からの高さ8m以上では，90m/s

程度の強い風を受けることになる。 

以上より，飛来物発生防止対策エリアの設定に対して，地表

面付近の風速場の不確定性の影響は小さく，地表面に設置した

物品に対する飛散解析結果を用いることは妥当であると考え

る。 
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別表 4－2 車両の飛散距離 表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（1/7） 
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別表 4－2 車両の飛散距離 

 

表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（2/7） 
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表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（3/7） 
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表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（4/7） 
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表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（5/7） 
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表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（6/7） 
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表２ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 0m）（7/7） 
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図１ 資機材・車両の飛来物発生防止対策エリア 

図２ 軽量大型機材の飛来物発生防止対策エリア 
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表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（1/7） 
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表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（2/7） 

701



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（3/7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

702



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（4/7） 
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表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（5/7） 
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表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（6/7） 
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表３ 想定飛来物の飛散解析結果（地上からの初期高さ 5m）（7/7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

706



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図３ 乗用車（資機材・車両）の飛跡 

（乗用車の諸元：長さ 1,900mm 幅 5,200mm 高さ 2,300mm， 

質量 1,890kg， 

最大風速：92m/s，地上からの初期高さ：0m） 

図４ プレハブ小屋（軽量大型機材）の飛跡 

（プレハブ小屋の諸元：長さ 7,200mm 幅 27,000mm 高さ 3,400mm，

質量 7,500kg， 

最大風速：92m/s，地上からの初期高さ：0m） 

地面効果による揚力に 

より再浮上した軌跡 
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図５ 乗用車（資機材・車両）の飛跡 

（乗用車の諸元：長さ 1,900mm 幅 5,200mm 高さ 2,300mm， 

質量 1,890kg， 

最大風速：92m/s，地上からの初期高さ：5m） 

 

 

図６ プレハブ小屋（軽量大型機材）の飛散 

（プレハブ小屋の諸元：長さ 7,200mm 幅 27,000mm 高さ 3,400mm，

質量 7,500kg， 

最大風速：92m/s，地上からの初期高さ：5m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地面効果による揚力により 

再浮上した軌跡 
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補足 

 

飛散距離に対する地上からの初期高さの感度解析について 

 

添付資料3.3 別紙-7 表2，3では，地上からの初期高さを0m及

び5mとした場合の飛散距離を示したが，ここでは，地上からの

初期高さが飛散距離に及ぼす影響を確認するために，地上から

の初期高さ（0～5m）の感度解析を実施する。 

 （１）感度解析範囲 

  解析範囲は，フジタモデルの風速場で約90m/sの風速となる高

さである地上からの初期高さ5mまでの範囲とする。 

 （２）対象物品について 

感度解析を実施する対象物品については，3種類の物品形状

（板状，棒状，塊状）のうち，それぞれ地上からの初期高さを

0mとした場合の飛散距離が最大となるプレハブ小屋（塊状），

仮設足場（板状），鋼製材（棒状）を選定する。 

 （３）感度解析結果 

感度解析結果を図１に示す。 

プレハブ小屋（塊状）については，地上からの初期高さが増

加するに従い，飛散距離が減少している。 

地上からの初期高さが増加するに従い物品に作用する初期風

速も増加するが，地面効果による揚力の減少の影響のほうが大

きいため飛散距離が減少したと考えられる。地上からの初期高

さ 0m で飛散距離が最大となったのは，地面効果による揚力の影

響により，物品が高く浮上し，長時間設計竜巻の最大風速程度

の強い風を受けたためと考えられる。 

仮設足場（板状）については，地上からの初期高さ約 0.1m ま

では，地上からの初期高さの増加に伴い飛散距離が減少し，地

上からの初期高さ約 0.1m 以上では，地上からの初期高さの増加

に伴い飛散距離は増加している。 

地上からの初期高さ約0.1mまでで地上からの初期高さの増加

に伴い飛散距離が減少したのは，プレハブ小屋（塊状）と同様

に，物品の地上からの初期高さの増加に伴い地面効果による揚

力が減少したためと考えられる。 

一方で，地上からの初期高さ約 0.1m 以上で地上からの初期高

さの増加に伴い飛散距離が増加したのは，地上からの初期高さ

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，地上か

らの初期高さが飛散

距離に及ぼす影響を

確認するために，地上

からの初期高さの感

度解析を実施してい

る 
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0.12m 以上で地面効果による揚力は消滅するため，物品の地上か

らの初期高さの増加に伴い物品に作用する初期風速が増加する

ためと考えられる。 

鋼製材（棒状）については，地上からの初期高さの増加に伴

い，飛散距離が徐々に増加している。 

これは，鋼製材（棒状）は物品高さが低く地面効果による揚

力の影響を受けにくいこと，空力パラメータがプレハブ小屋（塊

状）や仮設足場（板状）に比べて小さく竜巻風速により加速さ

れにくいことが理由と考えられる。 

なお，仮設足場（板状）及び鋼製材（棒状）は地上からの初

期高さの増加に伴い飛散距離も大きくなる傾向が確認された

が，これらを含め構内の現地調査等で確認された板状，棒状の

物品は，飛散した場合の影響（運動エネルギ，貫通力）が設計

飛来物以下であることを確認しており，飛来物発生防止対策エ

リアの設定に影響しない。 

 

 

図１ プレハブ小屋（塊状），仮設足場（板状），鋼製材（棒状）

の地上からの初期高さと飛散距離の関係 

（プレハブ小屋の諸元：長さ 7,200mm 幅 27,000mm 高さ 3,400mm，

質量 7,500kg，空力パラメータ 0.0277m2/kg， 

仮設足場の諸元：長さ 250mm 幅 4,000mm 高さ 40mm，質量 14kg，

空力パラメータ 0.0557 m2/kg， 

鋼製材の諸元：長さ 300mm 幅 4,200mm 高さ 200mm，質量 135kg，

空力パラメータ 0.0066 m2/kg，最大風速：92m/s） 
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別紙 9-5 

 

東海発電所  

廃止措置作業の概要及び解体・撤去物品の管理について 

 

 

東海発電所の廃止措置工事の概要は，以下に示す３つに区分す

ることができ，それぞれの段階での解体撤去作業の内容を示す。

別図 5－1図には，各段階での東海発電所の状態とその作業概要を

示す。 

(1) 原子炉領域以外の解体撤去 【屋内作業】 

原子炉領域の解体撤去にて発生する解体撤去物の搬出ルー

ト確保，放射性廃棄物保管エリア確保等のため，原子炉領域

以外の設備を解体撤去。 

(2) 原子炉領域解体撤去 【屋内作業】 

原子炉領域は放射能を減衰させるため，安全貯蔵状態とし，

放射能を減衰させた後，原子炉領域の解体撤去。 

(3) 建屋等解体撤去 【屋外作業あり】 

原子炉領域の解体撤去後、各建屋等は汚染を除去し管理区

域を解除して解体撤去。 

 

 

 

 

また，別図 5－1において，東海発電所の廃止措置の上記の各段階

での解体，撤去作業の各段階での物品の管理方法を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙-8 

 

島根原子力発電所１号炉 

廃止措置における解体撤去作業の概要及び解体・撤去物品の管理

について 

 

  島根原子力発電所１号炉の廃止措置は，４つに区分すること

ができ，以下にそれぞれの段階での解体撤去作業の内容を示す。 

 

 

 (1) 解体工事準備期間【屋外・屋内作業】 

  供用を終了した設備のうち，管理区域外の設備の解体撤去を

行う。 

 

 (2) 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間【屋外・屋内作業】 

  供用を終了した設備のうち，管理区域内にある放射性物質に

より汚染された設備（原子炉本体除く）等の解体撤去を行う。 

 (3) 原子炉本体等解体撤去期間【屋外・屋内作業】 

  放射能レベルの比較的高い原子炉本体等の解体撤去を行う。 

 (4) 建物等解体撤去期間【屋外・屋内作業】 

  供用を終了する放射性廃棄物の廃棄施設，換気設備，その他

解体の対象とするすべての設備，建物等の解体撤去を行う。 

 

  また，各段階での島根原子力発電所１号炉の状態とその作業

概要及び竜巻防護に関する廃止措置の各段階での解体撤去作業

の物品の管理方法を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は島根１

号炉の廃止措置時の

物品の管理方法を記

載 
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添付資料3.4 

 

3.4 竜巻随伴事象の抽出について 

 

 

過去の竜巻被害を参考に竜巻の随伴事象を検討し，柏崎刈羽原

子力発電所のプラント配置から考慮する必要がある事象として，

火災，溢水及び外部電源喪失事象を抽出した。 

 

(1) 過去の竜巻被害について 

過去の竜巻被害について，1990 年以降の主な竜巻による被害概

要を調査した文献から検討を行った。竜巻の被害の状況写真から

日本国内での竜巻被害では，風圧力及び飛来物の衝突により発生

している建築物，電柱，電線等の損傷がみられ，竜巻の随伴事象

としては，電柱や電線の損傷による停電事象が発生している。（図

3.4.1,3.4.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 11 

 

竜巻随伴事象の抽出について 

 

1. 概要 

 過去の竜巻被害事例及び発電所の施設の配置から想定される竜

巻の随伴事象を検討し，発電所において考慮する必要がある事象

として，火災，溢水及び外部電源喪失を抽出した。 

 

2. 過去の竜巻被害について 

 1990 年以降の主な竜巻による被害概要を調査した文献から検討

を行った。第 2－1 表に，1990 年以降に日本で発生した最大級の

竜巻であるＦ３クラスの竜巻を示す。 

 

 

 

第 2－1 表 1990 年以降のＦ３クラス竜巻 

 

竜巻被害の状況写真（第 2－1～3 図）から，竜巻被害としては

風圧力及び気圧差による被害及び飛来物の衝突による損傷のみで

あり，また，竜巻の随伴事象として電柱や電線の損傷による停電

が発生していると判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（島根２号炉は「別添

2-1 3.5. 竜巻随伴事

象に対する評価」で記

載） 
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図 3.4.1 2012年茨城県常総市で発生したF3竜巻による被害状況

(1) 

 

 

 

第 2－2 図 2006 年 11 月 7 日北海道にて発生したＦ３竜巻

による被害（２）（３） 
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図3.4.2 2006年に北海道佐呂間町にて発生したF3竜巻による被

害状況(2)(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－3 図 1990 年 12 月 11 日千葉県にて発生したＦ３竜巻

による被害（４） 
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(2) 柏崎刈羽原子力発電所のプラント配置を参考にした竜巻随伴

事象について 

(1)の過去の竜巻による被害状況から，柏崎刈羽原子力発電所に

おいては送電線等が竜巻 

による被害を受けることにより，外部電源喪失事象の発生が考え

られる。 

さらに，柏崎刈羽原子力発電所のプラント配置から，屋外に軽

油タンク，水タンクが配 

備されていることから，飛来物の衝突により火災事象及び溢水事

象が発生する可能性があ 

る。（図3.4.3） 

以上から，竜巻随伴事象として火災，溢水，外部電源喪失事象

を抽出する。 

3. 発電所にて考慮すべき竜巻随伴事象

上述の過去の竜巻による被害事例及び第 3－1 図に示す発電

所の施設の配置から判断すると，発電所においては送電線等が竜

巻による被害を受けることにより，外部電源喪失の発生が考えら

れる。さらに，屋外に油タンク及び水タンクが配備されているこ

とから，飛来物の衝突により火災及び溢水が発生する可能性があ

る。 

以上のことから，発電所における竜巻随伴事象として，火災，

溢水及び外部電源喪失を抽出する。 
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図 3.4.3 柏崎刈羽原子力発電所のプラント配置図 
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1．はじめに 

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」(1)（以下「ガイド」と

いう。）に従い竜巻影響評価を行う上で，設計飛来物の飛来速度を

設定するための風速場モデルを選定する必要がある。これまでの

竜巻飛来物評価において用いられている風速場モデルとして，米

国 NRC の基準類に記載されている「ランキン渦モデル(2)(3)」，原子

力 安 全 基 盤 機 構 の 調 査 研 究 報 告 書 に 記 載 さ れ て い る 

「LES(Large-eddy simulation)」の数値解析(4)があるが，当社の

竜巻影響評価においては，地面に置かれた物体への影響をよく表

現できている風速場モデルにより，評価対象施設の影響評価・防

護対策を実施するため，風速場モデルとしてフジタの竜巻工学モ

デル DBT-77(DBT: Design Basis Tornado) (5)を選定する。 

第 1 図に風速場モデルの選定及び飛来物評価方法に関する検討

フローを示す。また，第 2 図に竜巻影響評価フローとフジタモデ

ルの関連箇所を示す。 

次節以降にてフジタモデルの詳細や，フジタモデルを適用した

理由等を説明する。 

 

第 1 図 風速場モデルの選定及び飛来物評価方法に関する検討

フロー 

（括弧内の数字は，本資料の節番号） 

 

1. はじめに 

 「竜巻影響評価ガイド」に従い竜巻影響評価を行う上で，飛来

物の挙動（飛散速度，飛散距離等）を評価するための竜巻風速場

モデルを選定する必要がある。これまでの竜巻飛来物評価におい

て用いられている風速場モデルとしては，米国ＮＲＣの基準類に

記載されている「ランキン渦モデル(ⅰ)(ⅱ)」及び原子力安全基盤機

構の「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」の報告

書に記載されている「非定常乱流渦モデル（ＬＥＳ:Large Eddy 

Simulation）」の数値解析(ⅲ)があるが，今回の評価においては，地

面に置かれた物体への影響をより良く表現できている風速場モデ

ルとして，藤田哲也シカゴ大学名誉教授が考案した竜巻工学モデ

ルＤＢＴ-77（ＤＢＴ: Design Basis Tornado）(ⅳ)（以下「フジタ

モデル」という。）を選定した。 

 第 1－1図に，風速場モデルの選定及び飛散解析手法に関する検

討フローを示す。また，第 1－2図に，竜巻影響評価の基本フロー

とフジタモデルを適用する箇所を示す。 

 次節以降にて，フジタモデルの詳細やフジタモデルを適用した

理由等を説明する。 
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「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」(1)（以下「ガイド」と

いう。）に従い竜巻影響評価を行う上で，設計飛来物の飛来速度を

設定するための風速場モデルを選定する必要がある。これまでの

竜巻飛来物評価において用いられている風速場モデルとして，米

国 NRC の基準類に記載されている「ランキン渦モデル(2)(3)」，原子

力 安 全 基 盤 機 構 の 調 査 研 究 報 告 書 に 記 載 さ れ て い る 

「LES(Large-eddy simulation)」の数値解析(4)があるが，当社の

竜巻影響評価においては，地面に置かれた物体への影響をよく表

現できている風速場モデルにより，評価対象施設の影響評価・防

護対策を実施するため，風速場モデルとしてフジタの竜巻工学モ

デル DBT-77(DBT: Design Basis Tornado) (5)を選定する。 

図 1 に風速場モデルの選定及び飛来物評価方法に関する検討フ

ローを示す。また，図 2 に竜巻影響評価フローとフジタモデルの

関連箇所を示す。 

次節以降にてフジタモデルの詳細や，フジタモデルを適用した

理由等を説明する。 

 

図 1 風速場モデルの選定及び飛来物評価方法に関する 
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第 2 図 竜巻影響評価フローとフジタモデルの関連箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 竜巻影響評価フローとフジタモデルの関連箇所 
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東電は以下のもの

にも適用。 

●最大気圧低下量 

●最大気圧低下率 

･･･評価済資産の

存在＆見直しメリ

ットが少ないた

め、ガイドベース

値とする。 

 

●設計飛来物の速

度 

･･･東電提示方針

が受容されるか未

確定のため、現時

点では不採用 

 【基準竜巻の設定】 

ＶＢ1：過去に発生した竜巻による最大風速 

ＶＢ2：竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 

【設計竜巻の設定（最大風速及び竜巻特性値）】 

ＶＤ：（地形特性等を考慮した）最大風速 

ＶＴ：移動速度（= 0.15ＶＤ） 

ＶＲｍ：最大接線風速（=ＶＤ－ＶＴ） 

Ｒｍ：最大接線風速半径 

ΔＰｍａｘ ：最大気圧低下量 

(ｄｐ/ｄｔ)ｍａｘ：最大気圧低下率 

【設計荷重の設定】 

ＷＷ：設計竜巻による風圧力 

ＷＰ：設計竜巻によって生じる気圧差による圧力 

ＷＭ：設計飛来物の衝撃荷重 

・設計飛来物の設定※ 

・設計飛来物の速度及び飛散範囲の設定 

・設計飛来物の衝突方向及び衝撃荷重の設定 

設
置
許
可
段
階 

※ 種々の飛来物源の飛散

解析を行う。 

設計荷重に対する構造計算 

 

不可 

可 

設計荷重に対する評価対象施設等の構造

健全性評価 

安全機能の維持の 

可否確認 

終了 

詳
細
設
計
段
階 

設計見直し 

（配置設計，断面設計等） 
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2．各風速場モデルの概要 

2.1 フジタモデル 

フジタモデルは，米国 NRC の実際の竜巻風速場をモデル化した

いという要望により，藤田博士が 1978 年に竜巻観測記録をもとに

考案した工学モデルである。モデル作成に当たっては，1974 年 8 

月に米国カンザス州 Ash Valley 等で発生した竜巻（第 3 図）の

記録ビデオ画像の写真図化分析を行い，竜巻の地上痕跡調査，被

災状況調査結果と照合することで風速ベクトルを作成し，そのベ

クトル図をもとに作成した流線モデルから，竜巻風速場を代数式

で表現している（第 4 図）。 

フジタモデルの特徴は，地表面付近における竜巻中心に向かう

強い水平方向流れ，及び外部コアにおける上昇流といった，実際

の竜巻風速場を良く表現している点にある。 

第 3 図 Ash Valley 竜巻（1974.8.30）のビデオ画像 

第 4 図 分析によって作成した風速ベクトル（左），ベクトル図

より作成したフジタモデル流線（右）（(5)に一部加筆） 

フジタモデルの風速場は第5 図に示すように半径方向に3 つの

領域（内部コア，外部コア，最外領域）で構成され，内部コアと

外部コアの接線（周）方向風速 Vθは半径に比例し，その外側の最

外領域では周方向風速は半径に反比例するモデルとなっている。

内部コアには上昇風速 Vz や半径方向風速 Vr は存在しないが，外

部コアには存在する。高さ方向には地面から高さ Hi までを流入層

としてモデル化しており，竜巻中心方向に向かう半径方向風速 Vr 

2 各風速場モデルの概要 

2.1 フジタモデル 

フジタモデルは，米国ＮＲＣの実際の竜巻風速場をモデル化し

たいという要望により，藤田名誉教授が 1978 年に竜巻観測記録を

基に考案した工学モデルである。モデル作成に当たっては，1974

年 8 月に米国カンザス州 Ash Valley 等で発生した竜巻（第 2.1－1

図）のビデオ画像の写真図化分析を行い，竜巻の地上痕跡調査及

び被災状況調査結果と照合することで風速ベクトルを作成し，そ

のベクトル図を基に作成した流線モデルから，竜巻風速場を代数

式で表現している。（第 2.1－2図） 

フジタモデルの特徴は，地表面付近における竜巻中心に向かう

強い水平方向流れ及び外部コアにおける上昇流といった，実際の

竜巻風速場を良く表現している点にある。 

第 2.1－1図 Ash Valley 竜巻(1974.8.30)のビデオ画像 

第 2.1－2図 風速ベクトルの分析図（左）とフジタモデルの流線

（右）(４) 

フジタモデルの風速場は，第 2.1－3図に示すように半径方向に

3つの領域（内部コア，外部コア及び最外領域）で構成され，内部

コアと外部コアの接線（周）方向風速Ｖθは半径に比例し，その外

側の最外領域では周方向風速は半径に反比例するモデルとなって

いる。内部コアには上昇風速ＶＺや半径方向風速Ｖｒは存在しない

が，外部コアには存在する。高さ方向には地面から高さＨｉまでを

流入層としてモデル化しており，竜巻中心方向に向かう半径方向

2．各風速場モデルの概要 

2.1 フジタモデル 

フジタモデルは，米国 NRC の実際の竜巻風速場をモデル化した

いという要望により，藤田博士が 1978 年に竜巻観測記録をもとに

考案した工学モデルである。モデル作成に当たっては，1974 年 8 

月に米国カンザス州 Ash Valley 等で発生した竜巻（図 3）の記録

ビデオ画像の写真図化分析を行い，竜巻の地上痕跡調査，被災状

況調査結果と照合することで風速ベクトルを作成し，そのベクト

ル図をもとに作成した流線モデルから，竜巻風速場を代数式で表

現している（図 4）。 

フジタモデルの特徴は，地表面付近における竜巻中心に向かう

強い水平方向流れ，及び外部コアにおける上昇流といった，実際

の竜巻風速場を良く表現している点にある。 

図 3 Ash Valley 竜巻（1974.8.30）のビデオ画像 

図 4フジタモデルの流線（左）と風速ベクトルの分析図（右） 

フジタモデルの風速場は図 5-1 に示すように半径方向に 3 つの

領域（内部コア，外部コア，最外領域）で構成され，内部コアと

外部コアの接線（周）方向風速 Vθは半径に比例し，その外側の最

外領域では周方向風速は半径に反比例するモデルとなっている。

内部コアには上昇風速 Vz や半径方向風速 Vr は存在しないが，外

部コアには存在する。高さ方向には地上からの高さ Hi までを流入

層としてモデル化しており，竜巻中心方向に向かう半径方向風速
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があり，この空気の流れ込みが外部コア内での上昇流となる。流

入層より上部では外向きの半径方向風速が存在し，各風速成分は

高さとともに減衰する流れとなっている。フジタモデルは，流体

の連続式を満たす形で定式化されており，力学的に根拠のある風

速場となっている。 

 

フジタモデル DBT-77 における接線風速等の関係式については，

Fujita Work Book(5)の Chapter6 に下記のとおり記載されている。

（Chapter6 では，単一渦型のモデルであるフジタモデル DBT-77 

を引用しているが，多重渦型のモデルであるフジタモデル DBT-78 

は引用されていない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

風速 Ｖｒがあり，この空気の流れ込みが外部コア内での上昇流と

なる。流入層より上部では外向きの半径方向風速が存在し，各風

速成分は上部に向かうにつれて減衰する。フジタモデルは，流体

力学の連続の式を満たす形で定式化されており，力学的に根拠の

ある風速場となっている。 

 

 フジタモデル（ＤＢＴ-77）における接線風速等の関係式につい

ては，Fujita Work Book(４)の第 6章に，第 2.1－3図のとおり記載

されている。 

 

また，以下の連続の式を満足する。 
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第 2.1－3図 フジタモデルの概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Vr があり，この空気の流れ込みが外部コア内での上昇流となる。

流入層より上部では外向きの半径方向風速が存在し，各風速成分

は地上からの高さとともに減衰する流れとなっている。フジタモ

デルは，流体の連続式を満たす形で定式化されており，力学的に

根拠のある風速場となっている。フジタモデルの風速場における

最大水平風速と地上からの高さの関係を図 5-2 に示す。 

フジタモデル DBT-77 における接線風速等の関係式については，

Fujita Work Book(5)の Chapter6 に下記のとおり記載されている。

（Chapter6 では，単一渦型のモデルであるフジタモデル DBT-77 

を引用しているが，多重渦型のモデルであるフジタモデル DBT-78 

は引用されていない。） 

 

 

図 5-2 フジタモデルの風速場における最大水平風速と地上か

らの高さの関係（r=1） 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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図 5-1 フジタモデルの概要 
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内部コアの半径Rnと外部コアの半径Rm の比ν=Rn /Rm について

は，Fujita(5)が以下の経験式を提案しているので，これを用いる。 

𝜈 = 0.9 − 0.7exp⁡(−0.005𝑅𝑚)                   

(1) 

 

また，流入層は，地面との摩擦により低下した遠心力と圧力分

布のバランスが崩れ，流体が竜巻中心方向の低圧部に引き込まれ

ることにより形成されることから，摩擦の影響が及ぶ範囲のみで

形成される。Fujita(5)は，流入層高さ Hi を竜巻中心の低圧部の大

きさ（外部コア半径）Rm に比例するものとして，以下の経験式を

提案しており，これを用いる。 

𝐻𝑖 = ⁡𝜂𝑅𝑚                                                         

(2) 

 

ここで，ηは 1 以下の正の値であり，Fujita Work Book(5)の（6.4）

式よりη = 0.55(1-ν2)で定義される。 

 

上記式において，外部コア半径 Rm=30(m)の場合，η = 0.501(Hi

＝15(m))となり，原子力安全基盤機構の調査研究報告書(4)の図

2.2.3.10 における流入層高さと竜巻半径の比（η= 0.4 程度）や，

Kosiba(6)により示されている流入層高さ（Hi＝10～14(m)以下）と

おおむね同じである。 

 

なお，その他の定数についても，Fujita(5)の提案している値と

して，k0 = 1/6，k = 0.03，A = 0.75，B = 0.217 を用いる。 

 

2.2 ランキン渦モデル 

ランキン渦モデルは，米国 NRC ガイドでも採用されており，設

計竜巻の特性値を設定する際に用いられている。しかし，米国で

開発された飛来物速度評価用のランキン渦モデル(3)は，竜巻中心

に向かう半径方向風速 Vr と上昇風速 Vz を特別に付加している

(第 6 図）。そのため，流れの連続の式（質量保存式）を満たして

おらず，第 7 図に示すように地面から吹き出しが生じるような流

れとなっており，地上からの物体の浮上・飛散を現実的に模擬す

ることができない。ランキン渦モデルを用いて飛散評価を行う場

合，地上の物体であっても空中浮遊状態を仮定して評価すること

ここで，内部コアの半径Ｒνと外部コアの半径Ｒｍの比ν（=Ｒν／

Ｒｍ）については，Fujita（４）が以下の経験式を提案しているので，

これを用いた。 

 m0.005R0.7exp0.9ν 
 (1) 

 また，流入層は，地面との摩擦により低下した遠心力と圧力分

布のバランスが崩れ，流体が竜巻中心方向の低圧部に引き込まれ

ることにより形成されることから，摩擦の影響が及ぶ範囲のみで

形成される。Fujita（４）は，流入層高さＨｉを竜巻中心の低圧部の

大きさ（外部コア半径）Ｒｍに比例するものとして，以下の経験式

を提案しており，これを用いた。 

mi RH 
 (2) 

 

ここで，ηは 1以下の正の値であり，下式で定義される。 

 2ν1  0.55η   

上式において，外部コア半径Ｒｍ= 30m の場合，η= 0.50（Ｈｉ= 

15m）となり，独立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に

委託した研究「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」

(３)の図 2.2.3.10 における流入層高さと竜巻半径の比（η= 0.4 程

度）や，Kosiba(ⅴ)により示されている流入層高さ（Ｈｉ= 10m～14m

以下）とおおむね同じである。 

 なお，その他の定数についても，Fujita(４)の提案している値と

して，k0 = 1/6，k= 0.03，A= 0.75，B= 0.0217 を用いた。 

 

2.2 ランキン渦モデル 

 ランキン渦モデルは米国ＮＲＣガイドでも採用されており，設

計竜巻の特性値を設定する際に用いられている。しかし，第 2.2

－1 図(b)に示す飛散解析用のモデル(２)では，竜巻中心に向かう半

径方向風速Ｖｒと上昇風速Ｖｚを特別に付加しているため，流体力

学の連続の式を満たしておらず，第 2.2－2 図の様な地面から吹き

出しが生じる流れとなっており，地上からの物体の浮上，飛散を

現実的に模擬することができない。ランキン渦モデルを用いて飛

散解析を行う場合，地上の物体であっても空中浮遊状態を仮定し

て評価することになる。 

内部コアの半径 Rn と外部コアの半径 Rm の比ν=Rn /Rm について

は，Fujita(5)が以下の経験式を提案しているので，これを用いる。 
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(1) 

 

また，流入層は，地面との摩擦により低下した遠心力と圧力分

布のバランスが崩れ，流体が竜巻中心方向の低圧部に引き込まれ

ることにより形成されることから，摩擦の影響が及ぶ範囲のみで

形成される。Fujita(5)は，流入層高さ Hi を竜巻中心の低圧部の大

きさ（外部コア半径）Rm に比例するものとして，以下の経験式を

提案しており，これを用いる。 

𝐻𝑖 = ⁡𝜂𝑅𝑚                                                      

(2) 

 

ここで，ηは 1 以下の正の値であり，Fujita Work Book(5)の（6.4）

式よりη = 0.55(1-ν2)で定義される。 

 

上記式において，外部コア半径 Rm=30(m)の場合，η = 0.501(Hi

＝15(m))となり，原子力安全基盤機構の調査研究報告書(4)の図

2.2.3.10 における流入層高さと竜巻半径の比（η= 0.4 程度）や，

Kosiba(6)により示されている流入層高さ（Hi＝10～14(m)以下）と

おおむね同じである。 

 

なお，その他の定数についても，Fujita(5)の提案している値と

して，k0 = 1/6，k = 0.03，A = 0.75，B = 0.217 を用いる。 

 

2.2 ランキン渦モデル 

ランキン渦モデルは，米国 NRC ガイドでも採用されており，設

計竜巻の特性値を設定する際に用いられている。しかし，米国で

開発された飛来物速度評価用のランキン渦モデル(3)は，竜巻中心

に向かう半径方向風速 Vr と上昇風速 Vz を特別に付加している

(図 6）。そのため，流れの連続の式（質量保存式）を満たしておら

ず，図 7 に示すように地面から吹き出しが生じるような流れとな

っており，地上からの物体の浮上・飛散を現実的に模擬すること

ができない。ランキン渦モデルを用いて飛散評価を行う場合，地

上の物体であっても空中浮遊状態を仮定して評価することにな
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になる。 

 

第 6 図 設計竜巻圧力用のランキン渦モデル（左）と 

飛来物速度評価用のランキン渦モデル（右） 

 

第 7 図 飛来物速度評価用のランキン渦モデルの概要 

 

 

2.3 非定常乱流渦モデル（LES による数値解析） 

LES は，非定常な乱流場を数値的に計算する手法として，ガイ

ドにおける飛来物の最大速度の設定例にも活用されている。第 8 

図に LES による渦の発生状況を示す。 

古典的な Smagorinsky モデルに基づく LES の基礎方程式（運動

量保存式及び質量保存式）は，流体が非圧縮性であると仮定する

場合，以下のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

(a)圧力評価用             (b)飛散解析用 

第 2.2－1図 ランキン渦モデル 

 

ｒ＜1の領域では，（流体が消滅するため）以下の連続の式を満足しない。 
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第 2.2－2図 飛来物速度評価用ランキン渦モデル 

 

2.3 非定常乱流渦モデル（ＬＥＳによる数値解析） 

 ＬＥＳは，非定常な乱流場を数値的に計算する手法として，「竜

巻評価ガイド」における飛来物の最大速度の設定例にも活用され

ている。第 2.3－1図にＬＥＳによる渦の発生状況を示す。 
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図 6  設計竜巻圧力用のランキン渦モデル（左）と 

飛来物速度評価用のランキン渦モデル（右）  

 

図 7 飛来物速度評価用のランキン渦モデルの概要 
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ここで，Ui 及び P は，i 方向の流速ベクトル及び圧力を表し，

ν は動粘性係数を，fiは i 方向の外力加速度を表す。また，xi は

i 方向の座標を表す。 

一方，Smagorinsky モデルの渦粘性係数νs は以下のように定

義される。 

ここで，h は解像スケール（メッシュ幅相当），Cs は Smagorinsky 

定数を表し，ひずみ速度テンソル Sij は

Sij=0.5(∂Ui/∂xj+∂Uj/∂xi)で定義される。 

以上のとおり，LES は風速の時間的な変動（乱流）を考慮でき

る点が特長となっている。 

第 8 図 LES 計算領域内での竜巻状の渦の発生状況（(4)に一部

加筆） 

以上が一般的な LES の説明となる。LES の手法自体は，広く活

用されているものであるが，実スケールでの精緻な評価を行うた

めには，必要なメッシュ解像度の確保に膨大な計算機資源が必要

となる。 

また，ガイドで例示されている LES による数値解析については，

条件設定等に関して下記のような問題点がある。 

ガイドで例示されている LES による解析では，境界条件（側面

からの流入風速の分布等）や解析領域の形状（流入箇所を局所的

に配置等）を調整して人為的な乱れを与え，竜巻状の渦を生成し
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 ここで，Ui及び Pは，i方向の流速ベクトル及び圧力を表し，

νは動粘性係数を，fiは i方向の外力加速度を表す。また，ｘiは

i方向の座標を表す。 

一方，Smagorinsky モデルの渦粘性係数νsは以下のように定義さ

れる。 
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ここで，hは解像スケール（メッシュ幅相当），Csは Smagorinsky

定数を表し，ひずみ速度テンソル Sijは

Sij=0.5(∂Ui/∂xj+∂Uj/∂xi)で定義される。 

 以上のとおり，ＬＥＳは風速の時間的な変動（乱流）を考慮で

きる点が特長となっている。 

第 2.3－1図 ＬＥＳ計算領域内での竜巻状の渦の作成状況(ⅵ)

 ＬＥＳの手法自体は広く活用されているものであるが，実スケ

ールでの精緻な評価を行うためには，必要なメッシュ解像度の確
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で例示されているＬＥＳによる数値解析については，条件設定等

に関して下記のような問題点がある。 

・「竜巻影響評価ガイド」で例示されているＬＥＳによる解析では，

境界条件（側面からの流入風速の分布等）や解析領域の形状（流

入箇所を局所的に配置等）を調整して人為的な乱れを与え，竜巻

状の渦を生成しているが，渦の生成に当たって以下のような条件
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ここで，Ui 及び P は，i 方向の流速ベクトル及び圧力を表し，

ν は動粘性係数を，fiは i 方向の外力加速度を表す。また，xi は

i 方向の座標を表す。 

一方，Smagorinsky モデルの渦粘性係数νs は以下のように定

義される。 
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ここで，h は解像スケール（メッシュ幅相当），Cs は Smagorinsky 

定数を表し，ひずみ速度テンソル Sij は

Sij=0.5(∂Ui/∂xj+∂Uj/∂xi)で定義される。 

以上のとおり，LES は風速の時間的な変動（乱流）を考慮でき

る点が特長となっている。 

図 8  LES 計算領域内での竜巻状の渦の発生状況 

（(4)に一部加筆） 

以上が一般的な LES の説明となる。LES の手法自体は，広く活

用されているものであるが，実スケールでの精緻な評価を行うた

めには，必要なメッシュ解像度の確保に膨大な計算機資源が必要

となる。 

また，ガイドで例示されている LES による数値解析については，

条件設定等に関して下記のような問題点がある。 

ガイドで例示されている LES による解析では，境界条件（側面

からの流入風速の分布等）や解析領域の形状（流入箇所を局所的

に配置等）を調整して人為的な乱れを与え，竜巻状の渦を生成し
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ている。渦の生成に当たって，以下のような条件を仮定している

ことから，実スケールでの評価を実施するには課題があるものと

考えられる。 

・人為的な流入境界条件（流入風速分布や流入箇所の局所的配

置等）を設定していることから，流入境界条件の影響を受け

る地表面付近の実際の竜巻風速場の再現はできていないもの

と考えられる。 

・小規模な計算領域によるシミュレーションであり，実スケー

ルへの適用（飛来物評価）の際には単純に速度を規格化して

飛来物評価に適用している。 

⇒風速の規格化の際には，時間平均の最大風速を 100m/s（風速

＋移動速度）に設定している。Maruyama(7)によれば，瞬間的

な周方向風速は 1.7 倍程度まで大きくなる場合があり，移動

速度と合わせると最大 160m/s 程度まで達するため，飛来物評

価の際に非常に保守的な結果が算出されることが考えられ

る。 

⇒流速が早い場合には粘性の影響は小さくなる傾向となるが，

その影響については考慮していないことから，特に地表面付

近については実際の風速場の再現はできていないものと考え

られる。 

 

（参考：フジタモデルを適用した場合の飛来物の飛跡） 

第 9 図にフジタモデルを適用した場合におけるコンテナの飛散

解析(長さ 6m×幅 2.4m×高さ 2.6m，2300kg,CDA/m=0.0105，最大風

速 100m/s)における飛跡を示す。 

また，フジタモデルの流入層高さ Hi は，外部コア半径 Rm=30(m)

の場合，Hi＝15(m）であり，2.1 に記載のとおり他の文献(4)(6)とも

おおむね整合しているが，ここでは，その不確実性を考慮し，流

入層高さ Hi を±10%変化させた場合の飛跡も示す。 

Hi＝15(m）の際のコンテナの最大飛散距離 189.4(m)に対し，流

入層高さ Hi を± 10%変化させた場合の最大飛散距離は

183.4(m)(-3.2%)，194.7(m)(+2.8%)となり，流入層高さ Hi に対す

る最大飛散距離の感度は小さいことが分かる。 

を仮定していることから，実スケールでの評価を実施するには課

題があるものと考えられる。 

 

 人為的な流入境界条件（流入風速分布や流入箇所の局所的

配置等）を設定していることから，流入境界条件の影響を

受ける地表面付近の実際の竜巻風速場の再現はできてい

ないものと考えられる。 

 小規模な計算領域によるシミュレーションであり，実スケ

ールへの適用（飛散解析）の際には単純に速度を規格化し

て適用している。 

⇒ 風速の規格化の際には，時間平均の最大風速を 100m／s（風速

＋移 動速度）に設定している。Maruyama(ⅶ)によれば，瞬間的な

周方向風速は 1.7 倍程度まで大きくなる場合があり，移動速度と

合わせると最大 160m／s程度まで達するため，飛散解析の際に非

常に保守的な結果が算出されることが考えられる。 

 

⇒ 流速が早い場合には粘性の影響は小さくなる傾向となるが，

その影響については考慮していないことから，特に地表面付近に

ついては実際の風速場の再現はできていないものと考えられる。 
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・人為的な流入境界条件（流入風速分布や流入箇所の局所的配

置等）を設定していることから，流入境界条件の影響を受け

る地表面付近の実際の竜巻風速場の再現はできていないもの

と考えられる。 

・小規模な計算領域によるシミュレーションであり，実スケー

ルへの適用（飛来物評価）の際には単純に速度を規格化して
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な周方向風速は 1.7 倍程度まで大きくなる場合があり，移動

速度と合わせると最大 160m/s 程度まで達するため，飛来物評

価の際に非常に保守的な結果が算出されることが考えられ
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⇒流速が早い場合には粘性の影響は小さくなる傾向となるが，

その影響については考慮していないことから，特に地表面付

近については実際の風速場の再現はできていないものと考え

られる。 

 

（参考：フジタモデルを適用した場合の物体の飛跡） 

図 9 にフジタモデルを適用した場合におけるコンテナの飛散解

析(諸元：長さ 6m×幅 2.4m×高さ 2.6m，2300kg,CDA/m=0.0105，最

大風速 100m/s)における飛跡を示す。 

また，フジタモデルの流入層高さ Hi は，外部コア半径 Rm=30(m)

の場合，Hi＝15(m）であり，2.1 に記載のとおり他の文献(4)(6)とも

おおむね整合しているが，ここでは，その不確実性を考慮し，流

入層高さ Hi を±10%変化させた場合の飛跡も示す。 

Hi＝15(m）の際のコンテナの最大飛散距離 189.4(m)に対し，流

入層高さ Hi を± 10%変化させた場合の最大飛散距離は

183.4(m)(-3.2%)，194.7(m)(+2.8%)となり，流入層高さ Hi に対す

る最大飛散距離の感度は小さいことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は流入層

高さの感度解析につい
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第 9 図 流入層高さを変化させた場合のコンテナの飛跡（最大風

速 100m/s） 

3．各風速場モデルの比較 

各風速場モデルの特徴の比較を第 1 表に示す。また，フジタモ

デルとランキン渦モデルの風速場構造の比較を第 10 図に示す。フ

ジタモデルの風速場構造の流線は，地面付近を含め，より実際の

竜巻風速場に即した形で表現されており，地上からの物体の浮

上・飛散解析が可能となっていることがフジタモデルの大きなメ

リットとなっている。

それに対し，ランキン渦モデルは上空での水平方向風速の観点

からは比較的よく表現できると言えるものの，地上付近では実現

象と乖離しており，地上からの飛散挙動は解析するには適切でな

い。ガイドで例示されている LES で生成した風速場も，2.3 の通

り人為的な境界条件を設定していることや，小規模領域での計算

結果を定数倍して実スケールサイズの値に変換している(4)(7)こと

から，地上付近での風速場が実現象と乖離していると考えられる

ため，地上からの飛散挙動を解析するには適切でない。また，他

のモデルと比較して，フジタモデルは特に問題となるような点も

ないことから，竜巻影響評価に用いる風速場モデルとしてフジタ

モデルを選定することは妥当であると考えられる。

3. 各風速場モデルの比較

上述の各風速場モデルの特徴の比較を第 3－1表に示す。また，

フジタモデルとランキン渦モデルの風速場構造の比較を第3－1図

に示す。フジタモデルの風速場構造の流線は，地面付近を含めよ

り実際の風速場に即した形で表現されており，これがフジタモデ

ルの大きなメリットとなっている。

それに対し，ランキン渦モデルは上空での水平方向風速の観点

からは比較的よく表現できると言えるものの，地上付近では実現

象と乖離している。ＬＥＳも同様に地上付近での風速場が実現象

と乖離している。また，他のモデルと比較して，フジタモデルは

特に問題となるような点も無いことから，竜巻影響評価に用いる

風速場モデルとしてフジタモデルを選定することは妥当であると

考えられる。 

図 9  流入層高さを変化させた場合のコンテナの飛跡（最大風速

100m/s） 

3．各風速場モデルの比較 

各風速場モデルの特徴の比較を表 1 に示す。また，フジタモデ

ルとランキン渦モデルの風速場構造の比較を図 10に示す。フジタ

モデルの風速場構造の流線は，地面付近を含め，より実際の竜巻

風速場に即した形で表現されており，地上からの物体の浮上・飛

散解析が可能となっていることがフジタモデルの大きなメリット

となっている。 

それに対し，ランキン渦モデルは上空での水平方向風速の観点

からは比較的よく表現できると言えるものの，地上付近では実現

象と乖離しており，地上からの飛散挙動は解析するには適切でな

い。ガイドで例示されている LES で生成した風速場も，2.3 の通

り人為的な境界条件を設定していることや，小規模領域での計算

結果を定数倍して実スケールサイズの値に変換している(4)(7)こと

から，地上付近での風速場が実現象と乖離していると考えられる

ため，地上からの飛散挙動を解析するには適切でない。また，他

のモデルと比較して，フジタモデルは特に問題となるような点も

ないことから，竜巻影響評価に用いる風速場モデルとしてフジタ

モデルを選定することは妥当であると考えられる。
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第 1 表 各風速場モデルの特徴の比較 

 

第 10 図 フジタモデル（左）とランキン渦モデル（右）の風速

場構造の比較 

 

4．米国におけるフジタモデルの取扱い 

4.1 フジタモデルの利用実績 

米国エネルギー省（DOE：Department of Energy）が管理するエ

ネルギー関連施設等に適用する基準(8)において，竜巻飛来物速度，

飛散高さの設定にフジタモデルを用いた計算結果が使用されてい

る(9)(10)（文献(8)の D.4 節：Windborne missile criteriaspecified 

herein are based on windstorm damage documentation and 

computer simulation of missiles observed in the field. ・・・. 

Computer simulation of tornado missiles is accomplished using 

a methodology developed at Texas Tech University.）。 

 

この基準では，施設に要求される性能ごとにカテゴリ 0 から 4 

まで分類し，カテゴリ 0～2 は一般的な建築物，カテゴリ 3，4 は

核物質や危険物質を取り扱う施設に適用される。カテゴリ 3，4 に

 

 

 

    

第 3－1 図 フジタモデル（左）とランキン渦モデル（右）の風速

場の構造 

 

4. 米国におけるフジタモデルの取扱い 

4.1 フジタモデルの利用実績 

 米国エネルギー省ＤＯＥ（Department of Energy）が管理する

エネルギー関連施設等に適用する基準(ⅷ)において，竜巻飛来物速

度，飛散高さの設定にフジタモデルを用いた計算結果が使用され

ている(ⅸ)(ⅹ)（文献(８)の D.4 節：Windborne missile criteria 

specified herein are based on windstorm damage documentation 

and computer simulation of missiles observed in the 

field. ・・・. Computer simulation of tornado missiles is 

accomplished using a methodology developed at Texas Tech 

University.）。 

 この基準では，施設に要求される性能ごとにカテゴリ０から４

まで分類し，カテゴリ０から２は一般的な建築物，カテゴリ３及

び４は核物質や危険物質を取り扱う施設に適用される。カテゴリ

表 1 各風速場モデルの特徴の比較 

 

図 10 フジタモデル（左）とランキン渦モデル（右）の風速場構

造の比較 
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ネルギー関連施設等に適用する基準(8)において，竜巻飛来物速度，

飛散高さの設定にフジタモデルを用いた計算結果が使用されてい

る(9)(10)（文献(8)の D.4 節：Windborne missile criteriaspecified 

herein are based on windstorm damage documentation and 

computer simulation of missiles observed in the field. ・・・. 

Computer simulation of tornado missiles is accomplished using 

a methodology developed at Texas Tech University.）。 

 

この基準では，施設に要求される性能ごとにカテゴリ 0 から 4 

まで分類し，カテゴリ 0～2 は一般的な建築物，カテゴリ 3，4 は
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該当する施設として，Pantex Plant，Oak Ridge(X-10, K-25,Y-12)，

Savannah River Site が挙げられている。 

フジタモデルの技術的な妥当性の検証については，米国 DOE 管

轄のローレンス・リバモア国立研究所報告書(11)にてまとめられて

いる。この報告書では，フジタモデル DBT-77 を他の風速場モデル

と比較検討しており，流体力学の連続の式を満足する（Fluid 

mechanics equations of continuity are satisfied）こと，モデ

ル流況は，竜巻の映像分析で得られる流れの空間分布と整合する

（Flow patterns are consistent with the spatial distribution 

of flow observed in photogrammetric analysis of tornado 

movies）こと等を利点として挙げている。 

また，実際の事例に対するフジタモデルの検証としては，1978 

年 12 月 3 日に米国ルイジアナ州 Bossier 市で発生した F4 竜巻

による鋼製材の飛来について，フジタモデル DBT-77 で再現した事

例(9) がローレンス・リバモア国立研究所報告書(11)及び米国気象学

会論文集(12)に掲載されている。 

なお，米国 LES（Louisiana Energy Services）の濃縮施設（NEF：

National Enrichment Facility）では，上記の DOE 施設の基準に

基づき竜巻飛来物（鋼鉄パイプや木材の板等）を設定しており，

米国 NRC は当該施設に対する安全評価報告書（NUREG-1827）(13)

の中で竜巻飛来物に対する LES の竜巻設計を是認している。 

 

（Based on the review of the information concerning tornados 

and tornado-generated missiles,NRC concludes: (i) the 

information is accurate and is from reliable sources; and 

(ii)the design bases tornado-generated missiles are 

acceptable because they were determined based on an 

appropriate DOE standard. The use of a DOE standard is an 

acceptable approach to NRC staff.） 

 

4.2 NRC ガイドでの取扱い 

2.1 でも述べたとおり，フジタモデルは実際の竜巻風速場をモ

デル化したいという米国 NRC の要請を受けて考案されたものであ

るが，米国 NRC Regulatory Guide 1.76(2)では，フジタモデルにつ

いて “The NRC staff chose the Rankine combined vortex model 

for its simplicity, as compared to the model developed by T. 

３及び４に該当する施設として，Pantex Plant，Oak Ridge(X-10, 

K-25,Y-12)，Savannah River Site が挙げられている。 

 フジタモデルの技術的な妥当性の検証については，米国ＤＯＥ

管轄のローレンス・リバモア国立研究所報告書(ⅹⅰ)にてまとめら

れている。この報告書では，フジタモデルＤＢＴ-77 を他の風速場

モデルと比較検討しており，「流体力学の連続の式を満足する

（Fluid mechanics equations of continuity are satisfied）」

こと，「モデル流況は，竜巻の映像分析で得られる流れの空間分布

と整合する（Flow patterns are consistent with the spatial 

distribution of flow observed in photogrammetric analysis of 

tornado movies）」こと等を利点として挙げている。 

 また，実際の事例に対するフジタモデルの検証としては，1978

年 12 月 3日に米国ルイジアナ州 Bossier 市で発生した F4 竜巻に

よる鋼製材の飛散について，フジタモデルＤＢＴ-77 で再現した事

例(９)がローレンス・リバモア国立研究所報告書(１１)及び米国気象

学会論文集(ⅹⅱ)に掲載されている。 

 なお，米国ＬＥＳ（Louisiana Energy Services）の濃縮施設Ｎ

ＥＦ（National Enrichment Facility）では，上記のＤＯＥ施設

の基準に基づき竜巻飛来物（鋼製パイプや木材の板等）を設定し

ており，米国ＮＲＣは当該施設に対する安全評価報告書（ＮＵＲ

ＥＧ-1827）(ⅹⅲ)の中で竜巻飛来物に対するＬＥＳの設計を是認し

ている。 

（“Based on the review of the information concerning tornados 

and tornado-generated missiles, NRC concludes: (ⅰ) the 

information is accurate and is from reliable sources; and (ⅱ) 

the design bases tornado-generated missiles are acceptable 

because they were determined based on an appropriate DOE 

standard. The use of a DOE standard is an acceptable approach 

to NRC staff.”） 

 

4.2 ＮＲＣガイドでの取扱い 

 2.1 節でも述べた通り，フジタモデルは実際の竜巻風速場をモデ

ル化したいという米国ＮＲＣの要請を受けて考案されたものであ

るが，米国ＮＲＣの Regulatory Guide 1.76(１)では，フジタモデ

ルについて“The NRC staff chose the Rankine combined vortex 

model for its simplicity, as compared to the model developed 

該当する施設として，Pantex Plant，Oak Ridge(X-10, K-25,Y-12)，

Savannah River Site が挙げられている。 

フジタモデルの技術的な妥当性の検証については，米国 DOE 管

轄のローレンス・リバモア国立研究所報告書(11)にてまとめられて

いる。この報告書では，フジタモデル DBT-77 を他の風速場モデル

と比較検討しており，流体力学の連続の式を満足する（Fluid 

mechanics equations of continuity are satisfied）こと，モデ

ル流況は，竜巻の映像分析で得られる流れの空間分布と整合する

（Flow patterns are consistent with the spatial distribution 

of flow observed in photogrammetric analysis of tornado 

movies）こと等を利点として挙げている。 

また，実際の事例に対するフジタモデルの検証としては，1978 

年 12 月 3 日に米国ルイジアナ州 Bossier 市で発生した F4 竜巻

による鋼製材の飛来について，フジタモデル DBT-77 で再現した事

例(9) がローレンス・リバモア国立研究所報告書(11)及び米国気象学

会論文集(12)に掲載されている。 

なお，米国 LES（Louisiana Energy Services）の濃縮施設（NEF：

National Enrichment Facility）では，上記の DOE 施設の基準に

基づき竜巻飛来物（鋼鉄パイプや木材の板等）を設定しており，

米国 NRC は当該施設に対する安全評価報告書（NUREG-1827）(13)

の中で竜巻飛来物に対する LES の竜巻設計を是認している。 

 

（Based on the review of the information concerning tornados 

and tornado-generated missiles,NRC concludes: (i) the 

information is accurate and is from reliable sources; and 

(ii)the design bases tornado-generated missiles are 

acceptable because they were determined based on an 

appropriate DOE standard. The use of a DOE standard is an 

acceptable approach to NRC staff.） 

 

4.2 NRC ガイドでの取扱い 

2.1 でも述べたとおり，フジタモデルは実際の竜巻風速場をモ

デル化したいという米国 NRC の要請を受けて考案されたものであ

るが，米国 NRC Regulatory Guide 1.76(2)では，フジタモデルにつ

いて “The NRC staff chose the Rankine combined vortex model 

for its simplicity, as compared to the model developed by T. 
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Fujita (Ref. 7).”と述べられており，単に数式の簡易さを理由

にランキン渦モデルが選定されている。また，NRC スタッフ自身

で水平方向の飛来物速度（Simiu らの運動方程式(3)）を計算する

プログラムを開発している(The NRC staff developed a computer 

program to calculate the maximum horizontal missile speeds by 

solving these equations.)ことが明記されている。 

したがって，米国 NRC ガイドでランキン渦モデルが採用されて

いるのは，フジタモデルより簡易であるという理由が主であり，

竜巻風速場としての優劣を指摘されたものではない。 

 

（参考）米国におけるランキン渦モデル以外の風速場モデルの

利用実績 

米国 NRC では，竜巻防護対策の追加を検討しているプラントに

対し，確率論的竜巻飛来物評価手法 TORMIS の利用を承認してい

る。 

TORMIS は，米国の EPRI で開発され，原子力発電所の構造物・

機器への竜巻飛来物の衝突・損傷確率を予測する計算コードであ

り，同コードでは，ランキン渦モデル以外の風速場モデル（統合

風速場モデル）が利用されていることから，米国 NRC においても，

ランキン渦モデル以外の風速場モデルが認められていないわけで

はない。 

 

5．飛来物評価における不確定性の考慮 

前節まででは，フジタモデルの風速場を適用することの妥当性

について述べてきた。フジタモデルの風速場を適用することで，

より現実的な竜巻影響評価を行うことが可能と考えられるが，一

方で，実際の竜巻による物体の飛散挙動の不確定性についても考

慮する必要がある。 

本節では，フジタモデルの特長である地上からの飛散挙動に関

する不確定性や，竜巻が物体と衝突する際の竜巻風速に関する不

確定性等について，飛来物評価の中でどのように考慮しているか

を説明する。 

 

 

5.1 物体の浮上・飛来モデルにおける不確定性の考慮 

本評価における物体の浮上・飛来モデルの考え方と，その中で

by T. Fujita.”と述べられており，数式の簡易さを理由にランキ

ン渦モデルが選定されている。また，ＮＲＣスタッフ自身で水平

方向の飛散速度（Simiu らの運動方程式(２)）を計算するプログラ

ムを開発している(“The NRC staff developed a computer program 

to calculate the maximum horizontal missile speeds by solving 

these equations.”)ことが明記されている。 

 したがって，米国ＮＲＣガイドでランキン渦モデルが採用され

ているのは，フジタモデルより簡易であるという理由が主であり，

竜巻風速場としての優劣を指摘されたものではない。 

 

（参考）米国におけるランキン渦モデル以外の風速場モデルの利

用実績 

 米国ＮＲＣでは，竜巻防護対策の追加を検討しているプラント

に対し，確率論的竜巻飛来物評価手法ＴＯＲＭＩＳの利用を承認

している。 

 ＴＯＲＭＩＳは，米国のＥＰＲＩで開発された原子力発電所の

構造物，機器への竜巻飛来物の衝突及び損傷確率を予測する計算

コードであり，同コードでは，ランキン渦モデル以外の風速場モ

デル（統合風速場モデル）が利用されている。（米国ＮＲＣにおい

ても，ランキン渦モデル以外の風速場モデルが認められていない

わけではない） 

 

5. 飛散解析における保守性の考慮 

 前節までに述べてきたとおり，フジタモデルの風速場を適用す

ることで，より現実的な竜巻影響評価を行うことが可能と考えら

れるが，一方で，実際の竜巻による物体の飛散挙動の保守性につ

いても考慮する必要がある。 

 

 本節では，フジタモデルを用いた地上からの飛散挙動解析に関

する保守性や，物体が竜巻に晒される際の風速に関する不確定性

等について，飛散解析の中でどのように考慮しているかについて

説明する。 

 

 

5.1 物体の浮上，飛散モデルにおける保守性の考慮 

 本評価における物体の浮上・飛散モデルの考え方と，その中で

Fujita (Ref. 7).”と述べられており，単に数式の簡易さを理由

にランキン渦モデルが選定されている。また，NRC スタッフ自身で

水平方向の飛来物速度（Simiu らの運動方程式(3)）を計算するプ

ログラムを開発している(The NRC staff developed a computer 

program to calculate the maximum horizontal missile speeds by 

solving these equations.)ことが明記されている。 

したがって，米国 NRC ガイドでランキン渦モデルが採用されて

いるのは，フジタモデルより簡易であるという理由が主であり，

竜巻風速場としての優劣を指摘されたものではない。 

 

（参考）米国におけるランキン渦モデル以外の風速場モデルの利

用実績 

米国 NRC では，竜巻防護対策の追加を検討しているプラントに

対し，確率論的竜巻飛来物評価手法 TORMIS の利用を承認してい

る。 

TORMIS は，米国の EPRI で開発され，原子力発電所の構造物・

機器への竜巻飛来物の衝突・損傷確率を予測する計算コードであ

り，同コードでは，ランキン渦モデル以外の風速場モデル（統合

風速場モデル）が利用されていることから，米国 NRC においても，

ランキン渦モデル以外の風速場モデルが認められていないわけで

はない。 

 

5．飛来物評価 

前節まででは，フジタモデルの風速場を適用することの妥当性

について述べてきた。フジタモデルの風速場を適用することで，

より現実的な竜巻影響評価を行うことが可能と考えられるが，一

方で，実際の竜巻による風速場や物体の飛散挙動の不確定性につ

いても考慮する必要がある。 

本節では，地表面付近の風速場，フジタモデルの特長である地

上からの飛散挙動及び竜巻が物体と衝突する際の竜巻風速に関す

る不確定性等について，飛来物評価の中でどのように考慮してい

るかを説明する。 

 

 

5.1 物体の浮上・飛来モデルにおける不確定性の考慮 

本評価における物体の浮上・飛来モデルの考え方と，その中で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根 2 号炉はフジタ

モデルの地表面付近の

風速場に関する不確定

性についても記載して

いる 
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保守性の観点から評価上考慮している点について説明する。 

(1)物体の揚力の計算式 

物体が空中にある場合，物体に作用する力は，ガイドの飛来物

運動モデル(3)(4)と同様に，飛来物は第 11-1 図のようにランダムに

回転しているものとし，平均的な抗力(流れの速度方向に平行な

力) FD と重力のみが作用する飛行モデルを採用している。 

 

一方，物体が地面に置かれている場合や地面に近い場合は，地

面効果による揚力（次頁参照）を考慮している(14)。具体的には，

物体の形状が流れ方向の軸に関して対称であっても，第 11-2 図に

示すように地面の存在により流れが非対称になり，物体上部の圧

力が低くなることで物体を浮上させる駆動力が生じることから，

これを揚力 FL として考慮する。 

 

 

第 11-1 図 空中で飛来物へ  第 11-2 図 地面付近で飛来物へ 

     作用する力           作用する力 

 

このような揚力 FL は地面での揚力係数 CL，地上での物体の見附

面積（風向方向から見た投影面積）a を用いて，以下のように表

される(15)。 

 

ただし，ρ は空気密度，VM は飛来物の速度ベクトル，Vw は風

速ベクトル，|＊|x,y は＊の x,y 成分（水平成分）の大きさを表

す。 

 

（参考）地上の物体における地面効果による揚力について 

物体や地面は完全な滑面ではなく，凹凸を有しているため，完

全接触と非接触の領域に区別される。物体の地面への投影面積を A 

とし，物体と地面の完全接触面積を s とした場合，無風時（第 12 

図の左）は物体が流体に接する全表面で圧力は一定（p0）とみな

保守性の観点から考慮している点について説明する。 

(1) 物体の揚力の計算式 

 物体が空中にある場合，物体に作用する力は，「竜巻影響評価ガ

イド」の飛来物運動モデル(２)(３)と同様に，飛来物は第 5.1－1 図

(a)のようにランダムに回転しているものとし，平均的な抗力(流

れの速度方向に平行な力)ＦＤと重力のみが作用する飛行モデルを

採用している。 

 一方，物体が地面に置かれている場合や地面に近い場合は，地

面効果による揚力を考慮している(ⅹⅳ)。具体的には，物体の形状

が流れ方向の軸に関して対称であっても，第 5.1－1 図(b)に示す

ように地面の存在により流れが非対称になり，物体上部の圧力が

低くなることで物体を浮上させる駆動力が生じることから，これ

を揚力ＦＬとして考慮する。 

(a)空中          (b)地表付近 

第 5.1－1図 物体へ作用する力 

  

このような揚力ＦＬは，地表付近での揚力係数ＣＬ及び物体の見付

面積（風向方向から見た投影面積）aを用いて，以下のように表さ

れる。 

2

yx,LL aρC
2

1
F MW VV 

 (7) 

 ここで，ρは空気密度，ＶＭは飛来物の速度ベクトル，ＶＷは風

速ベクトル，|α｜x,yはベクトルαの x,y 成分（水平成分）の大き

さを表す。 

 

（参考）地上の物体における地面効果による揚力について 

 物体や地面は完全な滑面ではなく凹凸を有しているため，完全

接触と非接触の領域に区別される。物体の地面への投影面積をＡ

とし，物体と地面の完全接触面積をｓとした場合，無風時（第 5.1

－2 図の(a)）は物体が流体に接する全表面で圧力は一定（ｐ０）

保守性の観点から評価上考慮している点について説明する。 

(1)物体の揚力の計算式 

物体が空中にある場合，物体に作用する力は，ガイドの飛来物

運動モデル(3)(4)と同様に，物体は図 11-1 のようにランダムに回転

しているものとし，平均的な抗力(流れの速度方向に平行な力) FD 

と重力のみが作用する飛行モデルを採用している。 

 

一方，物体が地面に置かれている場合や地面に近い場合は，地

面効果による揚力（次頁参照）を考慮している(14)。具体的には，

物体の形状が流れ方向の軸に関して対称であっても，図 11-2 に示

すように地面の存在により流れが非対称になり，物体上部の圧力

が低くなることで物体を浮上させる駆動力が生じることから，こ

れを揚力 FL として考慮する。 

 

 

図 11-1 空中で物体へ  図 11-2 地面付近で物体へ 

     作用する力           作用する力 

 

このような揚力 FL は地面での揚力係数 CL，地上での物体の見附

面積（風向方向から見た投影面積）a を用いて，以下のように表

される(15)。 

2

yx,LL aρC
2

1
F MW VV     (6) 

ただし，ρ は空気密度，VM は物体の速度ベクトル，Vw は風速

ベクトル，|＊|x,y は＊の x,y 成分（水平成分）の大きさを表す。 

 

 

（参考）地上の物体における地面効果による揚力について 

物体や地面は完全な滑面ではなく，凹凸を有しているため，完

全接触と非接触の領域に区別される。物体の地面への投影面積を A 

とし，物体と地面の完全接触面積を s とした場合，無風時（図 12

の左）は物体が流体に接する全表面で圧力は一定（p0）とみなせ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ

ＶＷ 
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せるため，鉛直方向（上向き）に作用する揚力 FL0 は，以下で与

えられる。 

吸盤のように完全に地面に密着している場合は s=A となるた

め，大気圧 p0 に投影面積 A を乗じた力が下向きに作用し，物体

と地面の間に僅かに空隙が生じる場合には，大気圧 p0 に完全接触

面積 s を乗じた力が下向きに作用することになるため，いずれの

場合においても揚力は発生しないことが分かる。 

一方，竜巻通過時（第 12 図の右）の物体に圧力差に伴う流体力

が作用（簡単のため上面での圧力 p1，下面での圧力 p2 と仮定）す

る場合，鉛直方向の流体力 FL は，以下で与えられる（圧力分布が

ある任意形状の物体についても圧力の表面積分を用いれば同様に

計算は可能）。 

吸盤のように完全に地面に密着している場合は s=A となるた

め，上面の圧力 p1 に投影面積 A を乗じた力が下向きに作用する

が，物体と地面の間に僅かに空隙が生じる場合には，地面と物体

の接触状態によっては上向きの力が発生することがある。実際に

は，地面と物体の接触状態を確認することは難しいことから，本

評価においては，保守的に地上における物体に揚力が作用するこ

ととしている。 

第 12 図 部分的に地面に接する物体に作用する力 

（左：無風時，右：強風時，R0，R：無風時，強風時における垂

直抗力） 

(2)揚力係数の設定

と見なせるため，鉛直方向（上向きを正とする）に作用する揚力

ＦＬＯは以下で与えられる。 

  spsApApFL0 000 
(8) 

ここで，0＜ｓ≦Ａであることから，ＦＬ０は負の値となり，揚力は

発生しないことが分かる。 

 一方，竜巻通過時（第 5.1－2 図の(b)）の物体に圧力差に伴う

流体力が作用（簡単のため上面での圧力をｐ１，下面での圧力をｐ

２と仮定）する場合，鉛直方向の流体力ＦＬは以下で与えられる（圧

力分布がある任意形状の物体についても，圧力の表面積分を用い

れば同様に計算可能）。 

 sApApFL  21 (9) 

 吸盤の様に完全に地面に密着している場合はｓ=Ａとなるため，

上面の圧力ｐ１に投影面積Ａを乗じた力が下向きに作用するが，物

体と地面の間に僅かに空隙が生じる場合には，地面と物体の接触

状態によっては上向きの力が発生することがある。 

 実際には，地面と物体の接触状態を確認することは難しいこと

から，本評価においては，保守的に地上における物体に揚力が作

用することとしている。 

(a)無風時 (b)強風時 

第 5.1－2図 部分的に地面に接する物体に作用する力 

(2) 揚力係数の設定

るため，鉛直方向（上向き）に作用する揚力 FL0 は，以下で与え

られる。 

  spsApApFL0 000 
  (7) 

吸盤のように完全に地面に密着している場合は s=A となるた

め，大気圧 p0 に投影面積 A を乗じた力が下向きに作用し，物体

と地面の間に僅かに空隙が生じる場合には，大気圧 p0 に完全接触

面積 s を乗じた力が下向きに作用することになるため，いずれの

場合においても揚力は発生しないことが分かる。 

一方，竜巻通過時（図 12の右）の物体に圧力差に伴う流体力が

作用（簡単のため上面での圧力 p1，下面での圧力 p2 と仮定）する

場合，鉛直方向の流体力 FL は，以下で与えられる（圧力分布があ

る任意形状の物体についても圧力の表面積分を用いれば同様に計

算は可能）。 

 sApApFL  21 (8) 

吸盤のように完全に地面に密着している場合は s=A となるた

め，上面の圧力 p1 に投影面積 A を乗じた力が下向きに作用する

が，物体と地面の間に僅かに空隙が生じる場合には，地面と物体

の接触状態によっては上向きの力が発生することがある。実際に

は，地面と物体の接触状態を確認することは難しいことから，本

評価においては，保守的に地上における物体に揚力が作用するこ

ととしている。 

図 12 部分的に地面に接する物体に作用する力 

（左：無風時，右：強風時，R0，R：無風時，強風時における垂

直抗力） 

(2)揚力係数の設定

ＶDＦ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

VD(= R

㎎ 

R

㎎

p=p1

p=p2

p=p

p=p
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(6)式の CLa は風洞実験から求められる値であるが，実験条件

（風を受ける方向等）により様々な値を取り得るため，それを包

含するような係数を設定することが望ましい。 

本評価では，条件によらず保守性を確保できるよう，CLa に代

わり以下で定義される抗力係数と見附面積の積の平均値 CDA を用

いることとする。 

ここで，CDx は空中での x 軸方向流れに対する抗力係数，Ax は

x 軸方向流れに対する見附面積であり，その他も同様である。 

飛来物の運動モデルを第 13 図に示す。上記(9)式の考え方は，

第 13 図に当てはめ整理すると以下のとおり。 

・物体がある程度浮き上がった後の状態（第 13 図の状態 B）で

あれば，物体はランダム回転し，物体各面に均等に風を受け

るものと考えられること。

・物体が地面に置かれた状態（第 13 図の状態 A）から，実際に

浮き上がる際には，物体の上面や下面での圧力が均一ではな

く，傾きながら浮き上がるようなことも考えられるが，この

ような挙動を理論的に評価することは難しい。そのため，こ

れに準ずる方法として，評価に用いる係数は，地面から浮か

せた状態で実測された CLa のうち，物体が地面に置かれた状

態（第 13 図の状態 A）にできる限り近い場合の値よりも大き

な係数を用いることで，保守性は確保できると考えられるこ

と。

・物体が地面に置かれた状態（第 13 図の状態 A）と物体がある

程度浮き上がった状態（第 13 図の状態 B）での評価にて，共

通の係数を用いることは，地上からの物体浮上・飛散評価に

おける実用性の観点からも望ましいこと。

 (7)式のＣＬa は風洞実験から求められる値であるが，実験条件

（風を受ける方向等）により様々な値を取り得るため，それを包

含するような係数を設定することが望ましい。本評価では，条件

によらず保守性を確保できるよう，ＣＬa に代わり，以下で定義さ

れる抗力係数と見付面積の積の平均値ＣＤＡを用いることとする。 

 
xzDzyDyxDxD ACACACAC 

3

1

(10) 

ここで，ＣＤｉは空中でのⅰ軸方向流れに対する抗力係数，Ａｉは

ⅰ軸方向流れに対する見付面積を示す。 

 物体の運動モデルを第 5.1－3 図に示す。上述のＣＬa をＣＤＡで

代用する考え方を本図に基づき整理すると，以下のとおりとなる。 

・物体がある程度浮き上がった後の状態(Ｂ)であれば，物体はラ

ンダムに回転し，物体各面に均等に風を受けるものと考えられ

る。 

・物体が地面に置かれた状態(Ａ)から浮き上がる場合，実際には

物体の上面や下面での圧力が均一ではなく，傾きながら浮き上

がるようなことも考えられるが，このような挙動を理論的に評

価することは難しい。そのため，これに準ずる方法として，地

面から浮かせた状態で実測されたＣＬa のうち，物体が地面に置

かれた状態(Ａ)にできる限り近い場合の値よりも大きな係数Ｃ

ＤＡを用いることで，保守性は確保できると考えられる（「ＣＤ

Ａ＞ＣＬa」となることの説明は後述）。 

・物体が地面に置かれた状態(Ａ)と物体がある程度浮き上がった

状態(Ｂ)での評価にて共通の係数を用いることは，地上からの物

体浮上及び飛散解析における実用性の観点からも望ましい。 

 物体の飛散解析におけるモデル化の基本的な考え方は，地面に

おける揚力係数ＣＬ見付面積 aの積ＣＬa をより大きな値で置き換

えて，浮上現象を保守的に評価できるようにすることであり，こ

の保守的な代用値としてＣＤＡの利用が適切であることを以下に

説明する。 

(6)式の CLa は風洞実験から求められる値であるが，実験条件

（風を受ける方向等）により様々な値を取り得るため，それを包

含するような係数を設定することが望ましい。 

本評価では，条件によらず保守性を確保できるよう，CLa に代

わり以下で定義される抗力係数と見附面積の積の平均値 CDA を用

いることとする。 

 
zDzyDyxDxD ACACACAC 

3

1
(9) 

ここで，CDx は空中での x 軸方向流れに対する抗力係数，Ax は

x 軸方向流れに対する見附面積であり，その他も同様である。 

物体の運動モデルを図 13 に示す。上記(9)式の考え方は，図 13

に当てはめ整理すると以下のとおり。 

・物体がある程度浮き上がった後の状態（図 13 の状態 B）であ

れば，物体はランダム回転し，物体各面に均等に風を受ける

ものと考えられること。

・物体が地面に置かれた状態（図 13 の状態 A）から，実際に浮

き上がる際には，物体の上面や下面での圧力が均一ではなく，

傾きながら浮き上がるようなことも考えられるが，このよう

な挙動を理論的に評価することは難しい。そのため，これに

準ずる方法として，評価に用いる係数は，地面から浮かせた

状態で実測された CLa のうち，物体が地面に置かれた状態（図

13 の状態 A）にできる限り近い場合の値よりも大きな係数を

用いることで，保守性は確保できると考えられること。

・物体が地面に置かれた状態（図 13 の状態 A）と物体がある程

度浮き上がった状態（図 13 の状態 B）での評価にて，共通の

係数を用いることは，地上からの物体浮上・飛散評価におけ

る実用性の観点からも望ましいこと。
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第 13 図 飛来物の運動モデルの模式図 

（Ａ：地面上，Ｂ：Z<3d の高度範囲，Ｃ：Z>3d の高度範囲，

ただし，Z=z-d/2，d：物体高さ） 

 

 

 

 

物体の飛散解析におけるモデル化の基本的な考え方は，地面に

おける揚力係数 CL と見附面積a の積 CLa をより大きな値で置き

換えて，浮上現象を保守的に評価できるようにすることであり，

この保守的な代用値として飛行定数 CDA/m と同類の CDA の利用

が適切であることを以下で説明する。 

物体が風速 U を受ける場合の揚力係数 CL は，一般にその定義

により揚力 FL と以下の関係にある。 

 

これを変形すると，CLa=2FL/ρU2 となり，風速，風向及び物体

の向きが一定であれば，揚力 FL 及び速度圧 q=1/2ρU2 は見附面

積 a の取り方には無関係の物理量であるので，CLa も見附面積 a 

の取り方（風向投影面積や揚力方向投影面積）に依存しないこと

が分かる。 

一方，同じ風速 U が同じ物体に作用する場合であっても，地面

に置かれた物体の向きと風向の関係によって積 CLa は変化する。

（例えば，円柱の長手方向と風向が平行な場合の揚力は小さい

が，直角の場合には最大となる） 

そこで，典型的な塊状物体・柱状物体・板状物体が地面に置か

れた場合の CLa の最大値（又は，それに近い値）の実測結果と物

体の幾何学形状のみで決定される CDA の値を比較する。（第 2 表） 

 

第 5.1－3図 物体の運動モデルの模式図 

 

 物体が風速Ｕを受ける場合の揚力係数ＣＬは，一般にその定義に

より揚力ＦＬと以下の関係にある。 
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ここで，典型的な塊状物体，柱状物体及び板状物体が地面に置

かれた場合のＣＬa の最大値（又はそれに近い値）の実測結果と，

物体の幾何学形状のみで決定されるＣＤＡの値を比較した。（第5.1

 

図 13 物体の運動モデルの模式図 

（Ａ：地面上，Ｂ：Z<3d の高さの範囲，Ｃ：Z>3d の高さの範

囲，ただし，Z=z-d/2，d：物体高さ） 

 

 

 

 

物体の飛散解析におけるモデル化の基本的な考え方は，地面に

おける揚力係数 CL と見附面積a の積 CLa をより大きな値で置き

換えて，浮上現象を保守的に評価できるようにすることであり，

この保守的な代用値として飛行定数 CDA/m と同類の CDA の利用

が適切であることを以下で説明する。 

物体が風速 U を受ける場合の揚力係数 CL は，一般にその定義

により揚力 FL と以下の関係にある。 

aCUF LL

2

2

1


   (10) 

これを変形すると，CLa=2FL/ρU2 となり，風速，風向及び物体

の向きが一定であれば，揚力 FL 及び速度圧 q=1/2ρU2 は見附面

積 a の取り方には無関係の物理量であるので，CLa も見附面積 a 

の取り方（風向投影面積や揚力方向投影面積）に依存しないこと

が分かる。 

一方，同じ風速 U が同じ物体に作用する場合であっても，地面

に置かれた物体の向きと風向の関係によって積 CLa は変化する。

（例えば，円柱の長手方向と風向が平行な場合の揚力は小さい

が，直角の場合には最大となる） 

そこで，典型的な塊状物体・柱状物体・板状物体が地面に置か

れた場合の CLa の最大値（又は，それに近い値）の実測結果と物

体の幾何学形状のみで決定される CDA の値を比較する。（表 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

736



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

第 2 表より，CDA>CLa の関係が成立しており，CLa の代用とし

て CDA の利用が適切であることが確認できる。なお，CDA は各方

向の抗力係数と見附面積の積の平均値であり，例えば，一辺 d の

立方体では CDA=2d
2，一辺 d の平板では CDA=0.66d

2 となる。両者

には約 3 倍の違いがあるが，いずれの場合も実際の CLa 値より

も大きな値であり，揚力の評価モデルとして CLa 値の代わりに

CDA を用いることで保守性は確保できる。 

また，以上の揚力のモデル化の説明は浮上時（第 13 図の状態

A）に対するものであるが，この揚力が物体高さの 3 倍までの飛

散高度の範囲で連続的に低減するように作用するようにモデル

化しており，第 13 図の状態 A, B, C の全領域で揚力の連続性が

確保されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－1 表） 

 同表より，「ＣＤＡ＞ＣＬa」の関係が成立しており，揚力の評価

モデルとしてＣＬa の代わりにＣＤＡを用いることで保守性は確保

できる。 

  

 

 

また，以上の揚力のモデル化の説明は浮上時（第 5.1－3 図Ａ）

に対するものであるが，この揚力が物体高さの 3倍までの飛散高

度の範囲で連続的に低減するように作用するようにモデル化して

おり，第 5.1－3 図の状態Ａ,Ｂ及びＣの全領域で揚力の連続性が

確保されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 より，CDA>CLa の関係が成立しており，CLa の代用として

CDA の利用が適切であることが確認できる。なお，CDA は各方向

の抗力係数と見附面積の積の平均値であり，例えば，一辺 d の立

方体では CDA=2d
2，一辺 d の平板では CDA=0.66d

2 となる。両者に

は約 3 倍の違いがあるが，いずれの場合も実際の CLa 値よりも

大きな値であり，揚力の評価モデルとして CLa 値の代わりに CDA 

を用いることで保守性は確保できる。 

また，以上の揚力のモデル化の説明は浮上時（図 13 の状態 A）

に対するものであるが，この揚力が物体高さの 3 倍までの高さの

範囲で連続的に低減するように作用するようにモデル化してお

り，図 13 の状態 A, B, C の全領域で揚力の連続性が確保されて

いる。 
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第 2 表 主な物体の CDA と地面に置かれた物体の CLa（実測値）

の大小関係(1/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 主な物体の CDA と地面に置かれた物体の CLa（実測値）の

比較 
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第 2 表 主な物体の CDA と地面に置かれた物体の CLa（実測値）

の大小関係(2/2) 
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(3)設定した揚力係数の適用性の確認 

地面における揚力係数 CL と見附面積 a の積 CLa が，飛行定数

CDA/m と同類の CDA で代用できることについて，第 2 表における

CLa（実測値）が竜巻における飛来物の飛散解析に適用可能であ

ることについて，レイノルズ数の観点から確認を行う。 

第2 表の各文献中の実験でのレイノルズ数Re は同表の備考欄

に示すとおり，104 から 106 のオーダーにある。 

ここで，実物の自動車（Dodge Dart：長さ 16.7 ft. ，幅 5.8 ft.，

高さ 4.3 ft.）では風速を 30 mph（13m/s）から 120 mph（54m/s）

まで変化させてレイノルズ数の影響を調べた結果，風速は各空力

係数に対して顕著な影響がないことが確認されている(16)。これ

は，剥離点が物体角部等に固定されてレイノルズ数にほとんど依

存しないためであり，このような特性を有する立方体等について

もレイノルズ数依存性はないものと考えられる。 

一方，円柱周りの流れのように剥離点が曲面上にある場合につ

いては，第 14 図に示すようにレイノルズ数 Re が変化すると，

剥離点が移動し，抗力係数等が変化することが知られている。第

2 表の EPRI の円柱の風洞試験結果(16)は Re=1.3×106 の高レイ

ノルズ数条件で得られたものであり，竜巻中の円柱状の飛来物の

レイノルズ数範囲に入るものと考えられる（例えば，相対風速

92m/s の直径 0.1m のパイプのレイノルズ数は Re=6.0×105 程

度）。また，電力中央研究所我孫子地区内の吹出式開放型風洞（吹

出口寸法：高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0～16.5m/s）において

も，壁（地面）近くに設置した円柱（直径 100mm×模型長 1000mm）

を対象として，Re=3.0×104 から 1.0×105 程度までの揚力係数

の測定試験が行われている。 

EPRI の風洞試験と電力中央研究所の風洞試験には，レイノル

ズ数条件に大きな違いがあるが，第 15 図に示すとおり風洞試験

で得られた円柱揚力係数に顕著な相違は認められない。 

以上より，地面における各物体の揚力係数 CL と見附面積 a の

積 CLa はレイノルズ数にほとんど依存せず，第 2 表に示す風洞

試験結果に基づくモデル化は妥当であると考えられる。 

(3) 設定した揚力係数の適用性の確認 

 第 5.1－1 表におけるＣＬa（実測値）が竜巻における物体の飛散

解析に適用可能であることについて，レイノルズ数の観点から確

認を行った。 

 

 第 5.1－1 表の各文献中の実験におけるレイノルズ数は，同表の

備考欄に示すとおり，10４～10６の範囲にある。 

 ここで，実物の自動車（Dodge Dart：長さ 16.7ft.，幅 5.8ft.，

高さ 4.3ft.）では風速を 30mph（13m／s）～120mph（54m／s）ま

で変化させてレイノルズ数の影響を調べた結果，風速は各空力係

数に対して顕著な影響がないことが確認されている(１５)。これは，

剥離点が物体角部等に固定されてレイノルズ数にほとんど依存し

ないためであり，このような特性を有する立方体等についてもレ

イノルズ数依存性はないものと考えられる。 

 一方，円柱周りの流れのように剥離点が曲面上にある場合につ

いては，第 5.1－4図に示すように，レイノルズ数が変化すると剥

離点が移動し，抗力係数等が変化することが知られている。第 5.1

－1表のＥＰＲＩの円柱の風洞試験結果(１５)はRe=1.3×10６の高レ

イノルズ数条件で得られたものであり，竜巻中の円柱状の飛来物

のレイノルズ数範囲に入るものと考えられる（例えば，相対風速

92m／sの直径0.1mのパイプのレイノルズ数は6×10５程度）。また，

電力中央研究所の吹出式開放型風洞（吹出口寸法：高さ 2.5m×幅

1.6m，風速：3.0m／s～16.5m／s）においても，壁（地面）近くに

設置した円柱（直径 100mm×模型長 1000mm）を対象として，Re=3

×10４～1×10５程度までの揚力係数の測定試験が行われている。 

 

 ＥＰＲＩの風洞試験と電力中央研究所の風洞試験にはレイノル

ズ数条件に大きな違いがあるが，第 5.1－5図に示すとおり，風洞

試験で得られた円柱揚力係数に顕著な相違は認められない。 

 以上より，地面における各物体の揚力係数ＣＬと見付面積 aの積

ＣＬa はレイノルズ数にほとんど依存せず，第 5.1－1 表に示す風

洞試験結果に基づくモデル化は妥当であると考えられる。 

 

 

 

 

(3)設定した揚力係数の適用性の確認 

地面における揚力係数 CL と見附面積 a の積 CLa が，飛行定数

CDA/m と同類のCDA で代用できることについて，表2におけるCLa

（実測値）が竜巻における物体の飛散解析に適用可能であること

について，レイノルズ数の観点から確認を行う。 

表 2 の各文献中の実験でのレイノルズ数 Re は同表の備考欄に

示すとおり，104 から 106 のオーダーにある。 

ここで，実物の自動車（Dodge Dart の諸元：長さ 16.7 ft. ，

幅 5.8 ft.，高さ 4.3 ft.）では風速を 30 mph（13m/s）から 120 

mph（54m/s）まで変化させてレイノルズ数の影響を調べた結果，

風速は各空力係数に対して顕著な影響がないことが確認されて

いる(16)。これは，剥離点が物体角部等に固定されてレイノルズ数

にほとんど依存しないためであり，このような特性を有する立方

体等についてもレイノルズ数依存性はないものと考えられる。 

一方，円柱周りの流れのように剥離点が曲面上にある場合につ

いては，図 14に示すようにレイノルズ数 Re が変化すると，剥離

点が移動し，抗力係数等が変化することが知られている。表 2の

EPRI の円柱の風洞試験結果(16)は Re=1.3×106 の高レイノルズ数

条件で得られたものであり，竜巻中の円柱状の飛来物のレイノル

ズ数範囲に入るものと考えられる（例えば，相対風速 92m/s の直

径 0.1m のパイプのレイノルズ数は Re=6.0×105 程度）。また，

電力中央研究所我孫子地区内の吹出式開放型風洞（吹出口寸法：

高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0～16.5m/s）においても，壁（地

面）近くに設置した円柱（直径 100mm×模型長 1000mm）を対象と

して，Re=3.0×104 から 1.0×105 程度までの揚力係数の測定試

験が行われている。 

EPRI の風洞試験と電力中央研究所の風洞試験には，レイノル

ズ数条件に大きな違いがあるが，図 15 に示すとおり風洞試験で

得られた円柱揚力係数に顕著な相違は認められない。 

以上より，地面における各物体の揚力係数 CL と見附面積 a の

積 CLa はレイノルズ数にほとんど依存せず，表 2に示す風洞試験

結果に基づくモデル化は妥当であると考えられる。 
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第 14 図 可視化した円柱周りの流れ 

（左：Re≒4.0×104，右：Re≒2.0×105） 

第 15 図 （左）電力中央研究所の風洞試験 

 （Re=3.0×104～1.0×105）と（右）EPRI の風洞試験(16)（Re=1.3

×106）で得られた円柱揚力係数 

(4)揚力の高さ依存性

この地面効果による揚力は高さとともに減衰するので，既往の

風洞実験の結果(16)(23)を考慮して，物体高さ d の物体にかかる揚

力は，物体底面が地面から 3d の高度であるとき消滅すると仮定

する。 

具体的には，地面から z の距離（高度）にある物体に作用する

揚力加速度 L を以下の関数形でモデル化する。（Z：物体底面の高

度（＝z－d/2）） 

ただし，f(Z/d)は，EPRI の風洞実験結果(16)(23)を参考に，以下

の反比例式とする。 

(a)Re≒4×104 (b)Re≒2×105

第 5.1－4図 可視化した円柱まわりの流れ(ⅹⅴ) 

  (a)電力中央研究所  (b)ＥＰＲＩ 

（Re=3×10４～1×10５） （Re=1.3×10６）(１５) 

第 5.1－5図 風洞実験による円柱の揚力係数 

(4) 揚力の高さ依存性

 地面効果による揚力は物体の上昇とともに減衰するので，既往

の風洞実験の結果(１５)(ⅹⅵ)を考慮して，高さ寸法ｄの物体に働く揚

力は，物体底面の高度が地面から 3ｄとなった時に消滅すると設定

した。 

 具体的には，底面が地面からＺの距離（高度）にある物体に作

用する揚力加速度Ｌを以下の関数形でモデル化した。 

 dZf
m

AC
ρ

2

1
L

2

yx,

D
MW VV 

(11) 

 f(Z/d)は，ＥＰＲＩの風洞実験結果(１５)を参考に，以下の反比

例式とした。 

       dZdZdZf  1/31
(12) 

ここで，Ｚは下式により定義される（ｚ：物体中心の高度） 

図 14 可視化した円柱周りの流れ 

（左：Re≒4.0×104，右：Re≒2.0×105） 

図 15 （左）電力中央研究所の風洞試験 

 （Re=3.0×104～1.0×105）と（右）EPRI の風洞試験(16)（Re=1.3

×106）で得られた円柱揚力係数 

(4)揚力の高さ依存性

この地面効果による揚力は高さとともに減衰するので，既往の

風洞実験の結果(16)(22)を考慮して，物体高さ d の物体にかかる揚

力は，物体底面が地面から 3d の高さとなった時に消滅すると仮

定する。 

具体的には，地面から z の距離（高さ）にある物体に作用する

揚力加速度 L を以下の関数形でモデル化する。（Z：物体底面の高

さ（＝z－d/2）） 

 dZf
m

AC
ρ

2

1
L

2

yx,

D
MW VV 

(11) 

ただし，f(Z/d)は，EPRI の風洞実験結果(16)(22)を参考に，以下

の反比例式とする。 

 dZf
       

 Zd

dZdZdZ





30

301/31 　≦≦　　
  (12) 
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また,以下において,塊状物体（自動車），柱状物体（角柱，円

柱），板状物体（平板）の風洞試験結果を踏まえ, 物体高さ d の

物体にかかる揚力は，物体底面が地面から 3d の高度で消滅する

とした仮定が適切であることを確認する。 

 

① 塊状物体（自動車）の揚力の高さ依存性 

自動車の揚力係数は，EPRI の風洞試験(16)にて，地面及び風洞

中央（h/d≒3.5）に設置した場合にて計測されており，第 16-1 図

に示すように流入角（0°は正面，90°は側面に風を受ける角度）

に依存した揚力係数が得られている。 

また，第 16-2 図にて，EPRI の風洞試験によって得られた揚力

係数と本モデルにて代用した揚力係数の関係を示す。EPRI の風

洞試験では空中での自動車の姿勢は地面設置と同じ姿勢に保た

れているため，空中においても揚力係数がゼロとはならないが，

実際に飛来する自動車の姿勢はランダムに変化することから,平

均的な揚力係数は本モデルでの代用した揚力係数に近いものと

考えられる。 

 

 

第 16-1 図 地面及び風洞中央に 第 16-2 図 自動車の風洞試験 

     設置した自動車の揚      による揚力係数と本 

    力係数の流入角依存性        モデルで代用した 

                     揚力係数の関係 

          

②柱状物体（角柱・円柱）の揚力の高さ依存性 

角柱の揚力係数は，電力中央研究所我孫子地区内の吹出式開放

型風洞（吹出口寸法：高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0～16.5m/s）

にて測定しており，第 17 図にその結果を示す。角柱の場合，地面

から 0.167D 以上離れると揚力は負となるので，正の揚力を与える

　Z  

   
 zd

dzddz

≦　　　　　　　

　≦≦　　　

270

2/722

 (13) 

 また，以下において，塊状物体（自動車），柱状物体（角柱及び

円柱）及び板状物体（平板）の風洞試験結果を踏まえ,「高さ寸法

ｄの物体に働く揚力は，物体底面の高度が地面から 3ｄとなった時

に消滅する」とした設定が適切であることを確認する。 

 

ａ．塊状物体（自動車）の揚力の高さ依存性 

 自動車の揚力係数は，ＥＰＲＩの風洞試験(１５)にて，地面及び

風洞中央（h/d≒3.5）に設置した場合にて計測されており，第 5.1

－6 図に，ＥＰＲＩの風洞試験によって得られた揚力係数と本モデ

ルにて代用した揚力係数の関係を示す。ＥＰＲＩの風洞試験では

空中での自動車の姿勢は地面設置と同じ姿勢に保たれているた

め，空中においても揚力係数が 0とはならないが，実際に飛散す

る自動車の姿勢はランダムに変化することから,平均的な揚力係

数は本モデルでの代用揚力係数に近いものと考えられる。 

 

第 5.1－6 図 自動車の風洞実験による揚力係数と代用揚力係数 

（文献(１５)を基に作成及び代用揚力係数を加筆） 

 

 

ｂ．柱状物体（角柱及び円柱）の揚力の高さ依存性 

 角柱の揚力係数は，電力中央研究所の吹出式開放型風洞（吹出

口寸法：高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0m／s～16.5m／s）にて測

定しており，第 5.1－7 図に示すように，地面から 0.167D 以上離

れると揚力は負となるので，正の揚力を与える本モデルの代用揚

 

 

また,以下において,塊状物体（自動車），柱状物体（角柱，円

柱），板状物体（平板）の風洞試験結果を踏まえ, 物体高さ d の

物体にかかる揚力は，物体底面が地面から 3d の高さで消滅する

とした仮定が適切であることを確認する。 

 

a. 塊状物体（自動車）の揚力の高さ依存性 

自動車の揚力係数は，EPRI の風洞試験(16)にて，地面及び風洞

中央（h/d≒3.5）に設置した場合にて計測されており，図 16-1

に示すように流入角（0°は正面，90°は側面に風を受ける角度）

に依存した揚力係数が得られている。 

また，図 16-2 にて，EPRI の風洞試験によって得られた揚力係

数と本モデルにて代用した揚力係数の関係を示す。EPRI の風洞

試験では空中での自動車の姿勢は地面設置と同じ姿勢に保たれ

ているため，空中においても揚力係数がゼロとはならないが，実

際に飛来する自動車の姿勢はランダムに変化することから,平均

的な揚力係数は本モデルでの代用した揚力係数に近いものと考

えられる。 

 

 

図 16-1 地面及び風洞中央に   図 16-2 自動車の風洞試験 

     設置した自動車の揚      による揚力係数と本 

    力係数の流入角依存性        モデルで代用した 

                     揚力係数の関係 

          

b.柱状物体（角柱・円柱）の揚力の高さ依存性 

角柱の揚力係数は，電力中央研究所我孫子地区内の吹出式開放

型風洞（吹出口寸法：高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0～16.5m/s）

にて測定しており，図 17 にその結果を示す。角柱の場合，地面か

ら 0.167D 以上離れると揚力は負となるので，正の揚力を与える本
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本モデルで代用した揚力式（第 17 図の赤線）は保守的な結果とな

っていることが分かる。 

円柱の揚力係数は，EPRI の風洞試験(16)にて測定しており,第 18 

図に示すように本モデルで代用した揚力係数（第 18 図の赤線）は

実際の円柱に働く揚力の最大揚力係数よりも大きな値となってい

るため,保守的な結果となっていることが分かる。 

 

 

第 17 図 角柱の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した

揚力係数の関係（幅 B=80mm×高さ D=60mm×模型長 1000mm） 

 

 

 

第 18 図 円柱の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した

揚力係数の関係 

 

③板状物体（平板）の揚力の高さ依存性 

平板の揚力係数は,平面的な形状を有する翼（迎角 0°）の試験

結果(21)に基づき考察すると，本モデルで代用した揚力係数（第 19 

力係数（第 5.1－7 図の赤線）は保守的な結果となっていることが

分かる。 

 円柱の揚力係数は，ＥＰＲＩの風洞試験(１５)にて測定しており，

第  5.1－8 図に示すように，本モデルの代用揚力係数（第 5.1

－8 図の赤線）は実際の円柱に働く揚力の最大揚力係数よりも大き

な値となっているため,保守的な結果となっていることが分かる。 

 

 

第 5.1－7 図 角柱の風洞試験による揚力係数と代用揚力係数 

 

 

第 5.1－8 図 円柱の風洞試験による揚力係数と代用揚力係数 

（文献(１５)に代用揚力係数を加筆） 

 

ｃ．板状物体（平板）の揚力の高さ依存性 

 平板の揚力係数は,平面的な形状を有する翼（迎角 0°）の試験

結果(１９)に基づき考察すると，本モデルの代用揚力係数（第 5.1

モデルで代用した揚力式（図 17 の赤線）は保守的な結果となって

いることが分かる。 

円柱の揚力係数は，EPRI の風洞試験(16)にて測定しており, 図

18 に示すように本モデルで代用した揚力係数（図 18 の赤線）は実

際の円柱に働く揚力の最大揚力係数よりも大きな値となっている

ため,保守的な結果となっていることが分かる。 

 

 

図 17 角柱の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した揚

力係数の関係（幅 B=80mm×高さ D=60mm×模型長 1000mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 円柱の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した揚

力係数の関係 

 

c.板状物体（平板）の揚力の高さ依存性 

平板の揚力係数は,平面的な形状を有する翼（迎角 0°）の試験

結果(21)に基づき考察すると，本モデルで代用した揚力係数（図 19

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CDAf(Z/d)/a＝0.5f(Z/d) 

CDA=(0.7×14.1d2+0.7×14.1d2+2.0×0.25d2)/3 

=7.1d2 

a=14.1d×d  (長さ/直径=14.1 より) 

（EPRI の風洞試験結果に CDA f(Z/d)/a 

をオーバープロット） 
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図の赤線）は実際の翼に働く地面効果による揚力係数よりもおお

むね大きな値となっている。また，この翼は奥行方向が長い形状

で流れに直交するような配置となっており，実際の平板に比べて

揚力が作用しやすいことを考慮すると，実際の平板の揚力係数は

更に小さいものと考えられる。 

 

 

第 19 図 翼の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した揚力

係数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

(5)飛来物の運動方程式 

上記(1)～(4)を踏まえ，重力加速度 g，上向きの単位ベクトル k 

を用いて，飛行物体の運動方程式は以下のように記述される。 

 

 

飛来物の位置 XM(t)と速度 VM(t)の時刻歴の計算には陽解法（一

定加速度法）を用いる。具体的には，時刻 t=τにおける飛来物の

位置 XM(τ)と速度 VM(τ)を既知として，時刻 t=τ+Δτ 

における飛来物の速度と位置を以下の式で求める。ただし，A(τ)

は上記運動方程式の右辺に対応する時刻 t=τにおける加速度ベク

トルである。 

－9図の赤線）は，実際の翼に働く地面効果による揚力係数よりも

おおむね大きな値となっている。また，この翼は奥行方向が長い

形状で流れに直交するような配置となっており，実際の平板に比

べて揚力が作用しやすいことを考慮すると，実際の平板の揚力係

数はさらに小さいものと考えられる。 

 

第5.1－9図 翼の風洞試験による揚力係数と平板の代用揚力係数 

（文献(１９)に代用揚力係数を加筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 物体の運動方程式 

 上記(1)から(4)を踏まえ，重力加速度 g，上向きの単位ベクトル

k を用いて，飛行物体の運動方程式は以下のように記述される。 

   kVVVV
V

MWMW
M Lg

m

AC
ρ

2

1

dt

d D 
 (14) 

  

物体の位置ＸＭ(t)と速度ＶＭ(t)の時刻歴の計算には陽解法（一定加

速度法）を用いた。具体的には，時刻 t=τにおける物体の位置Ｘ

Ｍ(τ)と速度ＶＭ(τ)を既知として，時刻 t=τ＋Δτにおける物体の

速度と位置を以下の式で求めた。ただし，Ａ(τ)は上記運動方程

式の右辺に対応する時刻 t=τにおける加速度ベクトルである。 

        AVV MM  (15) 

の赤線）は実際の翼に働く地面効果による揚力係数よりもおおむ

ね大きな値となっている。また，この翼は奥行方向が長い形状で

流れに直交するような配置となっており，実際の平板に比べて揚

力が作用しやすいことを考慮すると，実際の平板の揚力係数は更

に小さいものと考えられる。 

 

 

図 19 翼の風洞試験による揚力係数と本モデルで代用した揚力係

数の関係 

 

d.確認結果  

a.～c.より，本モデルで代用した揚力係数は，風洞試験により

得られた揚力係数よりおおむね大きな値となっており，物体高さ d 

の物体にかかる揚力は，物体底面が地面から 3dの高さで消滅する

とした仮定が適切であることが確認された。 

 

(5)物体の運動方程式 

上記(1)～(4)を踏まえ，重力加速度 g，上向きの単位ベクトル k 

を用いて，飛行物体の運動方程式は以下のように記述される。 

   kVVVV
V

MWMW
M Lg

m

AC
ρ

2

1

dt

d D 
   (13) 

 

物体の位置 XM(t)と速度 VM(t)の時刻歴の計算には陽解法（一定

加速度法）を用いる。具体的には，時刻 t=τにおける物体の位置

XM(τ)と速度 VM(τ)を既知として，時刻 t=τ+Δτ 

における物体の速度と位置を以下の式で求める。ただし，A(τ)は

上記運動方程式の右辺に対応する時刻 t=τにおける加速度ベクト

ルである。 

        AVV MM  (14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根 2号炉は，揚力の高

さ依存性の確認結果を

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：代用揚力係数 
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A(τ)の計算には，時刻 t=τにおける風速場も必要であるが，初

期に原点に位置する竜巻の中心が x 軸上を移動速度 Vt で移動す

ることを仮定しており，任意の時刻での風速場を陽的に求められ

るため，飛来物速度τ位置を算出することができる。 

 

（6）飛来物の運動方程式（(13)式）に関する考察 

地上面の物体（第 13 図の状態 A）が浮上するには，地面からの

反力が消滅（R<0，つまり mg<FL）する条件で浮上し，浮上後は，

(13)式を成分表示した以下の飛来物の運動方程式に従って飛散す

る。 

 

 

 

 

 

こ こ で ， 飛 来 物 速 度 VM=(VM,x,VM,y,VM,z) ， 竜 巻 風 速

Vw=(Vw,x,Vw,y,Vw,z)であり，右辺第１項が流体抗力 FD の加速度を表

しており，(18)式の右辺第 3 項が地面効果による揚力 FLの加速度

を表している。上記の式で，物体が静止している状態（上記の式

(16)～(18)で飛来物速度 VM を 0）を仮定すると，以下の式となる。 

 

 

フジタモデルでは，物体が地面上にある場合（第 13 図の状態 A）

では上昇速度はゼロに近く，地面で静止している飛来物が受ける
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Ａ(τ)の計算には，時刻 t=τにおける風速場も必要であるが，初

期に原点に位置する竜巻の中心がｘ軸上を移動速度Ｖtrで移動す

ることを仮定しており，任意の時刻での風速場を陽的に求められ

るため，物体の速度及び位置を算出することができる。 

 

(6) 物体の運動方程式（(14)式）に関する考察 

 地上面の物体（第 5.1－3 図Ａ）が浮上するには，地面からの反

力が消滅する（Ｒ＜0，つまり mg＜ＦＬ）条件で浮上し，浮上後は

(14)式を成分表示した以下の運動方程式に従って飛散する。 
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 ここで，物体速度ＶＭ=(ＶＭ,x,ＶＭ,y,ＶＭ,ｚ)，竜巻風速Ｖｗ=(ＶＷ,

ｘ, ＶＷ,ｙ,ＶＷ,ｚ)であり，右辺第 1項が流体抗力ＦＤによる加速度

を，(19)式の右辺第 3項が地面効果による揚力ＦＬによる加速度を

表している。上記の式で，物体が静止している状態（(17)式～(19)

式で物体速度ＶＭ=0）を仮定すると，以下の式となる。 
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 フジタモデルでは，物体が地面近傍にある場合（第 5.1－3 図Ａ）

では鉛直方向の風速Ｖｗ,ｚはゼロに近いため，式(19’)の右辺第 1
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A(τ)の計算には，時刻 t=τにおける風速場も必要であるが，初

期に原点に位置する竜巻の中心が x 軸上を移動速度 Vt で移動す

ることを仮定しており，任意の時刻での風速場を陽的に求められ

るため，物体の速度τ位置を算出することができる。 

 

（6）物体の運動方程式（(13)式）に関する考察 

地面上の物体（図 13 の状態 A）が浮上するには，地面からの反

力が消滅（R<0，つまり mg<FL）する条件で浮上し，浮上後は，(13)

式を成分表示した以下の運動方程式に従って飛散する。 
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こ こ で ， 物 体 の 速 度 VM=(VM,x,VM,y,VM,z) ， 竜 巻 風 速

Vw=(Vw,x,Vw,y,Vw,z)であり，右辺第１項が流体抗力 FD の加速度を表

しており，(18)式の右辺第 3 項が地面効果による揚力 FLの加速度

を表している。上記の式で，物体が静止している状態（上記の式

(16)～(18)で物体の速度 VM を 0）を仮定すると，以下の式となる。 
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フジタモデルでは，物体が地面上にある場合（図 13 の状態 A）

では上昇速度はゼロに近く，地面で静止している物体が受ける上
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上昇速度はほぼゼロであるため，式(18’)の右辺第 1 項は右辺第

2，第 3 項に比べてはるかに小さな量となり，以下のとおり物理的

に合理的な関係式が成立する。 

例として，竜巻コア半径 30m，設計竜巻の最大風速 92m/s の竜

巻が原点に位置し x 方向に 14m/s で移動する場合，点(0,-30m)に

おける式(18’)の右辺第１項の値（z 方向抗力（流体抗力）によ

る加速度）と第 3 項の値（地面効果による揚力加速度）を第 20 図

に示す。 

第 20 図より，地面上（z=0）においては，ｚ方向抗力による加

速度は十分小さく，地面効果による揚力加速度の影響が大きいこ

とが分かる。 

第 20 図 地面近傍の飛来物に作用する z 方向の加速度 

（飛来物の特性：0.5ρCDA/m=0.004 [m
-1], d=1.31[m]） 

なお，高さ方向の依存性が考慮されていないランキン渦の場合

は，上昇風速が水平風速の約 60%にも達するため，地面から非現実

的な風の噴出が発生する。地面効果は地面の存在によって水平な

風が物体付近で湾曲・剥離することによって生じるものであるが，

ランキン渦の風速場では地面の有無によって物体周りの流況が大

きく変化せず，地面効果は物理的に発現しにくいため，ランキン

渦モデルを用いた解析においては鉛直方向による揚力 L を付加し

ていない（第 21 図）。 

項は右辺第 2項及び第 3項に比べてはるかに小さな量となり，以

下のとおり物理的に合理的な関係式が成立する。 

Lg
dt

dV zM,


(20) 

 例として，竜巻コア半径 30m，最大風速 100m／sの竜巻が原点に

位置し，x方向に 15m／sで移動する場合，点(0,-30m)における式

(19’)の右辺第 1項の値（z方向抗力（流体抗力）による加速度）

と第 3項の値（地面効果による揚力加速度）を第 5.1－10 図に示

す。 

 同図より，地面上（z=0）近傍においては，ｚ方向の抗力による

加速度は十分小さく，地面効果による揚力加速度の影響が大きい

ことが分かる。 

第 5.1－10 図 地面近傍の物体に作用するｚ方向の加速度 

（(1/2)ρＣＤＡ/ｍ=0.004m-１，d=1.31m） 

 なお，高さ方向の依存性が考慮されていないランキン渦（飛散

解析用）の場合は，地面から水平風速の約 60％にも達する上昇流

の噴出を設定する。地面効果は地面の存在によって水平な風が物

体付近で湾曲，剥離することによって生じるものであるが，ラン

キン渦の風速場では地面の有無によって物体周りの流況が大きく

変化せず，地面効果は物理的に発現しにくいため，ランキン渦モ

デルを用いた解析においては鉛直方向の揚力Lを付加していない。

（第 5.1－11 図） 

昇速度はほぼゼロであるため，式(18’)の右辺第 1 項は右辺第 2，

第 3 項に比べてはるかに小さな量となり，以下のとおり物理的に

合理的な関係式が成立する。 

Lg
dt

dV zM,


(19) 

例として，竜巻コア半径 30m，設計竜巻の最大風速 92m/s の竜

巻が原点に位置し x 方向に 14m/s で移動する場合，点(0,-30m)に

おける式(18’)の右辺第１項の値（z 方向抗力（流体抗力）によ

る加速度）と第 3 項の値（地面効果による揚力加速度）を図 20

に示す。 

図 20 より，地面上（z=0）においては，ｚ方向抗力による加速

度は十分小さく，地面効果による揚力加速度の影響が大きいこと

が分かる。 

図 20 地面近傍の物体に作用する z 方向の加速度 

（0.5ρCDA/m=0.004 [m
-1], d=1.31[m]） 

なお，高さ方向の依存性が考慮されていないランキン渦の場合

は，上昇風速が水平風速の約 60%にも達するため，地面から非現実

的な風の噴出が発生する。地面効果は地面の存在によって水平な

風が物体付近で湾曲・剥離することによって生じるものであるが，

ランキン渦の風速場では地面の有無によって物体周りの流況が大

きく変化せず，地面効果は物理的に発現しにくいため，ランキン

渦モデルを用いた解析においては鉛直方向による揚力 L を付加し

ていない（図 21）。 

図 13 の状態 C 

図 13の状態B 

図 13 の状態 A 
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第 21 図 ランキン渦の場合の飛来物の運動モデルの模式図 

 

5.2 竜巻が物体に与える速度に関する不確定性の考慮 

竜巻によって飛散する物体の飛来速度や飛散距離は，同じ竜巻

内であっても物体の受ける風速（物体がある位置の竜巻風速）に

よって大きく変動する。その影響度合いを確認するため，米国 NRC 

ガイド(2) に記載されている方法（物体の１点配置）と，物体を多

点数配置した場合の飛来速度の違いを比較する。配置の違いにつ

いて，第 22 図に示す。 

1 点配置の場合は，特定位置（竜巻進行方向の竜巻半径の位置

（x,y）=(Rm,0)）に物体 1 個を設置する。また多点数配置の場合

は，竜巻半径の 4 倍の正方形状の領域に 51×51 個の物体を配置す

る。その上で飛散させた物体のうち，最も速度が大きくなったも

のをその物体の飛来速度とする。 

 

第 22 図 飛来物評価における竜巻と物体の位置関係 

 

 

 

5.2 物体が受ける風速における保守性の考慮 

 竜巻によって飛散する物体の飛散速度や飛散距離は，同じ竜巻

内であっても物体が受ける風速（物体がある位置の竜巻風速）に

よって大きく変動する。その影響度合いを確認するため，米国Ｎ

ＲＣガイド(１)に記載されている方法（物体の 1点配置）と，物体

を多点配置した場合の飛散速度の違いを比較した。配置の違いに

ついて，第 5.2－1図に示す。 

1 点配置の場合は，特定の位置（竜巻進行方向の最大接線風速半

径の位置（x,y）=(Ｒｍ,0)）に物体 1個を設置する。また多点配置

の場合は，竜巻半径の 4倍の辺長の正方形領域に 51×51 個の物体

を配置する。その上で飛散させた物体のうち，最も速度が大きく

なったものをその物体の飛散速度とする。 

 

 

第 5.2－1図 飛散解析における竜巻と物体の位置関係 

 

図 21 ランキン渦の場合の物体の運動モデルの模式図 

 

5.2 竜巻が物体に与える速度に関する不確定性の考慮 

竜巻によって飛散する物体の飛来速度や飛散距離は，同じ竜巻

内であっても物体の受ける風速（物体がある位置の竜巻風速）に

よって大きく変動する。その影響度合いを確認するため，米国 NRC 

ガイド(2) に記載されている方法（物体の１点配置）と，物体を多

点配置した場合の飛来速度の違いを比較する。配置の違いについ

て，図 22に示す。 

1 点配置の場合は，特定位置（竜巻進行方向の竜巻半径の位置

（x,y）=(Rm,0)）に物体 1 個を設置する。また多点配置の場合は，

竜巻半径の 4 倍の正方形状の領域に 51×51 個の物体を配置する。

その上で飛散させた物体のうち，最も速度が大きくなったものを

その物体の飛来速度とする。 

 

図 22 飛来物評価における竜巻と物体の位置関係 
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評価条件として，竜巻の最大風速を 92m/s とし，フジタモデル

の風速場を用いて地上から飛散させるものとする。また，ガイド

の記載より竜巻の移動速度Vt を14m/s，竜巻コア半径Rm を30m と

する。飛散させる物体のパラメータとして，原子力安全基盤機構

の調査研究報告書(4)に掲載されている物体の飛行定数（5.1 の CDA 

を質量で割った値：CDA/m(m
2/kg)）を用いる。第 23 図に比較結果

を示す。 

米国 NRC で用いられている１点配置の手法と比較し，多点数配

置の手法では，飛行定数の大きい物体の多くが１点配置に比べて

大きな飛来速度となる。多点数配置することで，その竜巻風速場

における最大風速（最大接線風速と半径方向風速のベクトル和が

竜巻移動方向と重なる点）を受ける物体が出てくるため，このよ

うな結果となったと考えられる。 

したがって，物体を多点数配置することは，竜巻から受ける風

速に関する不確定性を考慮できるものと考えられるため，本検討

における方法として適用することとする。 

第 23 図 １点配置時と多点配置時の最大飛来物速度の比較（左）

と物体のパラメータ（右） 

前頁の第 22 図に示す物体の多点数配置（竜巻半径の 4 倍の正

方形状の領域に 51×51 個の物体を配置）を初期状態として適用し

たが，この手法は，物体の直上に竜巻を発生させており，竜巻発

生地点の不確定性についても考慮した設定となる。 

第 24 図に遠方から物体に接近する竜巻と，物体直上に発生する

竜巻による飛散の比較イメージ図を示す。実際の竜巻に遭遇する

評価条件として，竜巻の最大風速を 100m／s とし，フジタモデ

ルの風速場を用いて地上から飛散させるものとする。また，「竜巻

影響評価ガイド」の記載より竜巻の移動速度Ｖtrを 15m／s，竜巻

コア半径Ｒｍを 30m とする。飛散させる物体としては，「竜巻によ

る原子力施設への影響に関する調査研究」(３)に掲載されている物

体を用いた。第 5.2－2図に比較結果を示す。

 米国ＮＲＣで用いられている 1点配置の手法と比較し，多点配

置の手法では 1点配置に比べて大きな飛散速度となった。多点配

置することで，その竜巻風速場における最大風速（最大接線風速

と半径方向風速のベクトル和が竜巻移動方向と重なる点）を受け

る物体が出てくるため，このような結果になったと考えられる。 

 したがって，物体を多点配置することは，竜巻から受ける風速

に関する不確定性を考慮できるものと考えられるため，本検討に

おける方法として適用することとする。 

第 5.2－2図 1 点配置時と多点配置時における物体の最大速度の

比較 

 第 5.2－3 図に，遠方から物体に接近する竜巻と物体直上に発生

する竜巻による飛散の比較イメージ図を示す。実際の竜巻に遭遇

評価条件として，竜巻の最大風速を 92m/s とし，フジタモデル

の風速場を用いて地上から飛散させるものとする。また，ガイド

の記載より竜巻の移動速度Vt を15m/s，竜巻コア半径Rm を30m と

する。飛散させる物体のパラメータとして，原子力安全基盤機構

の調査研究報告書(4)に掲載されている物体の飛行定数（5.1 の CDA 

を質量で割った値：CDA/m(m
2/kg)）を用いる。図 23 に比較結果を

示す。 

米国 NRC で用いられている１点配置の手法と比較し，多点配置

の手法では，飛行定数の大きい物体の多くが１点配置に比べて大

きな飛来速度となる。多点配置することで，その竜巻風速場にお

ける最大風速（最大接線風速と半径方向風速のベクトル和が竜巻

移動方向と重なる点）を受ける物体が出てくるため，このような

結果となったと考えられる。 

したがって，物体を多点配置することは，竜巻から受ける風速

に関する不確定性を考慮できるものと考えられるため，本検討に

おける方法として適用することとする。 

図 23 １点配置時と多点配置時の最大飛来物速度の比較 

前頁の図 22 に示す物体の多点配置（竜巻半径の 4 倍の正方形状

の領域に 51×51 個の物体を配置）を初期状態として適用したが，

この手法は，物体の直上に竜巻を発生させており，竜巻発生地点

の不確定性についても考慮した設定となる。 

図 24に遠方から物体に接近する竜巻と，物体直上に発生する竜

巻による飛散の比較イメージ図を示す。実際の竜巻に遭遇する状

(m) (m)

フォークリフト 1.10 1.10 3.60 0.0026
トラック 1.30 1.90 5.00 0.0026
消火栓BOX 0.50 0.50 0.50 0.0036
乗用車 1.30 1.60 3.10 0.0052
工事機材 0.65 0.65 2.44 0.0058
プレハブ小屋1 3.00 5.00 5.00 0.0083
コンテナ（空） 2.40 2.40 2.60 0.0105
昇降機のカゴ 1.20 1.20 1.20 0.0113
プレハブ小屋2 1.85 1.85 1.85 0.0119
プレハブ小屋3 2.30 2.30 4.60 0.0120
プレハブ小屋4（空） 3.00 5.00 5.00 0.0153
電話BOX 0.30 0.30 0.30 0.0169
プレハブ小屋5（空） 1.85 1.85 1.85 0.0189
プレハブ小屋6（空） 2.30 2.30 4.60 0.0222
物置 0.90 0.90 1.80 0.0315
室外機 0.25 0.25 0.80 0.0343
コンクリート板 0.15 1.00 1.50 0.0021
庇 0.20 2.10 11.00 0.0242
鉄製蓋 0.03 0.50 0.70 0.0364
鉄板 0.04 0.25 2.00 0.0486
太陽光パネル 0.05 1.00 1.20 0.0582
鉄骨部材 0.20 0.30 4.20 0.0065
鉄パイプ1 0.05 0.05 2.00 0.0057
鉄パイプ2 0.05 0.05 1.00 0.0059
ドラム缶（空） 0.60 0.60 0.90 0.0400

物品
高さ
(m)

他の寸法 CDA/m

(m2/kg)
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状況（海上で竜巻が発生して上陸する場合等）を考慮すると，竜

巻は遠方から物体に近づくため，最大風速より低い風速に曝され，

飛散することになる。しかし，物体の直上に竜巻を発生させる設

定とすることで，実際の竜巻による飛散と比較して，より厳しい

結果を与えることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 24 図 物体に接近する竜巻と物体直上に発生する竜巻の比較

イメージ図 

 

この物体を多点数配置する方法と，竜巻を直上に発生させる方

法を組み合わせることにより，必ずその竜巻による最大風速に曝

される物体が発生するため，竜巻が物体に与える速度の不確定性

を考慮することができると考えられる。 

 

 

 

 

する状況（海上で竜巻が発生して上陸する場合など）を考慮する

と，竜巻は遠方から物体に近づくため，最大風速より低い風速に

曝された時点で飛散する可能性がある。しかし，物体の直上に竜

巻を発生させることで，実際の竜巻による飛散と比較して，より

厳しい結果を与えることになる。 

 また，この多点配置を初期状態として適用する手法は，物体の

直上に竜巻を発生させており，竜巻発生地点の不確定性について

も考慮した設定となっている。この物体を多点配置する方法と，

竜巻を直上に発生させる方法を組み合わせることにより，必ずそ

の竜巻の最大風速に曝される物体が発生するため，竜巻が物体に

与える速度の不確定性を考慮した上で包絡できると考えられる。 

 

 

第5.2－3図 物体に接近する竜巻と物体直上に発生する竜巻のイ

メージ 

 

 

 

 

 

 また第 5.2－2 図の結果から，多点配置は 1点配置より全体的に

大きな保守性を与えると考えられ，よってフジタモデルの風速場

に関する不確実性についても，その保守性で包絡出来ていると考

えられる。 

況（海上で竜巻が発生して上陸する場合等）を考慮すると，竜巻

は遠方から物体に近づくため，最大風速より低い風速に曝され，

飛散することになる。しかし，物体の直上に竜巻を発生させる設

定とすることで，実際の竜巻による飛散と比較して，より厳しい

結果を与えることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24  物体に接近する竜巻と物体直上に発生する竜巻の比較イ

メージ図 

 

この物体を多点配置する方法と，竜巻を直上に発生させる方法

を組み合わせることにより，必ずその竜巻による最大風速に曝さ

れる物体が発生するため，竜巻が物体に与える速度の不確定性を

考慮することができると考えられる。 
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 フジタモデルの風速場に関する不確実性として，フジタモデル

の特徴的なパラメータである流入層高さＨｉの影響を検証した。外

部コア半径Ｒｍ=30mの場合モデルではＨｉ＝15mとなり，これは2.1

に記載のとおり他の文献(３)(５)ともおおむね整合しているが，不確

実性を考慮し，流入層高さＨｉを±10%変化させた場合にコンテナ

(長さ 6m×幅 2.4m×高さ 2.6m，質量 2,300kg，ＣＤＡ/ｍ=0.0105)

の最大飛散距離，最大飛散距離及び飛散高さがどの様に変化する

かを確認した。 

コンテナの 1点配置及び多点配置時の飛散距離等も含めた評価結

果を第 5.2－1表に示す。流入層高さＨｉに対するこれらの感度は

小さく，多点評価の保守性に包絡されることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 フジタモデルの地表面付近の風速場に関する不確定性の考慮 

 (1) 至近の研究報告 

竜巻の地表面付近の風速分布に関する研究として，Kosiba and 

Wurman 2013(6)は，図 25に示すとおり地上からの高さ約 5mにおけ

る風速は地上からの高さ約 40m に比べて約 25％大きな値が観測さ

れたことが報告されている。 

ただし，地上から高さ 3m程度は観測していないこと等を踏まえ

て，本研究の結論としては，「地表面付近の竜巻特性として一般化

するには，種々の渦構造・強度の竜巻について更なる観察が必要

である」としている。よって，現状では，フジタモデルの風速分

布に直接関連付けられるものではないが，地表面付近の風速場の

不確定性を踏まえて保守性を確保することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根 2 号炉はフジタ

モデルの地表面付近の

風速場に関する不確定

性について記載してい

る 
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図 25 地上からの高さと風速（ドップラー速度）分布(6) 

 

(2) 設計飛来物設定における保守性 

 フジタモデルを用いた飛散解析においては，物体の地上からの

初期高さを高く設定したほうが地表面から解析した場合に比べて

最大水平速度は高くなり，最大水平速度に依存するパラメータで

ある運動エネルギ及び貫通力も大きくなる。 

設計飛来物の設定においては，任意の地上からの高さにある鋼

製材をフジタモデルを用いて飛散解析をした結果を包絡するガイ

ド記載の鋼製材を設定しており，フジタモデルの地上付近の風速

場の不確定性は考慮できている。（添付資料 3.3 別紙-6 参照。） 

 

(3) 飛来物評価における保守性 

 物体の飛散距離，飛散高さ及び飛散速度についても，5.2,5.3

に示す保守性を考慮することで実際の被災事例に対し，保守的な

結果が得られることも確認している。（6.3 参照。） 

 

(4) 地表面付近の風速場の不確定性について 

 フジタモデルは高さ方向に風速が変化し，地上からの高さ 0mで

は風速が 0m/s となるモデルである。地表面付近の風速場には不確

定性があることから，物体の地上からの初期高さを変化させた感

度解析を実施し，地表面に設置された物体の飛散解析の妥当性を

確認する。 

 

a. 物体の地上からの初期高さの感度解析 

 物体の地上からの初期高さの感度解析条件を(a)，(b)に示す。 

 (a) 地上からの初期高さの解析範囲 

 地上からの初期高さの解析範囲は，フジタモデルの風速場で最

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Kosiba らの風速の観測データ】 
・地上から高さ 3m（アンテナ高さ）
以下では観測できていない 

・レーダによるドップラー速度は
飛来物体の反射から得られる瞬
間計測値であるため，竜巻風速
の 3 秒平均速度との対応は不明
（例えばF3の竜巻風速は5秒平
均風速を用いている） 

・一つの竜巻の観測から得られた
風速分布であり、地表面付近の
竜巻特性として一般化するには
更なる観察が必要 
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大水平風速の 97.7%（89.9m/s）の風速となる地上高さ 5mまでの範

囲とする。（図 5-2 参照。） 

(b) 対象飛来物について

資機材・車両及び軽量大型機材の飛来物発生防止対策エリアの

設定に用いている「乗用車」及び「プレハブ小屋」を対象とする。 

(c) 感度解析結果

最大飛散距離と地上からの初期高さの関係を図 26に示す。図 26

より，乗用車，プレハブ小屋ともに，地上からの初期高さが高く

なるに従い，最大飛散距離が徐々に減少する傾向にある。地上か

らの初期高さが増加するに従い物品に作用する初期風速も増加す

るが，地面効果による揚力の減少の影響のほうが大きいため飛散

距離が減少したと考えられる。以上より，飛来物発生防止対策エ

リアの設定に対して，地表面付近の風速場の不確定性の影響は小

さく，地表面に設置した物品に対する飛散解析結果を用いること

は妥当であると考える。 

図 26 最大飛散距離と地上からの初期高さの関係 

（最大風速 92m/s，敷地の高低差：0m，飛来物：乗用車（5.2m×1.9m

×2.3m,1,890kg），プレハブ小屋（27.0m×7.2m×3.4m,7,500kg）） 
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5.3 飛来物評価法のまとめ 

飛来物の浮上・飛散モデルにおいて，実際の実験結果よりも浮

上しやすい係数を設定することで，浮上に関する不確定性を考慮

できるような設定とする。 

また，物体を多点数配置し，その物体直上で竜巻が発生すると

いう設定を組み合わせることにより，竜巻風速場内で物体が受け

る風速の不確定性を考慮し，その竜巻において最大となる飛来速

度が評価できるような設定とする。 

 

 

 

以上により，フジタモデルを用いて飛来物の飛散速度評価を行

う場合でも，竜巻による物体飛散の不確定性を考慮した評価結果

が得られるものと考えられる。 

なお，参考として第 25 図に本検討の条件設定による，物体の飛

散イメージを示す。同じ物体でも，受ける風速によって大きく飛

散状況が変わる様子が分かる。 

 

 

 

第 25 図 竜巻による物体の飛散イメージ 

 

 

5.3 飛散解析手法まとめ 

 物体の浮上及び飛散モデルにおいて，実際の実験結果よりも浮

上しやすい係数を設定することで，浮上に関する保守性を考慮で

きるような設定とした。 

 また，物体を多点配置し，その物体直上で竜巻が発生するとい

う設定を組み合わせることにより，竜巻風速場内での物体が受け

る風速の不確定性を考慮し，その竜巻において最大となる飛散速

度が評価できるような設定とした。 

 

 

 

 以上により，フジタモデルを用いて物体の飛散解析を行う場合

でも，保守性や不確定性を考慮した評価結果が得られると考えら

れる。 

 なお，参考として，第 5.3－1図に本条件設定によるトラックの

飛散イメージを示す。同じ物体でも，受ける風速によって大きく

飛散状況が変わる様子が分かる。 

 

第 5.3－1図 竜巻によるトラックの飛散イメージ(ⅹⅶ) 

（第 6.3－5 表（後述）の条件による） 

 

5.4 飛来物評価法のまとめ 

物体の浮上・飛散モデルにおいて，実際の実験結果よりも浮上

しやすい係数を設定することで，浮上に関する不確定性を考慮で

きるような設定とする。 

また，物体を多点配置し，その物体直上で竜巻が発生するとい

う設定を組み合わせることにより，竜巻風速場内で物体が受ける

風速の不確定性を考慮し，その竜巻において最大となる飛来速度

が評価できるような設定とする。 

当社が実施するフジタモデルの風速場を用いた飛散評価手法で

は，地表面付近の風速場の不確定性を踏まえ，設計飛来物設定に

おける保守性や飛来物評価における保守性を確保している。 

以上により，フジタモデルを用いて物体の飛散速度評価を行う

場合でも，竜巻による物体飛散の不確定性を考慮した評価結果が

得られるものと考えられる。 

なお，参考として図 27に本検討の条件設定による，物体の飛散

イメージを示す。同じ物体でも，受ける風速によって大きく飛散

状況が変わる様子が分かる。 

 

 

図 27 竜巻による物体の飛散イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

同上 
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6．実際の飛散状況に対する検証 

前節までは，フジタモデルの風速場を用いる優位性や，飛来物

評価を行う上で考慮している事項等についての説明である。 

本節では，フジタモデルの風速場や，前節の飛来物評価法を適

用した場合，実際の事例等に比べて妥当な結果となるかどうかの

検証を行う。 

 

6.1 フジタスケールとの比較 

フジタスケールは，竜巻等の突風により発生した建築物や車両

等の被害状況から，当時の竜巻風速を推定するために考案された

指標である。このフジタスケールで示されている自動車の被災状

況を第 3 表に示す。 

ここで，各スケールに対応する最大風速(69m/s，92m/s，116m/s)

を用いて，フジタモデルによる自動車飛散解析を行う。その結果

を第 4表に示す。 

フジタモデルによる自動車飛散解析の結果は，各スケールに対

応する自動車の被災状況とおおむね合致していると考えられる。

なお，ランキン渦モデルを用いた場合は，F2 相当の風速（69m/s）

で評価しても大きく飛散することになり，フジタスケールの定義

の観点からは過度に保守的な結果となる。 

 

第 3 表 フジタスケールで示されている自動車の飛散状況 

 

 

第 4 表 フジタモデルによる自動車の飛散解析結果 

（自動車の特性：長さ 5.1m×幅 1.77m×高さ 1.31m，質量

1814.4kg, CDA/m=0.0066 m
2/kg） 

 

 

6. 実際の飛散状況に対する検証 

 前節までで，フジタモデルの風速場を用いる利点や，飛散解析

を行う上で考慮している事項等について説明した。 

 本節では，フジタモデルの風速場や前節の飛散解析手法を適用

した場合，実際の事例等に比べて妥当な結果となるかどうかの検

証を行った。 

 

6.1 フジタスケールとの比較 

 フジタスケールは，竜巻等の突風により発生した建築物や車両

等の被害状況から竜巻風速を推定するために考案された指標であ

る。フジタスケールで示されている自動車の被災状況を第 6.1－1

表に示す。 

ここで，各スケールに対応する最大風速（69m／s，92m／s，116m

／s）を用いて，フジタモデルによる自動車飛散解析を行った結果

を第 6.1－2 表に示す。 

フジタモデルによる自動車飛散解析の結果は，各スケールに対

応する自動車の被災状況とおおむね合致していると考えられる。

なお，ランキン渦モデルを用いた場合は，Ｆ２相当の風速（69m／

s）でも大きく飛散することになり，フジタスケールの定義との比

較からは過度に保守的な結果となる。 

 

 

 

 

 

6．実際の飛散状況に対する検証 

前節までは，フジタモデルの風速場を用いる優位性や，飛来物

評価を行う上で考慮している事項等についての説明である。 

本節では，フジタモデルの風速場や，前節の飛来物評価法を適

用した場合，実際の事例等に比べて妥当な結果となるかどうかの

検証を行う。 

 

6.1 フジタスケールとの比較 

フジタスケールは，竜巻等の突風により発生した建築物や車両

等の被害状況から，当時の竜巻風速を推定するために考案された

指標である。このフジタスケールで示されている自動車の被災状

況を表 3に示す。 

ここで，各スケールに対応する最大風速(69m/s，92m/s，116m/s)

を用いて，フジタモデルによる自動車飛散解析を行う。その結果

を表 4に示す。 

フジタモデルによる自動車飛散解析の結果は，各スケールに対

応する自動車の被災状況とおおむね合致していると考えられる。

なお，ランキン渦モデルを用いた場合は，F2 相当の風速（69m/s）

で評価しても大きく飛散することになり，フジタスケールの定義

の観点からは過度に保守的な結果となる。 

 

表 3 フジタスケールで示されている自動車の飛散状況 

 

 

表 4 フジタモデルによる自動車の飛散解析結果 

（自動車の特性：長さ 5.1m×幅 1.77m×高さ 1.31m，質量

1814.4kg, CDA/m=0.0066 m
2/kg） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フジタ 

スケール 

との対応 

最大水平風速 

(m／s) 

竜巻 

接線風速 

(m／s) 

竜巻 

移動速度 

(m／s) 

計算結果 

最大水平速度

(m／s) 

飛散距離 

(m) 

飛散高さ 

(m) 

Ｆ２ 69 59 10 8.9 4.4 0.1 

Ｆ３ 92 79 13 30 35 1.8 

Ｆ４ 116 99 17 51 95 4.3 
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6.2 米国 Grand Gulf 原子力発電所への竜巻来襲事例 

1978 年 4 月 17 日に米国のミシシッピー州にて建設中の Grand 

Gulf 原子力発電所に F3 の竜巻が来襲した(24)。主な被害として，

建設中の冷却塔内部に設置されていたコンクリート流し込み用の

クレーンが倒壊し，冷却塔の一部が破損したことが挙げられる。

また，竜巻によりトレーラーが台から剥がれ移動したことや，直

径 8～10 インチの木が折れた事例等も確認されており，第 26 図

は，竜巻による飛来物の飛散状況が定量的に分かる事例として，

資材置き場のパイプの飛散状況を示したものである。なお，通過

時の竜巻規模は F2 であったと考えられている。このパイプはコン

クリート・石綿製で，長さは 8 フィート，直径（内径）は 8 イン

チであった。このパイプの飛散状況に対して，フジタモデルある

いはランキン渦モデルを風速場として用いた飛来解析を行った。

その計算条件は過去の記録に基づき第 5 表のとおりとする。 

第 26 図 Grand Gulf 原子力発電所資材置き場におけるパイプの

散乱状況 

6.2 米国 Grand Gulf 原子力発電所への竜巻来襲事例との比較 

 1978 年 4 月 17 日に，米国のミシシッピー州にて建設中の Grand 

Gulf 原子力発電所にＦ３の竜巻が来襲した。主な被害として，建

設中の冷却塔内部に設置されていたクレーンが倒壊し，冷却塔の

一部が破損したことが挙げられる。また，竜巻によりトレーラー

ハウスが荷台から剥がれ移動したことや，直径 8から 10 インチの

木が折れた事例等も確認されている。 

 第 6.2－1 図は，竜巻による飛来物の飛散状況が定量的に分かる

事例として，資材置場のパイプの飛散状況を示したものである。

なお，資材置場通過時の竜巻規模はＦ２であったと考えられてい

る。このパイプはコンクリート・石綿製で，長さは 8フィート，

直径（内径）は 8インチであった。このパイプの飛散状況に対し

て，フジタモデル及びランキン渦モデルを風速場として用いた飛

散解析を行った(２５)。解析条件は，過去の記録に基づき第 6.2－1

表のとおりとした。 

第6.2－1図 Grand Gulf原子力発電所資材置場におけるパイプの

散乱状況(ⅹⅷ)

6.2 米国 Grand Gulf 原子力発電所への竜巻来襲事例 

1978 年 4 月 17 日に米国のミシシッピー州にて建設中の Grand 

Gulf 原子力発電所に F3 の竜巻が来襲した(23)。主な被害として，

建設中の冷却塔内部に設置されていたコンクリート流し込み用の

クレーンが倒壊し，冷却塔の一部が破損したことが挙げられる。

また，竜巻によりトレーラーが台から剥がれ移動したことや，直

径 8～10 インチの木が折れた事例等も確認されており，図 28 は，

竜巻による飛来物の飛散状況が定量的に分かる事例として，資材

置き場のパイプの飛散状況を示したものである。なお，通過時の

竜巻規模は F2 であったと考えられている。このパイプはコンクリ

ート・石綿製で，長さは 8 フィート，直径（内径）は 8 インチで

あった。このパイプの飛散状況に対して，フジタモデルあるいは

ランキン渦モデルを風速場として用いた飛来解析を行った。その

計算条件は過去の記録に基づき表 5のとおりとする。 

図 28 Grand Gulf 原子力発電所資材置き場におけるパイプの散乱

状況 
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第 5 表 Grand Gulf 原子力発電所の竜巻によるパイプ飛散の再現

をする上での計算条件 

 

 

計算結果を第 6 表に示す。フジタモデルを風速場とした場合は,

パイプがほとんど飛散せず，木箱が倒れた影響で散らばったと思

われる状況とおおむね合致している。 

なお，参考としてランキン渦モデルで評価した場合，飛散距離

や最大水平速度に大きな違いがあり，実際の報告と比較して過度

に保守的な評価結果となる。 

 

 

 

 

第 6 表 Grand Gulf 原子力発電所のパイプの飛散計算結果 

 

 

6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例 

2006 年 11 月 7 日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻

（以下「佐呂間竜巻」という。）により，4t トラックが約 40m 移

動したことが報告されている(25)。被災状況を第 27 図に示す。こ

の事例では被災時に 4t トラックに乗員 2 名が乗車しており，4t 

トラックの初期位置と移動位置が分かっている（第 27 図左上画像

の②）。また，4t トラックの他に 2 台の自動車（第 27 図左上画

像の③と⑥）について，初期位置と被災後の移動位置が分かって

 

 

解析結果を第 6.2－2 表に示す。フジタモデルを風速場とした場

合は,パイプがほとんど飛散せず，収納箱が倒れた影響で散乱した

と思われる状況とおおむね合致している。 

 なお，ランキン渦モデルで評価した場合は，飛散距離や最大水

平速度に実際の報告と大きな違いがあり，過度に保守的な評価結

果となる。 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較 

 2006 年 11 月 7 日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻（以

下「佐呂間竜巻」という。）により，4tトラックが約 40m 移動した

ことが報告(ⅹⅸ)されている。被災状況を第 6.3－1図に示す。この

事例では被災時に 4t トラックに乗員 2名が乗車しており，4t トラ

ックの初期位置と移動位置が分かっている（②）。また，4tトラッ

クの他に，2台の自動車（③と⑥）の初期位置と被災後の移動位置

が分かっている。このように竜巻被災前後で車両等の位置が明確

表 5 Grand Gulf 原子力発電所の竜巻によるパイプ飛散の再現をす

る上での計算条件 

 

計算結果を表 6に示す。フジタモデルを風速場とした場合は,パ

イプがほとんど飛散せず，木箱が倒れた影響で散らばったと思わ

れる状況とおおむね合致している。 

なお，参考としてランキン渦モデルで評価した場合，飛散距離

や最大水平速度に大きな違いがあり，実際の報告と比較して過度

に保守的な評価結果となる。 

 

 

 

 

表 6 Grand Gulf 原子力発電所のパイプの飛散計算結果 

 

 

 

6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例 

2006 年 11 月 7 日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻

（以下「佐呂間竜巻」という。）により，4t トラックが約 40m 移

動したことが報告されている(24)。被災状況を図 29に示す。この事

例では被災時に 4t トラックに乗員 2 名が乗車しており，4t トラ

ックの初期位置と移動位置が分かっている（図 29左上画像の②）。

また，4t トラックの他に 2 台の自動車（図 29 左上画像の③と⑥）

について，初期位置と被災後の移動位置が分かっている。このよ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻条件 竜巻の最大風速 67 m／s 

最大接線風速 53.6 m／s 

移動速度 13.4 m／s 

コア半径 45.7 m 

飛来物条件 直径（外径） 0.2286 m (=9 in.) 

物品高さ 0.229 m 

密度 1700 kg／m３ 

飛行定数（ＣＤＡ／ｍ） 0.0080 m２／kg 

初期配置 ・物体個数：51×51 本を，最大接線風速半径の 4 倍を 1 辺と

する正方形内(x,y=[-2Ｒｍ,+2Ｒｍ]）に等間隔配置。 

・設置高さ：1 m（パイプ収納箱が 2 段重ねされた状況を想定） 

 

風速場モデル 
地上からの

初期高さ 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ※２ 最大水平速度 

フジタモデル 1 m（地上） 1.2 m 0.0 m 4.9 m／s 

ランキン渦モデル 
1 m※１ 42.6 m 

0.34 m 
30.7 m／s 

40 m 227 m 40.9 m／s 

※１ 比較のため，フジタモデルと同条件とした。 

※２ 初期物体高さからの飛散（浮上）高さ。 
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いる。このように竜巻被災前後で車両等の位置が明確になってい

る事例は極めてまれである。なお，竜巻飛来物の再現計算は，竜

巻が頻発する米国でもほとんど実施されていない。この理由とし

ては，来襲した実際の竜巻特性を精度よく計測・推測することが

困難であることや自動車等の移動前後の位置が不明確な場合が多

いことが挙げられる。 

 

第 27 図 佐呂間竜巻（2006.11.7）による被災状況（工事事務所

敷地内の車両被災）(25) 

（文献(25)で示されている竜巻被害の方向を     で加筆） 

 

ここでは，フジタモデルを風速場として用いた車両（4t トラッ

ク，乗用車）の飛散評価を行い，実際の被害状況と比べて妥当な

結果となるかどうかの確認を行う。方法としては，下記の 2 通り

とする。 

(a) 竜巻特性や飛来物（4t トラック，乗用車）の状況を現実的

に設定した場合の再現解析 

(b) 柏崎刈羽原子力発電所に適用する飛来物評価法による検証 

 

(a)竜巻特性や飛来物の状況を現実的に設定した場合の再現解析 

 

(ⅰ)4t トラックの飛散解析 

再現解析の条件として，入手可能なデータ(25)(26)に基づき，合理

的と考えられる竜巻特性条件と飛来物（4t トラック）の条件を第

7 表のように設定する。初期配置の条件として，配置個数は１個

とし，竜巻が遠方から近づく状況設定としている。また，風速 60m/s 

以下では浮上しない設定となっている。その上で，竜巻との距離

を合理的な範囲で変化させ，佐呂間竜巻の再現性を確認する。 

になっている事例は極めて稀である。なお，竜巻による飛散物の

再現計算は，竜巻が頻発する米国でもほとんど実施されていない。

この理由としては，来襲した実際の竜巻特性を精度良く計測，推

測することが困難であることや，自動車等の移動前後の位置が不

明確な場合が多いことが挙げられる。 

第 6.3－1 図 佐呂間竜巻による被災状況（工事事務所敷地内の車

両被災） 

（文献(２７)の写真に竜巻被害の方向を加筆） 

 

 ここでは，フジタモデルを風速場として用いた車両（4t トラッ

ク及び乗用車）の飛散解析を行い，実際の被害状況と比べて妥当

な結果となるかどうかの確認を行った。方法としては，下記の 2

とおりとした。 

・ 竜巻特性や飛来物（4t トラック及び乗用車）の状況を現実的

に設定した場合の再現解析 

・ 今回の飛散解析手法による検証 

 

(1) 竜巻特性や飛来物（4t トラック及び乗用車）の状況を現実的

に設定した場合の再現解析 

ａ．4t トラックの飛散解析 

 解析条件として，入手可能なデータ(２７)(２８)に基づき，合理的と

考えられる竜巻特性条件と飛来物（4t トラック）の条件を第 6.3

－1 表のとおり設定した。初期配置の条件として，配置数は 1台と

し，竜巻が遠方から近づく状況設定としている。また，風速 60m

／s 以下では浮上しない設定(１６)とした。その上で，竜巻との距離

を合理的な範囲で変化させ，佐呂間竜巻の再現性を確認した。 

うに竜巻被災前後で車両等の位置が明確になっている事例は極め

てまれである。なお，竜巻飛来物の再現計算は，竜巻が頻発する

米国でもほとんど実施されていない。この理由としては，来襲し

た実際の竜巻特性を精度よく計測・推測することが困難であるこ

とや自動車等の移動前後の位置が不明確な場合が多いことが挙げ

られる。 

 

図 29 佐呂間竜巻（2006.11.7）による被災状況（工事事務所敷

地内の車両被災）(24) 

（文献(24)で示されている竜巻被害の方向を     で加筆） 

 

ここでは，フジタモデルを風速場として用いた車両（4t トラッ

ク，乗用車）の飛散評価を行い，実際の被害状況と比べて妥当な

結果となるかどうかの確認を行う。方法としては，下記の 2 通り

とする。 

(a) 竜巻特性や飛来物（4t トラック，乗用車）の状況を現実的

に設定した場合の再現解析 

(b) 今回の飛散解析手法による検証 

 

(a)竜巻特性や飛来物の状況を現実的に設定した場合の再現解析 

 

(ⅰ)4t トラックの飛散解析 

再現解析の条件として，入手可能なデータ(24)(25)に基づき，合理

的と考えられる竜巻特性条件と飛来物（4t トラック）の条件を表

7のように設定する。初期配置の条件として，配置個数は１個とし，

竜巻が遠方から近づく状況設定としている。また，風速 60m/s 以

下では浮上しない設定となっている。その上で，竜巻との距離を

合理的な範囲で変化させ，佐呂間竜巻の再現性を確認する。 
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ケース3
の着地点
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車両と竜巻中心との距離を 18 m，20 m，22 m とした場合の解析

結果を第 8 表及び第 28 図に示す。車両の軌跡は竜巻中心との相

対位置関係に敏感であるが，各ケースとも飛散方向が実際の移動

方向とおおむね合致しており，特に車両と竜巻中心との距離を 20m 

としたケース 2 では飛散距離もほぼ正確に再現されている。この

ように，フジタモデルを風速場とした飛散解析で，飛来物が地上

に設置された状況からの飛散挙動が再現できることが確認でき

る。 

 

第 7 表 佐呂間竜巻の 4t トラックの計算条件 

 

 

第 8 表 佐呂間竜巻での 4t トラックの飛散計算結果 

 

 

 

第 28 図 フジタモデルによるトラック飛散の再現解析結果 

 

 車両と竜巻中心との距離を 18m，20m，22m とした場合の解析結

果を第 6.3－2表及び第 6.3－2図に示す。車両の軌跡は竜巻中心

との相対位置関係に敏感であるが，各ケースとも飛散方向が実際

の移動方向とおおむね合致しており，特に車両と竜巻中心との距

離を 20m としたケース 2では飛散距離もほぼ正確に再現されてい

る。このように，フジタモデルを風速場とした飛散解析で，物体

が地上に設置された状況からの飛散挙動が再現できることが確認

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－2図 フジタモデルによる 4t トラックの飛散解析結果 

（文献(２７)の写真に軌跡を加筆） 

車両と竜巻中心との距離を 18 m，20 m，22 m とした場合の解析

結果を表 8及び図 30 に示す。車両の軌跡は竜巻中心との相対位置

関係に敏感であるが，各ケースとも飛散方向が実際の移動方向と

おおむね合致しており，特に車両と竜巻中心との距離を 20m とし

たケース 2 では飛散距離もほぼ正確に再現されている。このよう

に，フジタモデルを風速場とした飛散解析で，物体が地上に設置

された状況からの飛散挙動が再現できることが確認できる。 

 

表 7 佐呂間竜巻の 4t トラックの計算条件 

 

 

表 8 佐呂間竜巻での 4t トラックの飛散計算結果 

 

 

 

図 30 フジタモデルによるトラック飛散の再現解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻条件 設計最大風速 92 m／s 

最大接線風速 70 m／s 

移動速度 22 m／s 

コア半径 20 m 

飛来物条件 車種不明のため，三菱

ふそう PA-FK71D の仕

様を採用 

長さ 8.1 m 

幅 2.24 m 

高さ 2.5 m 

重量 4000 kg 

飛行定数（ＣＤＡ／ｍ） 0.0056 m２／kg 

初期配置 ・物体個数 1 個 

・竜巻は遠方から物体に近づくが，風速 60m／s 以下では浮上しない 

・地上からの初期高さ 0 m 
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（ⅱ）乗用車の飛散解析 

白い乗用車（第 27 図の⑥）の被災事例を対象として，物体を１

点初期配置した条件で最大水平速度等を計算する。 

白い乗用車の計算条件について，第 9 表に示す。 

第 9 表 佐呂間竜巻の白い乗用車の計算条件 

白い乗用車と竜巻中心との距離を，18m，20m，22m とした場合

の解析結果を第 10 表及び第 29 図に示す。飛散距離についてはケ

ース 1 でおおむね合致している。 

飛散方向については，飛び出し方向はおおむね合致しているも

のの，最終的な着地点には多少のずれが生じている。これは乗用

車（白）が建物に近接して駐車していたため，この建物の倒壊の

影響を受けて飛散方向のずれが生じたものと推定される。 

なお，赤い乗用車（第 27 図の③）について評価した場合は，竜

巻中心との距離が大きいため飛散しない解析結果となる。ただし，

実際には，赤い乗用車は全壊・飛散したプレハブ建物（軽量鉄骨

造２階建て，第 27 図の A）の直ぐ下流側に駐車しており，その瓦

礫の影響を受けて一緒に移動したものと考えられる。 

第 10 表 佐呂間竜巻での白い乗用車の飛散計算結果 

ｂ．乗用車の飛散解析 

 白い乗用車（第 6.3－1図の⑥）の被災事例を対象として，物体

を 1点初期配置した条件で最大水平速度等を計算した。 

乗用車の計算条件について，第 6.3－3 表に示す。 

 乗用車と竜巻中心との距離を 18m，20m 及び 22m とした場合の解

析結果を，第 6.3－4 表及び第 6.3－3 図に示す。飛散距離につい

ては，ケース 1でおおむね合致している。 

 飛散方向については，飛び出し方向はおおむね合致しているも

のの，最終的な着地点には多少のずれが生じている。これは乗用

車（白）が建物（Ａ棟）に近接して駐車していたため，この建物

の倒壊の影響を受けて飛散方向のずれが生じたものと推定され

る。 

 なお，赤い乗用車（第 6.3－1図の③）について評価した場合は，

竜巻中心との距離が大きいため飛散しない結果となった。ただし，

実際には，赤い乗用車は全壊，飛散したプレハブ建物（軽量鉄骨

造 2階建，第  6.3－1図の A）のすぐ下流側に駐車しており，

そのがれきの影響を受けて一緒に移動したものと考えられる。 

（ⅱ）乗用車の飛散解析 

白い乗用車（図 29の⑥）の被災事例を対象として，物体を１点

初期配置した条件で最大水平速度等を計算する。 

白い乗用車の計算条件について，表 9に示す。 

表 9 佐呂間竜巻の白い乗用車の計算条件 
竜巻条件 表 7と同様 

飛来物条件 長さ※1 4.4 m 

幅※1 1.7 m 

高さ※1 1.5 m 

飛行定数（ＣＤＡ／ｍ） 0.0097 m２／kg 

初期配置等 ・物体個数：1台
・地上からの初期高さ：0 m（地上）
・「竜巻は遠方から物体に近づくが，風速 60m／s 以下では浮上しな

い」ことを条件として付加 

※1 車種不明のため，トヨタカローラを仮定。

白い乗用車と竜巻中心との距離を，18m，20m，22m とした場合

の解析結果を表 10及び図 31に示す。飛散距離についてはケース 1 

でおおむね合致している。 

飛散方向については，飛び出し方向はおおむね合致しているも

のの，最終的な着地点には多少のずれが生じている。これは乗用

車（白）が建物に近接して駐車していたため，この建物の倒壊の

影響を受けて飛散方向のずれが生じたものと推定される。 

なお，赤い乗用車（図 29の③）について評価した場合は，竜巻

中心との距離が大きいため飛散しない解析結果となる。ただし，

実際には，赤い乗用車は全壊・飛散したプレハブ建物（軽量鉄骨

造２階建て，図 29 の A）の直ぐ下流側に駐車しており，その瓦礫

の影響を受けて一緒に移動したものと考えられる。 

表 10 佐呂間竜巻での白い乗用車の飛散計算結果 
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第 29 図 フジタモデルによる白い乗用車飛散の再現解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－3図 フジタモデルによる乗用車の飛散解析結果(２３) 

（別文献(２８)の写真に軌跡を加筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 フジタモデルによる白い乗用車飛散の再現解析結果 

 

 

(ⅲ) 多点配置等を考慮した場合の竜巻評価の影響 

多点配置等を考慮した場合の飛散解析手法を，前述の佐呂間竜

巻における４tトラックの被災事例に適用し，佐呂間竜巻での実際

の被災状況（移動距離等）の結果を比較した。 

多点配置等を考慮した場合の飛散解析手法では，多数配置した

物体それぞれがとる最大水平速度のうち，最も大きな値を設計値

として用いる。そこで，物体個数は 51×51 個とし，竜巻半径の４

倍を一辺とする正方形内に等間隔で地面レベルに物体を配置し

た。計算条件を表 11 に示す。 

 

図 32(a)に 0.1 s 毎の物体の軌跡（水平移動距離と飛散高さの関

係）を，図 32 (b)に水平移動距離と物体の水平速度の関係を示す。

これらの図から，物体の最大水平速度は 39.9 m/s，最大飛散高さ

は 5.3 m，最大飛散距離は 86.5 m となっている。実際の被災状況

と多点配置等を考慮した場合の飛散解析手法による解析結果の比

較を表 12に示す。解析結果は佐呂間竜巻でのトラックの被災状況

に対して保守性があることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉は多点配

置等を考慮した場合

の飛散解析手法を実

施し，実際の被災状況

と比較している 
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表 11 多点配置時の計算条件 

竜巻条件 表 7と同様 

飛来物条件 表 7と同様 

初期配置等 ・・物体個数：51×51 台を，最大接線風速半径の 4倍を 1辺とする正

方形内（x,y=[-2Rm,+2Rm]）に等間隔配置。 

・・地上からの初期高さ：0m（地上） 

 

 

表 12 実際の被災状況と多点配置等を考慮した場合の飛散解析

手法の結果の比較 

 飛散距離 飛散高さ 最大水平速度 

計 算 結 果

(TONBOS) 
86.5 m 5.3 m 

39.9 m/s 

(約 144 km/hr) 

実際の被災

状況 
約 40 m 

トラックの運転席に乗

車していた乗員２名が

幸いにも存命で救出さ

れ，搬送先の病院で聞

き取り調査に応じてお

り ，被災したトラック

が地面から 5.3 m 以上

の高所から落下したと

は考えにくい。 

被災後もほぼ元の外形

を留めていることが示

されており ，実際の飛

来物速度は本解析で得

られた最大飛来物速度

（約 144 km/hr）を遙か

に下回るものと推察で

きる。 
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(b)柏崎刈羽原子力発電所に適用する飛来物評価法による検証

(27) 

ここでは，柏崎刈羽原子力発電所に適用する飛来物評価法の竜

巻条件・物体初期配置条件で前述の佐呂間竜巻における 4t トラッ

ク及び白い乗用車の被災事例を評価し，佐呂間竜巻での実際の被

災状況（移動距離等）との結果を比較する。 

（ⅰ）4t トラックの飛散解析 

計算条件について第 11 表に示す。竜巻条件としては，設計竜巻

の最大風速を 92 m/s とし，その他の特性量については，ガイドに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 今回の飛散解析手法による検証 

  

ここでは，今回の飛散解析手法で，前述の佐呂間竜巻における

4t トラック及び乗用車の被災事例を評価し，実際の被災状況（飛

散距離等）と比較する。 

 

ａ．4t トラックの飛散解析 

 解析条件について第 6.3－5表に示す。竜巻条件としては，最大

風速を 92m／sとし，その他の特性量については，竜巻影響評価ガ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 物体の軌跡（水平移動距離と飛散高さの関係） (b)水平移動距離と水平速度の関係 

（フジタモデル，地上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)物体の軌跡（水平移動距離と飛散高さの関係） (b)水平移動距離と水平速度の関係 

（参考：ランキン渦モデル，地上 40 m） 

図 32 多点配置等を考慮した場合の飛散解析手法による解析結果 

 

(b) 今回の飛散解析手法による検証(26) 

 

ここでは，今回の飛散解析手法で，前述の佐呂間竜巻における

4t トラック及び白い乗用車の被災事例を評価し，佐呂間竜巻での

実際の被災状況（移動距離等）との結果を比較する。 

 

（ⅰ）4t トラックの飛散解析 

計算条件について表 13に示す。竜巻条件としては，設計竜巻の

最大風速を 92 m/s とし，その他の特性量については，ガイドに例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3m 
39.9m/s 

86.5m 

86.5m 
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例示されている方法に従い，移動速度 Vt を 14 m/s（最大風速の

15%），竜巻コア半径 Rm を 30 m とする。 

 

第 11 表 柏崎刈羽原子力発電所に適用する飛来物評価法の計算

条件 

 

 

第 12 表に実際の被災状況と，柏崎刈羽原子力発電所に適用する

飛来物評価法の結果の比較を示す。また，第30 図に被災後の4t ト

ラックの状況を示す。 

フジタモデルによる飛散評価結果として，4t トラックの最大飛

来物速度は 36 m/s，最大飛散高さは 3.6 m，最大飛散距離は 63.4 m 

となる。 

実際の 4t トラック飛散距離は約 40m であり，フジタモデルに

よる飛散距離の評価結果はこれを上回る。また，飛散高さや最大

水平速度については，直接の比較はできないものの，4t トラック

の乗員 2 名が存命であったこと，被災後の 4t トラックがほぼ元

の外形をとどめていること等から，柏崎刈羽原子力発電所に適用

する飛来物評価法で飛散解析をした場合でも，実際の被災状況と

比較して妥当な結果となるものと考えられる。 

なお，参考として同様の検証をランキン渦モデルでも実施して

おり，ランキン渦モデルによる評価では，最大飛散高さ，最大飛

散距離ともに実際の被災状況と比較して非常に保守性が大きい結

果となっていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イドに例示されている方法に従い，移動速度Ｖtrを 14m／s（最大

風速の 15％），竜巻コア半径Ｒｍを 30m とした。 

 

 

 

 第 6.3－6 表に実際の被災状況と，今回の飛散解析手法による結

果との比較を示す。また，第 6.3－4 図に被災後の 4tトラックの

状況を示す。 

 フジタモデルによる評価結果として，4tトラックの最大飛散速

度は 36m／s，最大飛散高さは 3.6m，最大飛散距離は 63.4m とな

った。 

 実際の 4t トラック飛散距離は約 40m であり，フジタモデルによ

る評価結果はこれを上回った。また，飛散高さや最大水平速度に

ついては，直接の比較は出来ないものの，4t トラックの乗員 2名

が存命であったこと，被災後の 4tトラックがほぼ元の外形をとど

めていることなどから，今回の飛散解析手法で評価をした場合で

も，実際の被災状況と比較して妥当な結果となるものと考えられ

る。 

 なお，参考として同様の検証をランキン渦モデルでも実施した。

ランキン渦モデルによる評価では，最大飛散高さ，最大飛散距離

ともに実際の被災状況と比較して非常に保守的な結果となってい

ることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

示されている方法に従い，移動速度 Vtを 14 m/s（最大風速の 15%），

竜巻コア半径 Rm を 30 m とする。 

 

表 13 島根原子力発電所に適用する飛来物評価法の計算条件 

 

表 14 に実際の被災状況と，今回の飛散解析手法による結果の比

較を示す。また，図 33に被災後の 4t トラックの状況を示す。 

 

フジタモデルによる飛散評価結果として，4t トラックの最大飛

来物速度は 36 m/s，最大飛散高さは 3.6 m，最大飛散距離は 63.4 m 

となる。 

実際の 4t トラック飛散距離は約 40m であり，フジタモデルに

よる飛散距離の評価結果はこれを上回る。また，飛散高さや最大

水平速度については，直接の比較はできないものの，4t トラック

の乗員 2 名が存命であったこと，被災後の 4t トラックがほぼ元

の外形をとどめていること等から，今回の飛散解析手法で評価を

した場合でも，実際の被災状況と比較して妥当な結果となるもの

と考えられる。 

なお，参考として同様の検証をランキン渦モデルでも実施して

おり，ランキン渦モデルによる評価では，最大飛散高さ，最大飛

散距離ともに実際の被災状況と比較して非常に保守性が大きい結

果となっていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻条件 設計竜巻風速 92 m／s 

最大接線風速 78 m／s 

移動速度 14 m／s 

コア半径 30 m 

飛来物条件 表 7 と同様 

初期配置 ・物体個数：51×51 台を，最大接線風速半径の 4 倍を 1

辺とする正方形内(x,y=[-2Ｒｍ,+2Ｒｍ]）に等間隔配

置。 

・地上からの初期高さ：0 m（地上） 
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第 12 表 実際の被災状況と「柏崎刈羽原子力発電所の飛来物評

価法」との結果の比較（4t トラックの場合） 

 

 

 

 

 

第 30 図 竜巻による被災後の 4t トラックの様子(25)(26) 

 

（ⅱ）乗用車（白）の飛散解析 

4t トラックの場合と同様に，柏崎刈羽原子力発電所に適用する

飛来物評価条件で白い乗用車の飛散解析を行った場合の結果を第

13 表に示す。 

 

 

 

 

 

第6.3－6表 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結

果（4t トラック） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－4図 竜巻による被災後の 4ｔトラックの様子(ⅹⅹ)(ⅹⅹⅰ) 

 

ｂ．乗用車（白）の飛散解析 

 4t トラックの場合と同様に，今回の飛散解析手法で乗用車の評

価を行った結果を第 6.3－7 表に示す。 

 乗用車の場合も，フジタモデルによる評価が，実際の被災状況

を包含する結果となっている。 

 

 

 

 

表 14 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結果の

比較（4t トラックの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 33 竜巻による被災後の 4t トラックの様子(24)(25) 

 

（ⅱ）乗用車（白）の飛散解析 

4t トラックの場合と同様に，今回の飛散解析手法で白い乗用車

の飛散解析を行った場合の結果を表 15に示す。 
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第 13 表 実際の被災状況と「柏崎刈羽原子力発電所の飛来物評

価法」との結果の比較（白い乗用車の場合） 

7. 飛散以外の挙動に対する考慮

前節までで，飛来物の竜巻による挙動のうち，飛散に関する評

価手法について説明をした。実際の竜巻による飛来物の挙動とし

ては，飛散だけではなく，横滑りや転がりによる挙動が発生する

ことも考えられるため，本節では，これらの飛来物の挙動につい

て，下記の 2 点に分けて考察する。 

(a)飛散する物体における横滑りや転がりの影響

(b)飛散しない物体における横滑りや転がりの影響

(a)飛散する物体における横滑りや転がりの影響

「5.2 竜巻が物体に与える速度に関する不確定性の考慮」に記

載のとおり，本検討においては，竜巻を直上に発生させる方法を

採用していることから，実際には横滑りや転がりを伴い移動する

物体も強制的に高速域に配置され，浮上をして飛散することにな

る。 

この場合，空中では地面の摩擦力を受けないため，実際に比べ

て大きな水平速度が得られることになる。 

また，浮上後に地面に衝突する場合は，運動エネルギの大部分

は物体や地面の変形・破損等で消費されることから，落下後の横

滑りや転がりによる移動距離は実際には小さいものと考えられ

る。 

「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」における飛散した 4t トラ

ックや乗用車は，実際には飛散だけではなく，横滑りや転がりを

伴ったものと考えられるが，飛散解析より得られた飛散距離や最

第6.3－7表 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結

果（乗用車） 

7. 飛散以外の挙動に対する考慮

 前節までで，飛来物の竜巻による挙動のうち，飛散に関する評

価手法について説明をしたが，実際の竜巻による飛来物の挙動と

しては，飛散だけではなく横滑りや転がりが発生することも考え

られる。 

 本節では，横滑りや転がりの影響について，以下 2点に分けて

考察する。 

・ 飛散する物体における横滑りや転がりの影響

・ 飛散しない物体における横滑りや転がりの影響

(1) 飛散する物体における横滑りや転がりの影響

 「5.2 物体が受ける風速における保守性の考慮」に記載のとお

り，本検討においては，竜巻を直上に発生させる方法を採用して

いることから，実際には横滑りや転がりを伴い移動する物体も強

制的に高速域に配置され，浮上をして飛散することになる。 

この場合，空中では地面の摩擦力を受けないため，実際に比べ

て大きな水平速度が得られることになる。 

 また，浮上後に地面に衝突する場合は，運動エネルギの大部分

は物体や地面の変形，破損等で消費されることから，落下後の横

滑りや転がりによる移動距離は実際には小さいものと考えられ

る。 

 「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較」における飛散し

た 4tトラックや乗用車は，実際には飛散だけではなく横滑りや転

がりを伴ったものと考えられるが，飛散解析より得られた飛散距

表 15 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結果の

比較（白い乗用車の場合） 

7. 飛散以外の挙動に対する考慮

前節までで，飛来物の竜巻による挙動のうち，飛散に関する評

価手法について説明をした。実際の竜巻による飛来物の挙動とし

ては，飛散だけではなく，横滑りや転がりによる挙動が発生する

ことも考えられるため，本節では，これらの飛来物の挙動につい

て，下記の 2 点に分けて考察する。 

(a)飛散する物体における横滑りや転がりの影響

(b)飛散しない物体における横滑りや転がりの影響

(a)飛散する物体における横滑りや転がりの影響

「5.2 竜巻が物体に与える速度に関する不確定性の考慮」に記

載のとおり，本検討においては，竜巻を直上に発生させる方法を

採用していることから，実際には横滑りや転がりを伴い移動する

物体も強制的に高速域に配置され，浮上をして飛散することにな

る。 

この場合，空中では地面の摩擦力を受けないため，実際に比べ

て大きな水平速度が得られることになる。 

また，浮上後に地面に衝突する場合は，運動エネルギの大部分

は物体や地面の変形・破損等で消費されることから，落下後の横

滑りや転がりによる移動距離は実際には小さいものと考えられ

る。 

「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」における飛散した 4t トラ

ックや乗用車は，実際には飛散だけではなく，横滑りや転がりを

伴ったものと考えられるが，飛散解析より得られた飛散距離や最
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大水平速度は，実際の被災状況よりも保守的な評価となっている

ことから，飛散過程における不確実性を裕度として包含している。 

 

 

(b)飛散しない物体における横滑りや転がりの影響 

飛散しない物体においても，竜巻による風荷重が静止摩擦力よ

り大きい場合には，横滑りをする。また，横滑りをしない場合で

も，風荷重によるモーメントが自重のモーメントよりも大きい場

合には転がることになる。このように，竜巻により横滑りや転が

る場合には，地面での摩擦力の影響を受けながら移動することか

ら，移動距離や水平速度は十分に小さいものと考えられる。 

 

また，物体と外部事象防護対象施設の間に，障害物となるフェ

ンス等がある場合には，横滑りや転がった物体が外部事象防護対

象施設に到達することは阻止される。 

以上より，飛散しない物体が横滑りや転がりにより，障害物の

影響を受けず，外部事象防護対象施設と衝突することが想定され

る場合については，横滑りや転がった物体の影響が設計飛来物の

影響に包含されることを確認し，包含されない場合には固縛等の

措置を実施する。固縛等の措置に当たっては，フジタモデルの風

速場より求まる風荷重に，地面での摩擦力を適切に考慮した上で,

設計用荷重を設定する。 

 

8．まとめ 

フジタモデルは，米国 NRC による要望で実際の竜巻観測記録を

もとに考案された風速場モデルであり，米国 DOE の重要施設に対

する設計基準の作成の際にも用いられている。フジタモデルは，

他のモデルではできなかった地上からの物体の浮上を現実的に評

価することができる点が大きなメリットである。 

これは，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」の「(a)竜巻特性

や飛来物の状況を現実的に設定した場合の再現解析」において，

フジタモデルを風速場とした飛散解析結果が実際の飛散状況とお

おむね合致していることからも，確認することができる。 

また，フジタモデルにより算出される風速（Vw）は，飛来物の

飛散評価のインプットとして用いるものであり，設計竜巻の最大

風速の算出に当たっては保守性を確保した上で，「5．飛来物評価

離や最大水平速度は，実際の被災状況よりも保守的な評価となっ

ていることから，飛散過程における不確実性を裕度として包含し

ている。 

 

(2) 飛散しない物体における横滑りや転がりの影響 

 飛散しない物体においても，竜巻による風荷重が静止摩擦力よ

り大きい場合には，横滑りをする。また，横滑りをしない場合で

も，風荷重によるモーメントが自重のモーメントよりも大きい場

合には転がることになる。このように，竜巻により横滑りや転が

りが生じる場合には，地面での摩擦力の影響を受けながら移動す

ることから，移動距離や水平速度は十分に小さいものと考えられ

る。 

 また，物体と評価対象施設等の間に障害物となるフェンス等が

ある場合には，横滑りや転がった物体が評価対象施設等に到達す

ることは阻止される。 

 以上より，飛散しない物体が，障害物の影響を受けずに，横滑

りや転がりによって評価対象施設等と衝突することが想定される

場合については，横滑りや転がった物体の影響が設計飛来物の影

響に包含されることを確認し，包含されない場合には固縛等の措

置を実施する。固縛等の措置に当たっては，フジタモデルの風速

場より求まる風荷重や地面での摩擦力を適切に考慮した上で，設

計用荷重を設定する。 

 

8. まとめ 

 フジタモデルは，米国ＮＲＣの要望により実際の竜巻観測記録

を基に考案された風速場モデルであり，米国ＤＯＥの重要施設に

対する設計基準の作成の際にも用いられている。フジタモデルは，

他のモデルではできなかった地上からの物体の浮上を現実的に評

価することができる点が大きなメリットである。これは，「6.3 佐

呂間竜巻での車両飛散事例との比較」の「(1)竜巻特性や飛来物（4t

トラック及び乗用車）の状況を現実的に設定した場合の再現解析」

において，フジタモデルを風速場とした飛散解析結果が実際の飛

散状況とおおむね合致していることからも確認できる。 

 また，フジタモデルにより算出される風速（ＶＷ）は，飛来物の

飛散評価のインプットとして用いるものであり，設計竜巻の最大

風速の算出に当たっては保守性を確保したうえで，「5. 飛散解析

大水平速度は，実際の被災状況よりも保守的な評価となっている

ことから，飛散過程における不確実性を裕度として包含している。 

 

 

(b)飛散しない物体における横滑りや転がりの影響 

飛散しない物体においても，竜巻による風荷重が静止摩擦力よ

り大きい場合には，横滑りをする。また，横滑りをしない場合で

も，風荷重によるモーメントが自重のモーメントよりも大きい場

合には転がることになる。このように，竜巻により横滑りや転が

る場合には，地面での摩擦力の影響を受けながら移動することか

ら，移動距離や水平速度は十分に小さいものと考えられる。 

 

また，物体と外部事象防護対象施設の間に，障害物となるフェ

ンス等がある場合には，横滑りや転がった物体が外部事象防護対

象施設に到達することは阻止される。 

以上より，飛散しない物体が横滑りや転がりにより，障害物の

影響を受けず，外部事象防護対象施設と衝突することが想定され

る場合については，横滑りや転がった物体の影響が設計飛来物の

影響に包含されることを確認し，包含されない場合には固縛等の

措置を実施する。固縛等の措置に当たっては，フジタモデルの風

速場より求まる風荷重に，地面での摩擦力を適切に考慮した上で,

設計用荷重を設定する。 

 

8．まとめ 

フジタモデルは，米国 NRC による要望で実際の竜巻観測記録を

もとに考案された風速場モデルであり，米国 DOE の重要施設に対

する設計基準の作成の際にも用いられている。フジタモデルは，

他のモデルではできなかった地上からの物体の浮上を現実的に評

価することができる点が大きなメリットである。 

これは，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」の「(a)竜巻特性

や飛来物の状況を現実的に設定した場合の再現解析」において，

フジタモデルを風速場とした飛散解析結果が実際の飛散状況とお

おむね合致していることからも，確認することができる。 

また，フジタモデルにより算出される風速（Vw）は，飛来物の

飛散評価のインプットとして用いるものであり，設計竜巻の最大

風速の算出に当たっては保守性を確保した上で，「5．飛来物評価
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における不確定性の考慮」のとおり，竜巻を多数の物体の直上に

瞬時に発生させて物体が最大風速を受けるような初期条件を用い

る等の評価手法により，不確実性も含めて飛来物速度等を保守的

に評価できるようにしている。 

これにより，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」の「(b)柏崎

刈羽原子力発電所に適用する飛来物評価法による検証」では，本

評価手法を用いることでフジタモデルにおいても実際の飛散状況

に対して，保守性を有した妥当な結果となることを確認している。 

地上からの浮上・飛散評価を行うことのメリットは，発電所敷

地内に数多く存在する物の中から，竜巻による飛来物化の影響度

合いを，浮上の有無の観点を含め，より正確に把握できることで

ある。竜巻飛来物の影響（浮上の有無，飛散高さ，飛散距離，最

大速度等）を正確に捉えることにより，飛来物の発生防止対策や

評価対象施設の防護対策の範囲や強度について，適切な保守性を

確保した上で実効性の高い竜巻防護対策を実施することが可能と

なると考えられる。 

評価全体として一定の保守性を確保しつつ，適切な竜巻対策に

よりプラント全体の安全性を向上させるため，当社の竜巻影響評

価については，フジタモデルを適用することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における保守性の考慮」のとおり，竜巻を多数の物体の直上に瞬

時に発生させて物体が最大風速を受けるような初期条件を用いる

等の評価手法により，不確実性も含めて飛来物速度等を保守的に

評価できるようにしている。 

 これにより，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較」の

「(2)今回の飛散解析手法による検証」では，本評価手法を用いる

ことで，フジタモデルにおいても実際の飛散状況に対し保守性を

有した妥当な結果となることを確認している。 

 地上からの浮上，飛散評価を行うことのメリットは，発電所敷

地内に数多く存在する物品の中から，竜巻による飛来物化の影響

度合いを，浮上の有無の観点を含めより正確に把握できることで

ある。竜巻飛来物の影響（浮上の有無，飛散高さ，飛散距離，最

大速度等）を正確に捉えることにより，飛来物発生防止対策や評

価対象施設等の防護対策の範囲や強度について，適切な保守性を

確保した上で実効性の高い竜巻防護対策を実施することが可能に

なると考えられる。 

 評価全体として一定の保守性を確保しつつ，適切な竜巻対策に

よりプラント全体の安全性を向上させるため，竜巻影響評価にお

ける物体の浮上，飛散評価については，フジタモデルを適用する

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における不確定性の考慮」のとおり，竜巻を多数の物体の直上に

瞬時に発生させて物体が最大風速を受けるような初期条件を用い

る等の評価手法により，不確実性も含めて飛来物速度等を保守的

に評価できるようにしている。 

これにより，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例」の「(b) 今回

の飛散解析手法による検証」では，本評価手法を用いることでフ

ジタモデルにおいても実際の飛散状況に対して，保守性を有した

妥当な結果となることを確認している。 

地上からの浮上・飛散評価を行うことのメリットは，発電所敷

地内に数多く存在する物の中から，竜巻による飛来物化の影響度

合いを，浮上の有無の観点を含め，より正確に把握できることで

ある。竜巻飛来物の影響（浮上の有無，飛散高さ，飛散距離，最

大速度等）を正確に捉えることにより，飛来物の発生防止対策や

評価対象施設の防護対策の範囲や強度について，適切な保守性を

確保した上で実効性の高い竜巻防護対策を実施することが可能と

なると考えられる。 

評価全体として一定の保守性を確保しつつ，適切な竜巻対策に

よりプラント全体の安全性を向上させるため，当社の竜巻影響評

価については，フジタモデルを適用することとする。 
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別紙 2 

フジタモデルのパラメータ設定等について

１．適用するフジタモデルについて 

  フジタモデルのパラメータ設定については，フジタワークブック

（文献(1)）において，単一渦型の DBT-77 モデル（文献(1)第 6 章）

と複数の小さな吸込渦（suction vortices）を有する多重渦型の

DBT-78 モデル（文献(1)第 7 章）について記載されている（図１参

照）。 

DBT-77 DBT-78 

図１ フジタモデル「DBT-77」と「DBT-78」のモデル図（文

献(1)） 

米国エネルギー省の管理するエネルギー施設（DOE 施設）に対

する竜巻飛来物の検証を行ったローレンス・リバモア国立研究所

報告書（文献(2)）においては，「多重渦型の DBT-78 モデルで考慮

されている吸込渦はすぐに減衰するので，大多数の専門家は竜巻

被災の重要因子ではないと考えている」と述べており，単一渦型

のフジタモデルDBT-77を飛来物評価の竜巻風速場として選定して

いる。以上のことから，今回の竜巻影響評価においても DBT-77 モ

デルを用いている。（なお，文献(1)において，DBT-78 モデルは，

最大風速や発生率がモデル化されているのみであり，飛散解析に

必要となる風速場に関する数式が明確となっていない。） 

また，米国 REG 1.76（文献(3)）は DBT-78 モデルの竜巻半径を

採用した場合は，改訂前（2007 年以前）から米国 REG 1.76 で採用
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されている竜巻半径（45.7m）よりも大きな半径となり，圧力の時

間変化率は半径に反比例して大きくなるため，改訂前の半径

（45.7m）のままするとの記述があるが，今回の竜巻影響評価では

外部コア半径を 30m としているため，米国 REG 1.76 よりも圧力の

時間変化率を保守的に評価している。 

最大風速が同じ場合，DBT-78 モデルは DBT-77 モデルに比べ竜巻

半径は大きくなるが，高速域の大きさは DBT-77 モデルの方が

DBT-78 モデルに比べ大きくなるため物体は加速されやすく，飛散

解析においては保守的であることから，当社の竜巻影響評価にお

いては，単一渦型の DBT-77 モデルを適用している。 

 

２．入力パラメータの設定について 

文献(1)において，単一渦型の DBT-77 の入力パラメータは，最

大接線風速 VRm，外部コア半径 Rm及び移動速度 VTの３つであり，

これらの入力値の制約に係る記載はなく，竜巻影響評価ガイドに

基づき，VRm=85m/s，Rm=30m，VT=15m/s を設定している。 

竜巻影響評価ガイドにおいては，ランキン渦モデルを仮定して，

観測された被害幅から最大接線風速半径 Rmを推定している。竜巻

によって被害が生じる風速 V0とした場合，Rmを超えた範囲では，

風速 V=VRm・(Rm/r0)と表せるため，V0と，被害幅 r0，及び最大接線

風速 VRmが分かれば最大接線風速半径 Rmを得ることができる。（図

２） 

フジタモデルでは，ランキン渦モデルと異なり高さによって風

速が変化するが，ある任意の高さの風速分布はランキン渦モデル

と同様となる（図２と同じ）ため，ランキン渦を仮定して設定し

た外部コア半径を用いても問題ないと考える。 

例えば，東京工芸大報告書(4)p.163 の仮定２より，F3 あるいは

F3 に近い F2 竜巻（最大風速 Vm=70m/s）の被害幅 250m を基にラン

キン渦モデルを仮定する場合，竜巻半径の外側では V=VmRm/r が成

立するので，Vに被害をもたらす風速である 17m/s を，rに被害幅

(250m)に接する円の半径である 125m を代入すると Rm=30m を得る。 

一方，フジタモデルの水平風速 Vは接線風速と径方向風速を合

成したものであるので，外部コア半径の外側では水平風速 Vは以

下で与えられる。 
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フジタモデルでは，ランキン渦モデルと異なり高さによって風

速が変化するが，外部コア半径の内側では rに比例して風速が大

きくなり，外部コア半径の外側では rに反比例して小さくなる点

ではランキン渦モデルと同様であり，竜巻半径と風速の関係は図 2

の通りとなる。 

また，接線風速Vが最大となる流入層の上端（z=1）では，Fh(z)=1, 

tanα0=0 となり，竜巻外部コア半径の外側ではランキン渦モデル

と同様に V=VmRm/r が近似的に成立する。従って，ランキン渦と同

じ竜巻半径を用いることができると考えられる。 

流入層高さ Hiは，外部コア半径 Rm=30m の場合，Hi=15m（i=0.501）

となり，文献(4)の図 2.2.3.10 における流入層高さと竜巻半径の

比（i=0.4 程度）や，Kosiba(5)により示されている流入層高さ（Hi=10

～14m 以下）と概ね同じである。 

 

 

図２ ランキン渦の風速分布と竜巻スケールの関係 
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別紙-2 

 

発電所における竜巻風速場モデルの適用方針 

 

 

発電所の竜巻影響評価における竜巻風速場モデルの適用状況を，

先行審査プラントの状況と合わせ，別表 2―1のとおり整理した。 

これより，竜巻影響評価における設計荷重（風圧力による荷重ＷＷ，

気圧差による荷重ＷＰ及び設計飛来物による衝撃荷重ＷＭ）の設定

においては， 

・ＷＷ：竜巻風速場モデルに依存しない 

・ＷＰ，ＷＭ：竜巻風速場モデルを選択する必要がある 

ことが分かるが，ＷＰ，ＷＭの設定においては，以下のとおりモデ

ルを適用した。 

 

1. ＷＰ，ＷＭの設定に用いる竜巻風速場モデルの選定の考え方 

1.1 ＷＰについて 

「竜巻影響評価ガイド」に示される，ランキン渦モデルに基づく

評価式を採用した。 

 

1.2 ＷＭについて 

  発電所は敷地近傍に一般道や隣接事業所の施設等があり，こ

れらの場所からの物品の飛来を完全に管理することは難しいこと

から，その影響を現実的に評価することとし，多数の飛来物源が

想定される地表付近の物品の飛散挙動を，より実現象に近く評価

できるという特徴を踏まえ，フジタモデルを採用した。 

  なお，フジタモデルを用いた飛散評価についても，別添資料 2

「竜巻影響評価におけるフジタモデルの適用について」に示すと

おり保守性を確保した手法となっている。 

 

2. 設計竜巻による複合荷重ＷＴ１，ＷＴ２の設定の考え方 

  竜巻影響評価に用いる設計竜巻荷重は，設計竜巻による風圧

力による荷重（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ），及び設計飛来物

による衝撃荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重とし，以下の式に

よって算出する。 

ＷＴ１＝ＷＰ 

別紙 3 

 

竜巻影響評価と竜巻モデルの関係 

 

 

 

 

図
１
 
竜
巻
影
響
評
価
と
竜
巻
モ
デ
ル
の
関
係
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ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5ＷＰ＋ＷＭ 

ＷＴ１，ＷＴ２：設計竜巻による複合荷重 

ＷＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

ＷＰ：設計竜巻の気圧差による荷重 

ＷＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

  なお，複合荷重ＷＴ２の算出は，ＷＷ，ＷＰ及びＷＭの作用方向

が同一となる様に扱うこととしており，ランキン渦モデルベース

のＷＰを用いることは，複合荷重としても保守側になる 
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・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は運用，手

順説明資料を記載 
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れ
ば

な
ら

な
い

 

安
全

重
要

度
分

類
の

ク
ラ

ス
１

，
ク

ラ
ス

２
の

う
ち

，
自

然
現

象
の
影

響
を

受
け

や
す

い
構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

設
計
竜

巻
の

設
定

 

重
要
安

全
施

設
 

設
計
飛

来
物

の
設

定
 

継
続
的

に
新

た
な

知
見

等
の
収

集
に

取
組

み
，
変

更
の
必

要
が

あ
れ
ば

再
評
価

を
行

い
変

更
手

続
き
等

適
切

に
対

応
す

る
。

 

設
計
竜

巻
最

大
風

速
9
2
m
／
s
 

設
計
飛

来
物

の
う

ち
鋼

製
材
よ

り
も

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
が
大

き
く

，
外

部
事

象
防

護
対
象

施
設

へ
影

響
を

及

ぼ
す
も

の
は

，
飛

来
物

発
生
防

止
対

策
を

す
る

 

設 備 （ 系 統 ・ 機 器 ）

貫
通
評

価
 

強
度
評

価
 

※
評

価
対

象
施

設
等

と
は
，

外
部

事
象

防
護

対
象

施
設

の
う

ち
評

価
対
象

施
設

・
外

部
事

象
防

護
対
象

施
設

に
波

及
的

影
響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
を

示
す

建 物 ・ 構 築 物

構
造
骨

組
 

部
位
（

扉
類

）
 

部
位
（

屋
根

，
壁

）
 

の
評
価

 

（
貫
通

及
び

強
度

）
 

損
傷
し

な
い

設
計

と
す

る
こ
と

 

防
護
が

期
待

で
き

る
 

外
部
事

象
防

護
対

象
施

設
を

 

内
包
す

る
区

画
に

よ
る

防
護

 
評

価
対

象
施

設
等

※
の

う
ち
，

 

設
備
（

系
統

，
設

備
）

 

損
傷
し

な
い

設
計

と
す

る
こ
と

 

資
機
材

，
車

両
等

の
飛

来
物
発

生
防

止
対

策
（

固
縛

，
固

定
，

 

外
部
事

象
防

護
対

象
施

設
か
ら

の
隔

離
，

建
物

内
収

納
又

は
撤

去
）

 

新
規
品

の
飛

来
の

有
無

，
飛
来

時
の

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
の

評
価

及
び

管
理

 

竜
巻

防
護

対
策
設

備
に

よ

る
竜
巻

防
護

対
策

を
実

施
 

扉
の
閉

止
確

認
 

防
護
が

期
待

で
き

る
区

画
に
内

包
さ
れ

る
設

備
（
系

統
，
機

器
）
 

評
価

O
K
 

評
価

O
K
 

除
外

 

除
外

 

除
外

 

【
後
段

規
制

と
の

対
応

】
 

工
：
工

認
（

基
本

設
計

方
針
，

添
付

資
料

）
 

保
：
保

安
規

定
（

下
位

文
書
含

む
）

 

【
添
付

六
，

八
の

反
映

事
項
】

 

：
添
付

六
，

八
に

反
映

 

：
当
該

条
文

に
関

係
し

な
い

 

（
他
条

文
で

の
反

映
事

項
他
）

 

工
・
保

 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

事
項

 

（
設
計

に
関

す
る

事
項

）
 

保
 

保
 

保
 

保
 

工
 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

事
項

 

（
手
順

に
関

す
る

事
項

）
 

竜
巻
襲

来
が

予
想

さ
れ

る
場
合

の
燃

料
取

扱
い

作
業

の
中

止
 

保
 

竜
巻

防
護

対
策
設

備
に

よ

る
竜
巻

防
護

対
策

を
実

施
 

設
計
竜

巻
荷

重
＋

常
時

作
用
し

て
い

る
荷

重
＋

運
転

時
荷

重
＋

竜
巻
以

外
の

自
然

現
象

に
よ
る

荷
重

＋
設

計
基

準
事

故
時

荷
重

 
荷

重
の

設
定

 

原
子

炉
建

物
天
井

ク
レ

ー
ン
，

燃
料

取
替

機
 

原
子

炉
建

物
付

属
棟

西
側
機

器
搬

入
口

 
等

 

原
子

炉
建

物
等
の

開
口

部
 

（
原

子
炉

建
物
付

属
棟

２
階

 

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

送
風

機
室

外
気

取
入

口
 
等

）
 

原
子

炉
圧

力
容

器
，

原
子

炉
再

循
環

ポ
ン

プ
等

 

原
子

炉
建

物
，

タ
ー

ビ
ン

建
物

，
制

御
室

建
物

，
廃

棄
物

処
理

建
物

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク

室
，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
格

納
槽

，
排

気

筒
モ

ニ
タ

室
 

海
水

ポ
ン

プ
（

原
子

炉
補

機
海

水
系

，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ

補
機

海
水

系
）（

配
管

，
弁

を
含

む
。
），

海
水

ス
ト
レ

ー
ナ
（
原

子
炉

補
機

海
水

系
，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
補

機
海

水
系
）
，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

移
送

ポ
ン

プ
（

Ａ
－

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発

電
設

備
（

燃
料

移
送

系
）
,
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
設

備
（

燃
料

移
送

系
）
）
（

配
管

，
弁

を
含

む
。
）
，

原

子
炉

補
機

冷
却

水
ポ

ン
プ

・
熱

交
換

器
，

原
子

炉
建

物
付

属

棟
換

気
系

，
原

子
炉

建
物

天
井

ク
レ

ー
ン

，
燃

料
取

替
機

，

燃
料

プ
ー

ル
，

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
系

配
管

及
び

弁
，

使
用

済

燃
料
貯

蔵
ラ

ッ
ク
，

燃
料

集
合

体
，

中
央

制
御

室
換

気
系

等
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